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確率論的安全評価（PSA：Probabilistic Safety Assessment)は、原子炉施設の合理的安全規制・

安全管理活動の一つであり、日本原子力研究開発機構では、高速増殖炉の PSA 手順標準化のため

の技術基盤整備を目的に、定格出力運転時における内的事象に対する PSA に係る研究を実施して

いる。当該研究の一環として、高速実験炉「常陽」について、レベル１PSA を試行し、出力運転

時における内的事象に起因して炉心損傷に至る事故シーケンスの同定及び炉心損傷頻度を定量化

した。 

本研究の結果、「常陽」における全炉心損傷頻度は 5.0×10-6/炉年であり、IAEA INSAG-12 に記

載された炉心損傷頻度の目標値である 10-4/炉年（既設炉に対して）及び 10-5/炉年（新設炉に対

して）を下回っている。また、全炉心損傷頻度に対する各事故カテゴリーの寄与割合を調べたと

ころ、過渡時スクラム機能喪失（ATWS：Anticipated Transient Without Scram)事象及び崩壊熱

除去機能喪失（PLOHS：Protected Loss of Heat Sink）事象が、各々約 60％及び約 40％を占めて

おり、原子炉液位喪失（LORL：Loss of Reactor Level）事象に至る可能性が小さいことが確認さ

れた。さらに、炉心損傷頻度への寄与が大きい事故シーケンスを分析することにより、今後の「常

陽」における運転・保守管理の向上に資する知見を得ることができた。 

本研究において構築した「常陽」のレベル１PSA 解析モデル、パラメータの推定値、炉心損傷

に至る事故シーケンス及びその発生頻度の定量結果並びに得られた結果の解釈の全てが、高速炉

の PSA 実践例として貴重な技術基盤となるものと期待される。 
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Probabilistic safety assessment (PSA) has been applied to nuclear plants as a method to 
achieve effective safety regulation and safety management. In order to establish the PSA 
standard for fast breeder reactor (FBR), the FBR-PSA for internal events in rated power 
operation is studied by Japan Atomic Energy Agency (JAEA). The level1 PSA on the 
experimental fast reactor Joyo was conducted to investigate core damage probability for 
internal events with taking human factors effect and dependent failures into account.   

  The result of this study shows that the core damage probability of Joyo is 5.0×10-6 per 
reactor year (/ry) and that the core damage probability is smaller than the safety goal for 
existed plants (10-4/ry) and future plants (10-5/ry) in the IAEA INSAG-12 (International 
Nuclear Safety Advisory Group) basic safety principle. The contribution of ATWS 
(Anticipated Transient Without Scram) and PLOHS (Protected Loss of Heat Sink) events to 
the core damage probability are 60% and 40% respectively. This results shows that the 
probability of LORL (Loss of Reactor Level) event is almost negligible in Joyo. Furthermore, 
the analysis of the event sequence particularly contributing core damage probability could 
provide available insights to improve the safety for Joyo operation and maintenance. 

All the results established by the level1 PSA, such as PSA analysis models for Joyo, 
estimated value of parameter, event sequence and core damage probability with quantitive 
analysis, are expected to be valuable and technical standard as the practice of the FBR-PSA. 
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１．緒言 

  

原子炉施設の確率論的安全評価（PSA：Probabilistic Safety Assessment)は、以下に示すよ

うに、レベル１～３で構成され、異常事象の発生頻度及び重大性を評価することで、プラント

の総合的な安全性の指標を評価するとともに、設計・製作・運転・事故時対応等における弱点

を抽出し、より効果的にプラントの安全性を向上させる有効な手段として、活用されている。 

 

 ・レベル１：プラントの設計、運転を分析し、炉心損傷に至るシーケンスを同定し、その発

生頻度（確率）を求める。 

・レベル２：レベル１に加え、炉心損傷の物理過程及び格納施設の応答を解析し、環境に放

出される放射性物質の量とその確率を求める。 

・レベル３：レベル２に加え、環境における放射性物質の移行及び一般公衆への健康被害の

影響等を評価し、リスクカーブを求める。 

 

日本原子力研究開発機構では、高速炉の PSA のための技術基盤整備を目的とした PSA に係る

研究を実施している。その一環として、高速実験炉「常陽」の出力運転時における内的事象に

対するレベル１PSA を試行し、炉心損傷に至る事故シーケンスを同定するとともに、炉心損傷

頻度を定量化した。「常陽」は発電設備を有しない試験研究炉であり、本評価により、高速炉

への PSA の適用性確認だけでなく、試験研究炉に PSA を適用した場合の妥当性検証に資するデ

ータを取得する。 

「常陽」においては、平成 17 年度より、下記に示すメンバーで構成されるワーキンググルー

プを組織し、レベル１PSA を実施した。ここでは、本章に続き、第 2章 レベル１PSA 実施手順、

第 3 章 プラント設計情報、第 4 章 起因事象の同定、第 5 章 イベントツリーの作成、第 6

章 フォルトツリーの作成、第 7章 事故シーケンスの定量化（炉心損傷頻度の算出）につい

て、作業・評価結果を報告するとともに、レベル１PSA 評価結果に基づき、プラントの特性や

設備仕様を考慮した上で、更なる安全向上対策や運転への提言等に係る考察を第 8章に記載し、

第 9章に結言をまとめた。 

 

【レベル１PSA WG 体制 （2008 年 4 月現在）】 

主査 ：青山 卓史 1） 

構成員：栗坂 健一 2）、三原 隆嗣 3）、山野 秀将 3）、長井 秋則 4）、会田 剛 4）、 

大川 敏克 5）、寺野 壽洋 5）、寺門 嗣夫 5）、村上 隆典 5）、則次 明広 5）、 

井関 淳 5）、齊藤 隆一 5）、礒崎 和則 4）、須藤 正義 4）  

事務局：川原 啓孝 1）、石川 宏樹 1）、高松 操 6） 

1）高速実験炉部 高速炉技術課、2）FBR システムユニット炉心安全 Gr． 

3）設計統括ユニット FBR 設計 Gr．、4）高速実験炉部 高速炉第 2課 

5）高速実験炉部 高速炉第 1課、6）高速実験炉部 保全技術開発課 
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２．レベル１PSA実施手順 

 

レベル１PSAの一般的な実施手順1),2)を以下に示す。「常陽」レベル１PSAは同実施手順に基づ

き実施した。 

 

(1) 対象となるプラントの構成・特性を把握する。 

(2) 起因事象の同定を行うため、想定される機器の故障、運転員の誤操作、漏えい等の故障

を全て抽出し、これらの故障が生じたと仮定した場合に予想される事象の推移を分析する。 

(3) イベントツリーを前項で同定した起因事象毎に作成する。イベントツリーは、起因事象

を出発点として、どのような事象推移により最終状態に至るかをほぼ時系列的に解析し、

プラントの異常を緩和する機能またはシステムの成功/失敗を2分岐図で表す樹木上の論理

構造図である（図2-1参照）。イベントツリーにおける分岐は上が成功、下が失敗を示す。

分岐する点の機能、またはシステムをイベントツリーのヘディングと称する。ヘディング

はフラント応答の順に従ってイベントツリーに出現する。 

(4) イベントツリーの各ヘディング事象の成功/失敗の流れを、フォルトツリー解析と呼ばれ

る手法を用いて展開する（図2-2）。フォルトツリーは、対象とすべきシステムとその故障

（機能喪失）との関連を、イベントツリーとの対応に基づき明確にするとともに、多数の

機器部品から成る複雑なシステムの故障に至る原因を順次摘出するものである。フォルト

ツリーにおいては、共通要因故障の寄与やシステム間の相互干渉とともに、試験・保守・

運転操作に伴う人的過誤による故障を考慮する。 

(5) フォルトツリーにおける末端の事象のデータ（機器の故障率等）を整備する。機器の故

障率等の整備にあたっては、当該プラントにおける機器の試験の頻度や所要時間、ヒュー

マンエラー、共通要因故障を考慮する。なお、「常陽」レベル１PSAにおいては、商業用軽

水炉のデータについても、参考情報として考慮する。これらのデータは13桁の英数字の組

合せで構成されるイベントコードを付与し、データベース化する。 

(6) 前項で作成したデータベースを用いて、 (2)項で同定した起因事象に対して、1炉年あた

りの炉心損傷頻度を算出し、これらを合算することでプラントの全炉心損傷頻度を評価す

る。なお、炉心損傷頻度は不確かさを有するため、必要に応じて、炉心損傷頻度の分布の

幅や上限等を評価する必要がある。また、各起因事象における炉心損傷頻度の寄与率を評

価し、機器やシステム等の確率的な重要性を把握する。 

  (7) 機器やシステム等の確率的な重要性等のデータに基づき、プラントの特性や設備仕様を

考慮した上で、更なる安全向上対策や運転への提言等をまとめる。 
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起因事象 ヘディング（左から右へイベントが推移する）   

プラント状態

（成否） 

1次冷却材喪失 低圧注入系作動 蓄圧注入系作動 格納容器 

スプレイ 

格納容器 

再循環 

←
成
功

失
敗
→

成功1

失敗 1

失敗 3

失敗 4 

低圧注入系機能

喪失（2台） 

A 系機能喪失 

弁故障 ポンプ 

故障 

配管破損 電気系 

故障 

B 系機能喪失 

弁故障 ポンプ

故障 

配管破損 電気系 

故障

図 2-1 イベントツリー（ET）の例（PWR） 

図 2-2 フォルトツリー（FT）の例（PWR） 

成功 2 

失敗 2起因事象の発生頻度 

（発生実績や統計学

的手法等で求める。 

：7.1項参照） 

炉心損傷頻度 

（失敗確率1～4の合算） 
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３．プラント設計情報 

 

「常陽」のプラント概要を以下に示す。レベル１PSAにおいては、プラント設計情報の収集に

は、原子炉設置変更許可申請書、設計及び工事の方法の認可申請書とともに、系統の機能・構

成・運用等に係る情報収集のため、運転・保守に係る技術資料を使用した。また、必要に応じ

て、運転・保守部門からの情報収集を実施した。 
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３．１ 高速実験炉「常陽」の概要 

 

高速実験炉「常陽」は日本で最初の高速増殖炉であり、日本の自主技術で新型炉を開発する

ため、国家プロジェクトとして茨城県大洗町に建設された。昭和45年2月に国の原子炉設置許可

を受けて同年3月には建設工事を開始、4年半の建設と3年の機能試験を経て、昭和52年4月24日

に初臨界を達成している。 

高速増殖炉は原子力発電所で現在主流となっている軽水炉と異なり、燃料にプルトニウムと

ウランの混合酸化物を使用し、原子炉の冷却にもナトリウムを用いる等の特徴を有している。

「常陽」はこの高速増殖炉の開発の第1段階である実験炉として位置づけられており、大きく、

以下に示す2つの設置目的が与えられている。 

 

① 「常陽」を自主技術によって建設し、その設計・建設・運転によって得られる技術的

経験を、原型炉「もんじゅ」の建設・運転のために活かすこと 

② 高速増殖炉の開発に必要な燃料・材料の中性子照射試験の設備として使用すること 

 

このなかで前者については、初臨界達成後に約1年をかけて低出力試験を実施し、原子炉熱出

力で第Ⅰ期50MWt、第Ⅱ期75MWtと段階的に出力を増加、昭和56年12月のMK-Ⅰ炉心（増殖炉心）

の運転終了により目的を達成した。その後は照射炉として炉心の中性子束レベルを高めるため

に、炉心体積を小さくするとともに燃料集合体の燃料要素本数を増やし、炉心外側のブランケ

ット集合体を反射体に置き換える等して、昭和57年11月22日にMK-Ⅱ炉心（照射用炉心）の初臨

界を原子炉熱出力100MWtで達成した。さらに高性能化するため、炉心領域の高速中性子束を1.3

倍（原子炉熱出力140MWt）、稼働率を1.5倍に向上させて照射効率を倍増するとともに、照射ス

ペースも2倍以上に拡大して、高速増殖炉実用化に向けた燃料・材料開発の促進を図る、「常陽」

MK-Ⅲ計画が実施された3)～11)。 

「常陽」では、平成12年6月にMK-Ⅲ移行炉心（炉心サイズを徐々に拡大）の運転を終了し、

主中間熱交換器、主冷却機等の冷却系改造工事、単体機能試験、総合機能試験を経て、平成15

年6月に性能試験を開始、同年11月に使用前検査に合格した。平成16年5月より、MK-Ⅲの本格運

転を開始した。 
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３．２ 原子炉本体 

 

原子炉本体は図3-2-1に示すように、原子炉容器とその内部に配置した燃料集合体、制御棒、

反射体等の炉心構成要素、炉心構造物（炉心支持構造物、炉心バレル等）、炉心上部機構及び

原子炉容器上部に配置した回転プラグ等により構成される。冷却材であるナトリウム液面上は

アルゴンガス雰囲気に保たれており、その圧力は最大約980Pa（100mmAq）に制御されている。 

炉心は、炉心燃料集合体、照射燃料集合体、制御棒、反射体及び遮へい集合体等によって構

成され、全体としてほぼ円形をなしている。MK-Ⅲ第6サイクルの炉心構成を図3-2-2に、主な仕

様を表3-2-1に示す。 

炉心燃料集合体は、ウラン・プルトニウム混合酸化物ペレット等をステンレス鋼で被覆した

燃料要素を六角形断面のラッパ管内に127本配置したものであり、径方向の出力分布を平坦化し

て空間的にも高速中性子束を拡大するため、構造は同じで核分裂性プルトニウム富化度がわず

かに異なる内側燃料集合体と外側燃料集合体とがある。 

照射燃料集合体は、燃料材料を照射し、その結果を将来の高速増殖炉の設計に有効に活用す

るためのものであり、A型、B型、C型及びD型の4種類がある。 

制御棒は、同一の構造と機能を有する6本が、炉心第3列に4本、炉心第5列に2本配置され、一

定の速度で炉心に挿入・引抜きが行われるとともに、緊急時には、自重及びスプリング力によ

り急速に炉心内へ挿入されるスクラム動作が行われる。 
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表 3-2-1 「常陽」MK-Ⅲ炉心の主な仕様 

 

炉型 ナトリウム冷却型高速炉 

原子炉熱出力 140 MWt 

冷却系ループ数 2 

1 次冷却系流量 約 2,700 t/h (1,350 t/h×2) 

原子炉入口温度 約 350 ℃ 

原子炉出口温度 約 500 ℃ 

炉心 2 領域 

 高さ 約 50 cm 

 等価直径 約 80 cm 

 燃料タイプ Pu・U MOX 

全中性子束 (Max.) 5.7×1015 n/cm2・s 

高速中性子束 (≧0.1MeV、 Max.) 4.0×1015 n/cm2・s 

最大過剰反応度 4.5 ％Δ k/k 以下 

最大炉心燃料集合体装荷体数 85 体 

制御棒体数 6 体 

1 サイクルあたりの運転日数 60 日 
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図 3-2-1 原子炉周りの鳥瞰図 
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図 3-2-2 MK-Ⅲ第 6サイクル炉心構成 
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３．３ 冷却系 

 

「常陽」の炉心内で発生する熱は、図3-3-1に示すループ型のナトリウム冷却系によって取り

出される。このシステムは2つのループより構成され、それぞれ1次、2次の主冷却系と補助冷却

系を備えている。 

 

（1）主冷却系 

 

1次系ナトリウムは、約350℃で原子炉容器下部の主冷却材入口配管から流入し、炉心内で加

熱された後、約500℃で原子炉容器胴上部の冷却材出口配管を経て高温側配管へ送られ、主中間

熱交換器を介して炉心内で発生した熱を2次主冷却系に伝達する。2次系ナトリウムは、約300℃

から約470℃に加熱され、空冷式の主冷却器により除熱される。 

1次主冷却系はすべて格納容器内の床下に配置され、万一配管が破損し放射性ナトリウムが漏

えいしても火災を起こさないように、床下は窒素ガス雰囲気としている。また、1次主冷却系の

配管及び機器は二重壁構造となっており、二重管アニュラス部は窒素ガスによる予熱経路の構

成及び漏えいナトリウムの検知、保持を行う。1次主循環ポンプは、主モータがトリップした場

合、無停電電源駆動のポニーモータに引継がれ、炉心崩壊熱除去に必要な冷却材流量を確保す

る。 

2次主冷却系については、冷却材ナトリウムが非放射性のため、配管及び機器は一重壁構造で

あり、系統機器は原子炉付属建屋に隣接する主冷却機建物内に収納され、地下の配管を通じて

格納容器内の主中間熱交換器と接続されている。 

1次系ナトリウムは原子炉容器、主中間熱交換器及び主循環ポンプにおいて、それぞれ自由液

面を有し、液面上は酸素との反応を防ぐため、カバーガス（アルゴン）で覆う構造となってい

る。原子炉容器においては、液面レベルを一定に保持するため、オーバフロー系を有している。

また、ナトリウム酸化物による構造材の腐食を防止するため、1次、2次主冷却系ともに純化系

を有しており、コールドトラップを用いてナトリウムの純度管理を行っている。 

 

（2）補助冷却系 

 

「常陽」では主冷却系の他に、1次主冷却系が使用不能の場合に炉心崩壊熱を除去するための

補助冷却系が設けられている。補助冷却系は、1次、2次補助冷却系から構成されている。1次補

助冷却系ナトリウムは、原子炉容器と補助中間熱交換器の間を循環し、炉心の崩壊熱を2次補助

冷却系に伝達する。2次補助冷却系に伝えられた熱は、空冷式冷却器により大気に放散される。 
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３．４ 制御設備 

 

「常陽」の制御設備は、制御棒、制御棒駆動機構、原子炉制御盤及び原子炉保護系から構成

される。 

 

（1）制御棒 

 

制御棒は、中性子吸収体をステンレス鋼管に封入した制御要素、制御棒駆動機構と接続する

ためのハンドリングヘッド、スクラム動作時の緩衝作用を行わせるダッシュラム等からなる。

制御要素は、10Bを約90％に濃縮した炭化ホウ素（B4C）ペレットをステンレス鋼管で被覆し、上

部にダイビングベル型のベント機構を有している。このベント機構は、中性子吸収体である炭

化ホウ素の10B（n、α）7Li反応で生成するヘリウムガスを被覆管外に放出し、内圧の上昇を防

ぐことを目的としており、放出されたヘリウムガスは、制御要素上部からナトリウム中を経て

原子炉容器上部のアルゴンカバーガス空間へ移行する。このタイプの制御棒（ヘリウムボンド

型）はMK-Ⅱ炉心で採用されていた。 

制御棒では、中性子吸収体のスエリングにより、中性子吸収体と被覆管との機械的相互作用

（ACMI）が発生し、寿命が制限される。このため、MK-Ⅲ炉心から、熱伝導の良いナトリウムを

制御要素内に充てんし、中性子吸収体－被覆管のギャップを拡大することによりACMIの発生時

期を遅らせるナトリウムボンド型制御棒を採用した。ナトリウムボンド型制御棒は従来のヘリ

ウムボンド型制御棒と比較して約2倍（2サイクル→4サイクル）の寿命を有する。 

前述の制御要素は7本ロッドクラスタとして保護管に収納され、1体の制御棒を構成している。

制御棒の仕様を表3-4-1に、構造図を図3-4-1に示す。 

 

（2）制御棒駆動機構 

 

制御棒駆動機構は、炉心上部機構を貫通して6基配置され、電動機駆動により一定速度で制御

棒の挿入、引抜き動作を行い、スクラム時には、保持電磁石の消磁により駆動装置に保持され

ている制御棒を開放し、重力及びスプリング力で急速挿入させる。 

制御棒のラッチは、4本のラッチフィンガー、フィンガー動作棒及びフィンガー押えリングか

らなるラッチ機構により行われる。ラッチフィンガーはフィンガー動作棒の軸方向への上下移

動により開閉し、制御棒と制御棒駆動機構との接続及び開放を行う。また、ラッチ時にラッチ

フィンガーがフィンガー動作棒で押し広げられ制御棒を掴む構造となっている。 

 

（3）原子炉制御盤 

 

原子炉制御盤には、原子炉の運転状態を監視するための中性子束指示計及び記録計、原子炉

周期指示計及び記録計、制御棒位置指示計等が取り付けられている。また、制御棒駆動機構及

び中性子束検出器保持駆動装置を駆動する操作スイッチや、前述のラッチ操作を行う操作スイ
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ッチが取り付けられている。制御棒は制御棒選択スイッチによって選択され、１本ずつ原子炉

制御盤から手動スイッチによって引抜き、挿入される。 

盤面上部には、故障表示器が取り付けられ、制御棒駆動機構、核計装設備及び原子炉保護系

設備に係る故障表示を行う。また、この制御盤には、緊急時の手動操作スイッチが設けられて

おり、アイソレーション及びスクラムの動作を手動で行うことができる。 

 

（4）安全保護系設備 

 

安全保護系は、原子炉の安全性を損なうおそれのある過渡状態や誤動作が生じた場合、ある

いは異常な事態の発生が予想される場合に、原子炉及びプラントを速やかに停止して安全を確

保する原子炉保護系と、原子炉運転の誤操作を防ぎ安全を確保する各種インターロック系とに

分けられる。これら安全保護系は、多重設備でフェイルセーフの機能を有し、信頼性が増すよ

うに設計されている。原子炉保護系には、原子炉格納容器施設の隔離（アイソレーション）、

原子炉緊急停止（スクラム）及びプラント異常時の警報機能としての異常表示がある。 

 

① アイソレーション 

 

格納容器の隔離は、核分裂生成物等が格納容器外へ漏えいすることを防ぐために、格納

容器の貫通部を閉鎖するもので、次の条件で作動する。 

 

(a) 格納容器内床上放射能高 

(b) 格納容器内圧力高 

(c) 格納容器内温度高 

 

この他、手動操作スイッチによってもアイソレーションを行うことができる。なお、ア

イソレーション作動時には、原子炉は自動的にスクラムする。 

 

② スクラム 

 

スクラムは、全ての制御棒を炉心内に急速に挿入し、原子炉の運転を停止するものであ

る。スクラム回路は論理回路、補助継電器回路、保持電磁石電源装置から構成される。 

各検出器でトリップ信号が発せられると、2重トレインの2 out of 3 あるいは1 out of 2

論理回路（図3-4-2参照）でスクラム信号が発せられ、制御棒の保持電磁石電源装置から

の電流を遮断して、制御棒を駆動部から切り離す。この場合、制御棒はスプリングによっ

て加速される。なお、制御棒駆動機構は、電動機により通常速度で自動的に追従して挿入

される。「常陽」のスクラム条件は、下記のとおりである。 
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（a）中性子束高 

（b）炉周期（ペリオド）短 

（c）1次冷却材流量低 

（d）炉内ナトリウム液面低 

（e）1次冷却系主循環ポンプトリップ 

（f）格納容器内温度高 

（g）格納容器内圧力高 

（h）格納容器内床上放射能レベル高 

（i）原子炉出口冷却材温度高 

（j）原子炉入口冷却材温度高 

 

（k）炉内ナトリウム液面高 

（l）2次冷却材流量低 

（m）2次冷却系主循環ポンプトリップ 

（n）電源喪失 

（o）地震 

（p）手動アイソレーション 

（q）手動スクラム 

 

③ 異常表示（アラーム） 

 

プラント各系統に異常を生じた場合に適当な対策を講じるよう運転者の注意を喚起する

ためにアラーム系を設ける。異常設定点を超えるとブザー・ベルが鳴り、その異常箇所が

表示される。重要なものは、アラーム設定点の上にさらにトリップ点を設け、安全保護回

路に接続してプラントを保護している。 
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冷却材流路

ダッシュラム

保護管

AA

A－A断面

スペーサワイヤ

ナトリウム流路

炭化ほう素ペレット

ハンドリングヘッド
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流入管
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ナトリウムボンド型
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制御要素ベント機構部

 

表 3-4-1 制御棒の仕様 

 

制御棒体数 6 体 

被覆管材料 ステンレス鋼 

吸収材 B4C 

要素数 7 本/体 

主要

寸法 

軸方向長さ 65cm 

ペレット直径 16.3mm 

被覆管厚さ 
0.8mm（ﾍﾘｳﾑﾎﾞﾝﾄﾞ型） 

0.5mm（ﾅﾄﾘｳﾑﾎﾞﾝﾄﾞ型） 

型式 ベント型（ダイビングベル型） 

核的寿命 10 a/o 

全制御棒反応度価値 7.6％ Δk/kk'以上 

最大反応度付加率 0.019％ Δk/kk'/s 以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4-1 制御棒の構造図 

炭化ほう素
ペレット  
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図 3-4-2 原子炉保護系設備 
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４．起因事象の同定 

 

４．１ 概要 

 

   起因事象は、「原子炉の緊急停止を必要とする異常な事象であり、プラントの安全系設備の

作動を要求する事象であり、このような事象が発生した場合にその影響を緩和する安全系設

備が機能喪失すると、炉心損傷に至りそして大気への放射性物質の放出に至る可能性のある

もの」と定義され、以下のとおり内的起因事象(内的事象)と外的起因事象（外的事象）に分

類される。 

  ・内的事象：プラント設備の異常によるもの 

  ・外的事象：自然災害や破壊・妨害行為等によるもの 

   

PSA を初めて導入する本評価ではプラント特性の把握が重要であることから、内的事象を

対象とし、外的事象は対象外とする。また、放射線源には、炉心、燃料取扱設備、廃棄物処

理設備等があるが、大量の放射性物資を内包する炉心を対象とする。 
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４．２ 起因事象の選定手法及び選定結果 

 

   起因事象の選定には、トップレベルの論理モデルであるマスターロジックダイヤグラム

（MLD）を用いた。MLD は、起因事象発生から炉心損傷そして放射性物質の放出へと至る数々

の安全保護機能の失敗の概要を明らかにする略式フォルトツリーであり、起因事象の選定と

分類を整理するのに有効な手法である。 

   「常陽」における起因事象の選定に使用した MLD を表 4-2-1 に示す。ここでは、MLD レベ

ル 1（頂上事象）として、「環境中への放射性物質の放出」を設定した。 

MLD レベル 2（リスク源による内訳）には、「炉心からの放射性物質の放出」及び「炉心以

外からの放射性物質の放出」を設定し、上記 4.1 に示した方針に基づき、「炉心からの放射性

物質の放出」を対象とし、以降の選定作業を進めた。同様に、MLD レベル 3（放出シナリオ）、

MLD レベル 4（原因の所在による内訳）においては、炉心損傷事故（1次系への放射性物質の

放出）、内的起因事象による炉心損傷事故を評価対象項目として設定した。 

MLD レベル 5（初期運転状態による内訳）では、原子炉の出力状態によって分類を実施する

ため、原子炉出力 100％運転時、100％未満運転時を設定するが、以降の MLD 構造が同じにな

るため、ここでは原子炉出力 100％運転時を評価対象項目として設定した。MLD レベル 6（炉

心損傷シナリオ）においては、本来、事故緩和系の作動を期待することが可能であるが、こ

こでは、保守側に事故緩和系の作動を期待しないこととし、プラント停止を必要とする起因

事象の発生を評価対象項目とした。 

最終的に、MLD レベル 7（起因事象の発生場所による内訳）、レベル 8（起因事象の物理的

なパラメータによる内訳）、MLD レベル 9（物理パラメータの増減による内訳）において、系

統、物理パラメータの異常（増減）に基づく分類評価により、合計 39 項目の起因事象を選定

した。 
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表 4-2-1(1/2) 「常陽」のマスターロジックダイアグラム(1/2) 

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ レベル６

リスク源による
内訳

放出シナリオ
（発生の条件）

原因の所在（１
次/２次）による
内訳

初期運転状態に
よる内訳

炉心損傷シナリ
オ（発生の条
件）

OR条件 AND条件 OR条件 OR条件 AND条件

プラント停止を
必要とする起因
事象の発生
事故緩和系の機
能喪失

以降省略

プラント出力
100％未満の状
態における炉心
損傷事故

以降省略

外的起因事象に
よる炉心損傷事
故

１次系バウンダ
リー、格納容器
の破損

炉心以外からの
放射性物質の放
出

頂上事象

環境中への放射
性物質の放出

炉心からの放射
性物質の放出

炉心損傷事故
（１次系への放
射性物質の放
出）

以降省略

内的起因事象に
よる炉心損傷事
故

プラント出力
100％で運転中
における炉心損
傷事故

以降省略

以降省略
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表 4-2-1(2/2) 「常陽」のマスターロジックダイアグラム(2/2) 

 レベル６ レベル７ レベル８ レベル９ レベル１０
起因事象の発生
場所による内訳

起因事象の物理
パラメータによ
る内訳

物理パラメータ
の増減による内
訳

具体的起因事象

OR条件 OR条件 OR条件 OR条件

１次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE01

他系統からのガスの混入 IE02
１次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE03

１次アルゴンガス系漏えい IE04
炉心燃料集合体の軸方向・径方
向の移動（収縮）

IE05

制御棒の誤引抜き IE06
ガス気泡の炉心通過 IE07
炉心燃料集合体の軸方向・径方
向の移動（膨張）

IE08

制御棒誤挿入 IE09
制御棒落下 IE10
補助中間熱交換器伝熱管破損 IE11 無し 無し（手動停止）
１次ナトリウムオーバフロー系
故障

IE12 有り 炉内ﾅﾄﾘｳﾑ液面高　+200mm

１次主冷却系漏えい（内管破
損：原子炉容器含む）

IE13

１次補助冷却系漏えい（内管破
損）

IE14

局所的燃料過出力 IE15
局所的冷却材流路閉塞（１サブ
チャンネル）

IE16

局所的冷却材流路閉塞（１燃料
集合体の2/3）

IE17

１次主冷却系流
量増大

１次主冷却系流量制御系故障 IE18 有り ・中性子束高（出力領域）105％
　←温度低下に伴う正の反応度投入

１次主循環ポンプ（１台）軸固
着

IE19

１次主循環ポンプ故障/トリッ
プ

IE20

２次主冷却系イ
ンベントリ増大

２次ナトリウム純化系故障 IE21 無し 無し（手動停止）

２次主冷却系漏えい IE22

主中間熱交換器伝熱管破損 IE23

２次主冷却系流
量増大

２次主冷却系流量制御系故障 IE24 有り ・中性子束高（出力領域）105％
　←温度低下に伴う正の反応度投入
・主冷却器出口温度低⇒主送風機ト
リップ⇒２次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ
A/B

２次主循環ポンプ（１台）軸固
着

IE25

２次主循環ポンプ故障/トリッ
プ

IE26

２次主冷却系圧
力増大

２次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE27

２次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE28

２次アルゴンガス系漏えい IE29
温度制御系故障 IE30

温度制御系誤操作 IE31

温度制御系故障 IE32
温度制御系誤操作 IE33
主送風機（１台）故障/トリッ
プ

IE34

原子炉誤スクラム（自動） IE35
原子炉誤スクラム（手動） IE36

電源喪失 外部電源喪失 IE37 有り ・電源喪失（1A M/C、1B M/C）
・１次冷却材流量低　80％
・原子炉出口冷却材温度高 510℃

圧空供給設備故障 IE38

圧空漏えい IE39

２次主冷却系イ
ンベントリに影
響する事象 ２次主冷却系イ

ンベントリ減少
・２次冷却系主循環ポンプトリップ
・２次冷却材流量低　80％
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

有り

無し

主冷却器の除熱
に影響する事象

主冷却器に直接
影響する起因事
象発生

２次主冷却系の
除熱に影響する
事象

プラント停止
を必要とする
起因事象の発
生

２次主冷却系圧
力に影響する事
象

２次主冷却系に
直接影響する起
因事象発生

炉心/１次主冷却
系に直接影響す
る起因事象発生

１次主冷却系圧
力増大

炉心/１次主冷却
系の除熱に影響
する事象

炉心保護
のための
原子炉緊
急停止の
必要性の
有無

炉心/１次主冷却
系の冷却材イン
ベントリに影響
する事象

正の反応度投入

負の反応度投入

炉心の反応度に
影響する事象

１次主冷却系イ
ンベントリ増大

有り

無し

局所的燃料破損
による除熱不足

炉心損傷発生
の条件

ID

炉心/１次主冷却
系の圧力に影響
する事象

１次主冷却系圧
力減少

・１次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・１次冷却材流量低　80％
・原子炉出口冷却材温度高　510℃

・２次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・２次冷却材流量低　80％
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

無し（手動停止）無し

有り

期待される原子炉スクラム信号

無し（手動スクラム）

無し（手動スクラム）

・中性子束高（出力領域）105％

無し（手動停止）

・炉内ﾅﾄﾘｳﾑ液面低　-100mm
・１次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・１次冷却材流量低　80％
・格納容器内温度高（床上、床下）

無し

１次主冷却系イ
ンベントリ減少

有り

空気風量減少

２次主冷却系圧
力減少

１次主冷却系流
量減少

有り

２次主冷却系流
量減少

有り

有り

空気風量増大 ・中性子束高（出力領域）105％
　←温度低下に伴う正の反応度投入
・主冷却器出口温度低⇒主送風機ト
リップ⇒２次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ
A/B

※既に原子炉トリップ信号は発生して
いる。

原子炉保護設備に直接影響する起
因事象発生
サポート系に影響する起因事象発
生

誤トリップ －

圧空喪失 無し 無し（手動停止）

・主送風機トリップ⇒２次冷却系主循
環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

スクラム信号の名称を示す場合、1次主循環ポンプは、1次冷却系主循環ポンプ、2次主循環ポンプは 2次冷却系主循環ポンプと記載している。 
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４．３ 起因事象のカテゴリー化 

  

   上記 4.2 で選定した起因事象には、プラント応答や期待される安全保護機能が類似するも

のがある。不要なイベントツリーの作成を避けるため、ここでは、プラント応答等が類似す

る起因事象をカテゴリー分類した。カテゴリー分類においては、異常時運転マニュアルに基

づき、原子炉緊急停止の必要性の有無を判断するとともに、期待される原子炉スクラム信号、

崩壊熱除去運転モードを考慮した。カテゴリー分類した結果を表 4-3-1 に示す。起因事象カ

テゴリーは以下の 10 項目である。 

    ・IC01：正の反応度投入 

・IC02：1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・IC03：1 次補助冷却系ナトリウム漏えい 

・IC04：1 次主循環ポンプ（1台）軸固着 

・IC05：1 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・IC06：2 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・IC07：2 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・IC08：主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転） 

・IC09：外部電源喪失 

・IC10：手動スクラム 

また、プラント応答及び有効な緩和対策の観点での各カテゴリーの特徴を以下に示す。 

 

4.3.1 正の反応度挿入 

  

  MLD レベル 9における「正の反応度投入」、「1次主冷却系流量増大」、「2次主冷却系流量

増大」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生時には、正の反応度投入により原子

炉出力が上昇するため、原子炉スクラム信号として「中性子束高」の動作が期待される。

また、原子炉停止後の崩壊熱除去については、主冷却系 2 ループ及び補助冷却系が健全で

あることから、主冷却系 2ループによる強制循環除熱、自然循環除熱、補助冷却系による

強制循環除熱を適用することができる。 

 

4.3.2 1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

 

MLD レベル 9における「1次主冷却系インベントリ減少」のうち、「１次主冷却系ナトリ

ウム漏えい（内管破損：原子炉容器含む）」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生

時には、ナトリウム漏えいに伴って、炉内のナトリウム液面が低下するため、原子炉スク

ラム信号として「炉内ナトリウム液面低」の動作が期待される。また、ナトリウム漏えい

検知信号の発生により、1 次主循環ポンプがトリップするため、原子炉スクラム信号とし

て｢1 次冷却系主循環ポンプトリップ A/B｣、「1 次冷却材流量低」の動作も期待される。ま

た、ナトリウム漏えい量が大きい場合には、「格納容器内温度高（床上、床下）」の動作に
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より原子炉スクラムとなる可能性がある。 

原子炉停止後の崩壊熱除去については、原子炉液位確保機能の成否に依存するため、イ

ベントツリー作成時に別途整理するが、オーバフロー系の運転に成功した場合には主冷却

系を、失敗した場合には補助冷却系を使用し、崩壊熱除去を実施する。 

 

4.3.3 1 次補助冷却系ナトリウム漏えい 

 

MLD レベル 9における「1次主冷却系インベントリ減少」のうち、「１次補助冷却系ナト

リウム漏えい（内管破損）」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生時には、上記

4.3.2 と同様に、「炉内ナトリウム液面低」、｢1 次冷却系主循環ポンプトリップ A/B｣、「1

次冷却材流量低」及び「格納容器内温度高（床上、床下）」が、原子炉スクラム信号として

期待される。原子炉停止後の崩壊熱除去についても、上記 4.3.2 と同様に、原子炉液位確

保機能の成否に依存するため、イベントツリー作成時に別途整理するが、オーバフローの

運転に成功した場合には主冷却系を、失敗した場合には補助冷却系を使用し、崩壊熱除去

を実施する。 

 

4.3.4 1 次主循環ポンプ（1台）軸固着 

 

  MLD レベル 9 における「1 次主冷却系流量減少」のうち、「1 次主冷却系循環ポンプ（１

台）軸固着」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生時には、１次主冷却系循環ポ

ンプが停止するため、原子炉スクラム信号として｢1 次冷却系主循環ポンプトリップ A/B｣、

「1 次冷却材流量低」及び「原子炉出口冷却材温度高」の動作が期待される。また、原子

炉停止後の崩壊熱除去については、主冷却系 1ループのポンプ以外は健全であることから、

主冷却系 1 ループによる強制循環除熱、2 ループの自然循環除熱、補助冷却系による強制

循環除熱を適用することができる。 

 

4.3.5 1 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

 

MLD レベル 9における「1次主冷却系流量減少」のうち、「1次主循環ポンプ故障/トリッ

プ」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生時には、1 次主循環ポンプがトリップ

するため、上記 4.3.4 と同様に、原子炉スクラム信号として｢1 次冷却系主循環ポンプトリ

ップ A/B｣、「1次冷却材流量低」及び「原子炉出口冷却材温度高」の動作が期待される。ま

た、原子炉停止後の崩壊熱除去については、上記 4.3.4 と異なり、主冷却系 2ループのポ

ニーモータによる強制循環除熱を適用できる。 

 

4.3.6 2 次主冷却系ナトリウム漏えい 

 

MLD レベル 9における「2次主冷却系インベントリ減少」が、このカテゴリーに該当する。
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当該事象発生時には、ナトリウム漏えい検知信号の発生により、2 次主循環ポンプがトリ

ップするため、原子炉スクラム信号として｢2 次主循環ポンプトリップ A/B｣、「2 次冷却材

流量低」の動作が期待される。また、2次主冷却系の除熱能力が低下するため、「原子炉入

口冷却材温度高」の動作により原子炉スクラムとなる可能性がある。また、原子炉停止後

の崩壊熱除去については、ナトリウム漏えい発生ループのナトリウムドレン操作が実施さ

れるため、主冷却系 1ループによる強制循環除熱、自然循環除熱、補助冷却系による強制

循環除熱が適用される。 

なお、主中間熱交換器の伝熱管破損時には、2 次主循環ポンプ液面が低下するため、「2

次冷却系主循環ポンプトリップ」により原子炉がスクラムする。「主中間熱交換器の伝熱管

破損」は、「2次主冷却系インベントリ減少」のカテゴリーとした。 

 

4.3.7 2 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

 

MLD レベル 9における「2次主冷却系流量減少」が、このカテゴリーに該当する。当該事

象発生時には、2次主循環ポンプがトリップするため、原子炉スクラム信号として｢2 次冷

却系主循環ポンプトリップ A/B｣、「2次冷却材流量低」の動作が期待される。また、2次主

冷却系の除熱能力が低下するため、「原子炉入口冷却材温度高」の動作により原子炉スクラ

ムとなる可能性がある。また、原子炉停止後の崩壊熱除去については、主冷却系 2ループ

による強制循環除熱、自然循環除熱、補助冷却系による強制循環除熱が適用される。原子

炉スクラム時には、2次主循環ポンプをトリップさせるインターロックを有しているため、

2次主循環ポンプトリップは、崩壊熱除去手段の可否に影響しない。 

 

4.3.8 主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転） 

   

MLD レベル 9 における「空気風量減少」が、このカテゴリーに該当する。空気風量減少

の主な発生要因は、主送風機トリップである。主送風機は各ループに 2台（合計 4台）設

置されており、ここでは、主送風機 1 台がトリップしたことを想定している（主送風機 3

台運転）。当該事象発生時には、主送風機トリップに起因して、2次主循環ポンプがトリッ

プするため、原子炉スクラム信号として「2次主循環ポンプトリップ A/B」の動作が期待さ

れる。また、2次主冷却系の除熱能力が低下するため、「原子炉入口冷却材温度高」の動作

により原子炉スクラムとなる可能性がある。また、原子炉停止後の崩壊熱除去については、

主冷却系 2ループによる強制循環除熱、自然循環除熱、補助冷却系による強制循環除熱が

適用される。原子炉スクラム時には、主送風機をトリップさせるインターロックを有して

いるため、主送風機トリップは、崩壊熱除去手段の可否に影響しない。  

 

  4.3.9 電源喪失 

    

MLD レベル 9 における「電源喪失」が、このカテゴリーに該当する。当該事象発生時に
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は、常用電源電圧低信号により、原子炉スクラム信号として｢電源喪失（1A M/C、1B M/C）｣

の動作が期待される。また、1次主循環ポンプの一時的な減速により、「1次冷却材流量低」、

「原子炉出口冷却材温度高」の動作により原子炉スクラムとなる可能性がある。また、原

子炉停止後の崩壊熱除去については、主冷却系 2ループ及び補助冷却系が健全であること

から、主冷却系 2ループによる強制循環除熱（ポニーモータ運転）、自然循環除熱、補助冷

却系による強制循環除熱を適用することができる。 

なお、「常陽」MK-Ⅰ炉心においては、瞬停による「1 次冷却材流量低」と「オーバフロ

ー汲み上げナトリウム流量低」で原子炉がスクラムしたが、当該復旧操作においては、非

常用ディーゼル発電機の起動は行わなかった。そこで、電源喪失の発生頻度評価にあたっ

ては、瞬停を「誤トリップ」とし、7章の事故シーケンスの定量化（炉心損傷頻度の算出）

における起因事象の発生実績評価では、後述の 4.3.10 手動スクラムのカテゴリーにて取

り扱うこととした。 

   

  4.3.10 手動スクラム 

 

MLD レベル 9における「誤トリップ」、「1次主冷却系圧力増大・減少」、「局所的燃料破損

による除熱不足（集合体出口温度高）」、「負の反応度投入」、「1次主冷却系インベントリ増

大」、「2次主冷却系インベントリ増大」、「2次主冷却系圧力増大・減少」、「圧空喪失」が、

「手動スクラム」のカテゴリーに該当する。これらの項目は、異常時運転マニュアルにお

いて、当該事象発生時の対応として、「手動スクラム」もしくは「手動停止」が定められて

いるものである。なお、「1次主冷却系インベントリ増大」のうち、「1次ナトリウムオーバ

フロー系故障」については、「炉内ナトリウム液面高」の原子炉スクラム信号が発生するが、

原子炉スクラムに失敗した場合にあっても、十分な炉心冷却能力を確保でき、炉心損傷に

至ることはないため、手動スクラム操作により原子炉を停止することができる。イベント

の推移が、「手動スクラム」と同じであるため、このカテゴリーに含むこととした。また、

「補助中間熱交換器伝熱管破損」においては、補助冷却系におけるナトリウムインベント

リーが少ないため、補助中間熱交換器の伝熱管破損時により「炉内ナトリウム液面高」が

発生することはない。そのため、当該項目をこのカテゴリーに含むこととした。 

原子炉停止後の崩壊熱除去については、主冷却系 2ループ及び補助冷却系が健全である

ことから、主冷却系 2ループによる強制循環除熱、自然循環除熱、補助冷却系による強制

循環除熱を適用することができる。 
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表 4-3-1(1/2) 起因事象分類 (1/2) 

 

ＭＬＤ
レベル９分類

炉心保護
のための
原子炉緊
急停止の
必要性の

有無

起因事象分類

IE05 炉心燃料集合体の軸方向・径
方向の移動（収縮）

IE06 制御棒の誤引抜き

IE18 １次主冷却系流量制御系故障 １次主冷却系流
量増大

IE24 ２次主冷却系流量制御系故障 ２次主冷却系流
量増大

IE30 温度制御系故障

IE31 温度制御系誤操作

IE13 １次主冷却系漏えい（内管破
損：原子炉容器含む）

IC02：
１次主冷却系ナトリウ
ム漏えい

IE14 １次補助冷却系漏えい（内管
破損）

IC03：
１次補助冷却系ナトリ
ウム漏えい

IE19 １次主循環ポンプ（１台）軸
固着

D2 ①主冷却系１ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
②補助冷却系による強制循環
除熱
③主冷却系２ループによる自
然循環除熱

IC04：
１次主循環ポンプ
（1台）軸固着

IE20 １次主循環ポンプ故障/トリッ
プ

D3 ①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
②補助冷却系による強制循環
除熱
③主冷却系２ループによる自
然循環除熱

IC05：
１次主循環ポンプ
（1台）トリップ

IE22 ２次主冷却系漏えい

IE23 主中間熱交換器伝熱管破損

IE25 ２次主循環ポンプ（１台）軸
固着

IE26 ２次主循環ポンプ故障/トリッ
プ

IE32 温度制御系故障

IE33 温度制御系誤操作

IE34 主送風機（１台）故障/トリッ
プ

IE37 外部電源喪失 電源喪失 RP7 ・電源喪失（1A M/C、1B M/C）
・１次冷却材流量低　80％
・原子炉出口冷却材温度高　510℃

D3 ①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
②補助冷却系による強制循環
除熱
③主冷却系２ループによる自
然循環除熱

IC09：
外部電源喪失

具体的起因事象

正の反応度投入

原子炉停止についての分類：
期待される原子炉スクラム信号

・１次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・１次冷却材流量低　80％
・原子炉出口冷却材温度高　510℃

・中性子束高（出力領域）105％←温度低下に
伴う正の反応度投入
（IE24、30、31のケースでは、以下を追加）
・主冷却器出口温度低⇒主送風機トリップ⇒２
次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B

・炉内ﾅﾄﾘｳﾑ液面低　-100mm
・１次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・１次冷却材流量低　80％
・格納容器内温度高（床上、床下）60℃

・中性子束高（出力領域）105％RP1

空気風量増大

有り

・２次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟA/B
・２次冷却材流量低　80％
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

・主送風機トリップ⇒２次冷却系主循環ﾎﾟﾝﾌﾟﾄ
ﾘｯﾌﾟA/B
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

RP6

・２次冷却系主循環ポンプトリップ
・２次冷却材流量低　80％
・原子炉入口冷却材温度高　365℃

RP4

IC07：
2次主循環ポンプ
（1台）トリップ

IC08：
主冷却機（１台）故障
（主送風機3台運転）

RP2

IC06：
2次主冷却系ナトリウ
ム漏えい

RP3

RP5

IC01：
正の反応度投入

Ｄ1 ①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ランバック運
転）
②主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
③補助冷却系による強制循環
除熱
④主冷却系２ループによる自
然循環除熱

D4 ①主冷却系１ループによる強
制循環除熱（ランバック運
転）
②主冷却系１ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
③補助冷却系による強制循環
除熱
④主冷却系１ループによる自
然循環除熱

原子炉停止後の原子炉容器液位確保
及び崩壊熱除去についての分類：

崩壊熱除去運転モード

①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ランバック運
転）
②主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
③補助冷却系による強制循環
除熱
④主冷却系２ループによる自
然循環除熱

Ｄ1

※原子炉液位確保機能の成否
に依存するため、別途イベン
トツリー解析により整理

MS1

２次主冷却系流
量減少

空気風量減少

１次主冷却系流
量減少

１次主冷却系イ
ンベントリ減少

２次主冷却系イ
ンベントリ減少

スクラム信号の名称を示す場合、1次主循環ポンプは、1次冷却系主循環ポンプ、2次主循環ポンプは 2次冷却系主循環ポンプと記載している。 
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表 4-3-1(2/2) 起因事象分類 (2/2) 

 

 

 ＭＬＤ
レベル９分類

炉心保護
のための
原子炉緊
急停止の
必要性の

有無

起因事象分類

IE35 原子炉誤スクラム（自動）

IE36 原子炉誤スクラム（手動）

IE01 １次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE02 他系統からのガス混入

IE03 １次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE04 １次アルゴンガス系漏えい

IE12 １次ナトリウムオーバフロー系
故障

１次主冷却系イ
ンベントリ増大

有り RP10 ・炉内ﾅﾄﾘｳﾑ液面高　+200mm

IE15 局所的燃料過出力

IE16 局所的冷却材流路閉塞（１サブ
チャンネル）

IE17 局所的冷却材流路閉塞（１燃料
集合体の2/3）

IE07 ガス気泡の炉心通過

IE08 炉心燃料集合体の軸方向・径方
向の移動（膨張）

IE09 制御棒誤挿入

IE10 制御棒落下

IE11 補助中間熱交換器伝熱管破損 １次主冷却系イ
ンベントリ増大

無し（手動停止）

IE21 ２次ナトリウム純化系故障 ２次主冷却系イ
ンベントリ増大

無し（手動停止）

IE27 ２次アルゴンガス系圧力制御系
故障

２次主冷却系圧
力増大

IE28 ２次アルゴンガス系圧力制御系
故障

IE29 ２次アルゴンガス系漏えい

IE38 圧空供給設備故障

IE39 圧空漏えい

IC10：
手動スクラム

無し（手動スクラム）

無し（手動停止）

無し（手動スクラム）

※既に原子炉トリップ信号は発生している。

無し（手動停止）

無し（手動停止）

①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ランバック運
転）
②主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
③補助冷却系による強制循環
除熱
④主冷却系２ループによる自
然循環除熱

１次主冷却系圧
力増大

２次主冷却系圧
力減少

圧空喪失

負の反応度投入

原子炉停止後の原子炉容器液位確保
及び崩壊熱除去についての分類：

崩壊熱除去運転モード

RP8－

局所的燃料破損
による除熱不足

誤トリップ

RP9

具体的起因事象
原子炉停止についての分類：

期待される原子炉スクラム信号

１次主冷却系圧
力減少

①主冷却系２ループによる強
制循環除熱（定格流量）
②主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ランバック制
御）
③主冷却系２ループによる強
制循環除熱（ポニーモーター
運転）
④補助冷却系による強制循環
除熱
⑤主冷却系２ループによる自
然循環除熱

D5

Ｄ1

RP11

無し

無し

RP9
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５．イベントツリーの作成 

 

イベントツリーは、ある起因事象に対して、プラント異常防止・緩和機能の成功/失敗を二分

岐図で示す論理モデルを用いて、最終的にどのような状態となるかを検討するための帰納的手

法である。イベントツリーの分岐点として設けられた機能は、イベントツリーのヘディングと

呼ばれ、その分岐は上が成功、下が失敗を意味する。ヘディングは、実際のプラント応答の順

に従ってイベントツリーに表記され、分岐条件の決定においては、起因事象とヘディング間及

びヘディング相互の従属性が考慮される。イベントツリーは、①機能に関するイベントツリー

（機能イベントツリー）、②各機能を達成するシステムに関するイベントツリー（システムイ

ベントツリー）の 2段階で作成する。 
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５．１ 機能イベントツリー 

 

機能イベントツリーは、起因事象に対して、プラント異常防止・緩和機能の成功/失敗を二分

岐図で表記するものである。異常事象が発生した際に、「常陽」の安全機能として要求される主

要項目は、時系列順に「原子炉出力低下機能」、「炉容器液面保持機能」、「崩壊熱除去機能」で

ある。これらは、機能の単独喪失の場合にあっても、炉心損傷に至る可能性があるプラント応

答機能である。 

 

（1） 原子炉出力低下機能 

    異常事象が発生した場合には、原子炉出力を低下（原子炉スクラム）させることで、

熱源を排除する必要がある。原子炉出力の低下に失敗した場合、崩壊熱除去や炉容器液

面保持確保等の機能の成功した場合にあっても、炉心損傷に至る可能性がある。 

 

（2） 炉容器液面保持機能 

     起因事象が 1次主冷却系・補助系ナトリウム漏えいの場合、崩壊熱を除去するための

前提条件として、原子炉容器内のナトリウム液位をホットレグ上端以上に保持する必要

がある。原子炉出力低下に成功しても、原子炉容器ナトリウム液位がホットレグ上端よ

り低下すると崩壊熱除去が不可能となり、炉心損傷に至る可能性がある。 

    

（3） 崩壊熱除去機能 

     異常事象が発生し、原子炉出力の低下に成功した後の熱源は、崩壊熱である。崩壊熱

除去に失敗した場合には、炉心損傷に至る可能性がある。 

 

上記（1）～（3）の機能の成功/失敗の組み合わせによって、プラントが到達すると考えられ

る状態を事故カテゴリーとして分類する。本解析では、以下に示す 6 カテゴリーを設けた。上

記（1）の成功のシーケンス以外は全て炉心損傷に至る。ただし、炉心損傷の定義は、「異常時

に必要な安全機能が不十分であることによって、炉心もしくは冷却材のバウンダリが設計上の

基準を超えた状態」であり、実際には、炉心損傷に至らない場合もある。 

 

（1） 成功 

    プラント異常防止・緩和機能が要求どおりに作動し、原子炉を安全に停止できる事象 

（2） LORL（Loss of Reactor Level） 

1 次主冷却系・補助系ナトリウム漏えい時に原子炉スクラムに成功したものの、原子

炉容器内ナトリウム液位の確保に失敗する事象（原子炉容器ナトリウム液位がホットレ

グ上端より低下すると崩壊熱除去が不可能となる。） 

（3） PLOHS（Protected Loss of Heat Sink ） 

原子炉スクラムに成功したものの、崩壊熱除去に失敗する事象 
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（4） UTOP（Unprotected Transient Over Power） 

正の反応度投入により、原子炉出力が上昇している状態で、原子炉スクラムに失敗す

る事象 

（5） ULOF（Unprotected Loss of Flow） 

炉心冷却材流量（1 次主冷却系ナトリウム流量）が減少した状態で、原子炉スクラム

に失敗する事象 

（6） ULOHS（Unprotected Loss of Heat Sink） 

除熱機能（2次主冷却系）を喪失した状態で、原子炉スクラムに失敗する事象 

※ 1 次主冷却系と 2 次主冷却系の両方が除熱機能を喪失した場合は、1 次主冷却系

の機能喪失が、短時間で炉心に直接的な影響を与えることに留意して ULOF に分類す

る。 

 

機能イベントツリーを図 5-1-1 に示す。「1次主冷却系ナトリウム漏えい」、「1次補助冷却系

ナトリウム漏えい」を除く起因事象に対しては、プラント異常防止・緩和機能として、原子炉

出力低下機能、崩壊熱除去機能が要求される。起因事象が「1 次主冷却系ナトリウム漏えい」、

「1 次補助冷却系ナトリウム漏えい」の場合は、原子炉出力低下機能、炉容器液面保持機能、

崩壊熱除去機能が要求される。 

原子炉出力低下機能、炉容器液面保持機能、崩壊熱除去機能が正常に動作した場合には、原

子炉を安全に停止することが可能である。崩壊熱除去に失敗した場合には、PLOHS に至る。炉

容器液面保持に失敗した場合には、崩壊熱除去は不可能となるので、崩壊熱除去のヘディング

の下に分岐点はなく、LORL に至る。原子炉出力低下に失敗した場合には、炉容器液面保持、崩

壊熱除去の成功/失敗に関係なく、起因事象に応じて、UTOP、ULOF、ULOHS に至る。 

 

※ 本評価では、「原子炉出力低下」、「崩壊熱除去」は全てのイベントツリーにおいて、必要

な機能であるため、「原子炉出力低下」を「A」、「崩壊熱除去」を「B」として、機能番号

を割り振った。1次主冷却系・補助系ナトリウム漏えいでのみ要求される「炉容器液面保

持」については、機能番号を「C」とした。 
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図 5-1-1 機能イベントツリー 

 

 

 

 

PLOHS 

成功 

LORL 

UTOP、ULOF、ULOHS

起因事象 

A 原子炉出力低下 C 炉容器液面保持 B崩壊熱除去 

ヘディング 
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５．２ システムイベントツリー 

 

 システムイベントツリーは、機能イベントツリーのヘディング（機能）について、具体的な

システムに置き換え、詳細化したものである。各機能を構成するシステムを以下に示す。 

 

（1） 原子炉出力低下機能 

    原子炉出力低下（原子炉スクラム）機能は、①原子炉安全保護系動作、②制御棒の挿

入の 2項目で構成される。各項目の定義を以下に示す。 

・ 原子炉安全保護系動作：原子炉ｽｸﾗﾑ信号発生～制御棒励磁ｺｲﾙ「開」 

・ 制御棒の挿入：制御棒励磁ｺｲﾙ「開」～制御棒挿入 

原子炉安全保護系動作項目は起因事象によって異なるが、原子炉安全保護系動作に失

敗した場合、起因事象に応じて、UTOP、ULOF、ULOHS に至る。原子炉安全保護系が動作

した場合、インターロックにより、1次主循環ポンプがランバック制御に移行するとと

もに、2次主循環ポンプ及び主送風機がトリップする。制御棒の挿入に失敗した場合は、

原子炉スクラムに失敗し、1 次主冷却系流量が減少した状態に至る（ULOF）。      

原子炉出力低下機能に係わるヘディングを以下に示す。 

 

    A 原子炉出力低下機能 

A01 原子炉安全保護系動作 

 A02 制御棒の挿入（6本のうち、第 3列の制御棒 2本以上を挿入） 

※ 最大過剰反応度 0.0392Δk/k（250℃体系）〔＝原子炉設置変更許可申請書記載

値 0.045Δk/k（最大過剰反応度（100℃体系））－温度補償用反応度 0.0058Δk/k

（100～250℃）〕に対して、第 3 列の制御棒反応度価値は 0.0198Δk/k（性能試

験時最小値）、第 5 列の制御棒反応度価値は 0.0074Δk/k（性能試験時最小値）

であり、250℃体系で未臨界を維持する場合には、最低、第 3列の制御棒 2本を

挿入する必要がある。 

 

（2）炉容器液面保持機能 

    1 次主冷却系・補助冷却系ナトリウム漏えい時には、炉容器液面保持機能として、

①バウンダリの確保、②オーバフロー系運転、③サイフォンブレーク動作が、原則とし

て要求される。ただし、要求される項目及び各項目の具体的な内容はナトリウム漏えい

発生位置により異なる。ナトリウム漏えい発生位置の分類及び炉容器液面保持機能に係

るヘディングを以下に示す。 

 

    ナトリウム漏えい発生位置による分類 

 

   IC02：1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

    IC02-1 1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器（出口配管上）：内管） 
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    IC02-2 1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器（出口配管下～炉心頂部）：内管） 

    IC02-3 1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器（炉心頂部下）：内管） 

    IC02-4 1 次主冷却系ナトリウム漏えい（配管：内管） 

   IC03：1 次補助冷却系ナトリウム漏えい（配管：内管） 

 

   C 炉容器液面保持機能 

        C01 リークジャケット部健全性確保（IC02-2～3） 

外管健全性確保（IC02-4,IC03） 

     C02 安全容器健全性確保（IC02-3） 

予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作（IC03） 

     C03 リークジャケット仕切弁「閉」動作（IC02-2～3） 

予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作（IC02-4） 

1 次補助冷却系出入口弁「閉」動作（手動）（IC03） 

     C04 オーバフロー系運転（ON-OFF 運転）（IC02,IC03 共通） 

       ※ ナトリウム漏えいによる原子炉スクラム時には、インターロックによりオー

バフロー系電磁ポンプがトリップする。トリップの 10～11 分後に炉容器ナト

リウム液位が-50 ㎜以下の場合、オーバフロー系電磁ポンプが自動起動し、-50
㎜位置までの再汲み上げが実施される（以降、繰り返し）。 

     C05 主冷却系サイフォンブレーク（IC02-4） 

補助冷却系サイフォンブレーク（IC03） 

 

（3） 崩壊熱除去機能 

    崩壊熱除去機能は、①主冷却系による強制循環除熱（ランバック運転）、②主冷却系

による強制循環除熱（ポニーモータ運転）、③補助冷却系による強制循環除熱（自動起

動）、④主冷却系による自然循環除熱（自動移行）の 4項目で原則構成される。ただし、

要求される項目は起因事象により異なる。また、主冷却系について、起因事象により、

除熱に寄与するループ数が 1ループの場合と 2ループの場合がある。崩壊熱除去機能に

係るヘディングを以下に示す。 

 

 B 崩壊熱除去機能 

     B01 主冷却系 2ループによる強制循環除熱（ランバック運転） 

      B01’主冷却系 1ループによる強制循環除熱（ランバック運転） 

     B02 主冷却系 2ループによる強制循環除熱（ポニーモータ運転） 

     B02’主冷却系 1ループによる強制循環除熱（ポニーモータ運転） 

   B03 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動） 

B04 補助冷却系による強制循環除熱（手動起動） 

※ B04 補助冷却系による強制循環除熱（手動起動）では、運転員の操作が必要

となる。そこで、B04 を無視して、炉心損傷頻度を評価し、その影響が大きいと
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推定される場合に、当該項目について追加評価する手順とした。その結果、B04

の成功の影響は小さいと推定されたため、追加評価は実施しなかった。 

B05 主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行） 

B05’主冷却系 1ループによる自然循環除熱（自動移行） 

 

以下の起因事象におけるシステムイベントツリーを図 5-2-1～13 に示す。また、各起因事象

におけるヘディングを整理した結果を表 5-2-1 に示す。なお、表 5-2-1 においては、ヘディン

グ名称が同じ場合でも、フォルトツリーが異なるものがある。その場合については、ヘディン

グ記号の後にカッコ付で、起因事象番号を追記して区別した（例：A01(IC01)）。 

    

 ・IC01：正の反応度投入 

・IC02：1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・IC03：1 次補助冷却系ナトリウム漏えい 

・IC04：1 次主循環ポンプ（1台）軸固着 

・IC05：1 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・IC06：2 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・IC07：2 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・IC08：主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転） 

・IC09：外部電源喪失 

・IC10：手動スクラム 



 

This is a blank page. 
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IC01 正の反応度投入 A01
(IC01)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ラン
バック運転）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC02-1 1次主冷却系ナトリウ
ム漏えい
（原子炉容器（出口
配管上）：内管）

A01
(IC02-1
～3)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
(IC02-
1）

リークジャケッ
ト部健全性確保

C02
(IC02-
1）

安全容器健全性
確保

C03
(IC02-
1）

リークジャケッ
ト仕切弁「閉」
動作（炉容器：
4.3、A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC02-2 1次主冷却系ナトリウ
ム漏えい
（原子炉容器（出口
配管下～炉心頂
部）：内管）

A01
(IC02-1
～3)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
(IC02-2
～3）

リークジャケッ
ト部健全性確保

C02
(IC02-
2）

安全容器健全性
確保

C03
(IC02-2
～3）

リークジャケッ
ト仕切弁「閉」
動作（炉容器：
4.3、A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱
（ポニーモータ
運転：炉容器液
面-5cm保持）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC02-3 1次主冷却系ナトリウ
ム漏えい
（原子炉容器（炉心
頂部下）：内管）

A01
(IC02-1
～3)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
(IC02-2
～3）

リークジャケッ
ト部健全性確保

C02
(IC02-
3）

安全容器健全性
確保

C03
(IC02-2
～3）

リークジャケッ
ト仕切弁「閉」
動作（炉容器：
4.3、A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱
（ポニーモータ
運転：炉容器液
面-5cm保持）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC02-4 1次主冷却系ナトリウ
ム漏えい
（配管：内管）

A01
(IC02-
4)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
(IC02-
4)

外管健全性確保 C03
(IC02-
4)

予熱N2ガス系仕
切弁「閉」動作
（炉容器：
4.3、A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

C05
(IC02-
4）

主冷却系サイ
フォンブレーク

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC03 1次補助冷却系ナトリ
ウム漏えい
（配管：内管）

A01
(IC03)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
(IC03)

外管健全性確保 C02
(IC03)

予熱N2ガス系仕
切弁「閉」動作
（配管0.6、炉

容器：4.3m3）

C03
(IC03)

1次補助冷却系
出入口弁「閉」
動作（手動）

C04 オーバフロー系
運転（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

C05
(IC03)

補助冷却系サイ
フォンブレーク

Ｂ02’ 主冷却系1ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC04 1次主循環ポンプ（1
台）軸固着

A01
(IC04)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02’ 主冷却系1ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC05 1次主循環ポンプ（1
台）トリップ

A01
(IC05)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC06 2次主冷却系ナトリウ
ム漏えい

A01
(IC06)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01’ 主冷却系1ルー
プによる強制循
環除熱（ラン
バック運転）

Ｂ02’ 主冷却系1ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05’ 主冷却系1ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC07 2次主循環ポンプ（1
台）トリップ

A01
(IC07)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ラン
バック運転）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC08 主冷却機（1台）故障
（主送風機3台運転）

A01
(IC08)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ラン
バック運転）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC09 外部電源喪失 A01
(IC09)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

IC10 手動スクラム A01
(IC10)

原子炉安全保護
系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ラン
バック運転）

Ｂ02 主冷却系2ルー
プによる強制循
環除熱（ポニー
モータ運転）

Ｂ03 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(自動起動)

Ｂ04 補助冷却系によ
る強制循環除熱
(手動起動)

Ｂ05 主冷却系2ルー
プによる自然循
環除熱(自動移
行)

・ヘディングが同じ場合でも起因事象によりフォルトツリーが異なる場合は、ヘディング記号の後にカッコ付で起因事象番号を追記して区別した。(例：A01（IC01))
・空欄は該当するヘディングがないことを示す。
・灰色反転欄はヘディングはあるが、その成否が関係しないことを示す。

表5-2-1 各起因事象におけるヘディング整理結果

起因事象 原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能炉容器液面保持機能
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値
）

、
第

5
列

制
御

棒
反

応
度

価
値

は
0

.0
0

7
4

Δ
k/

k（
性

能
試

験
時

最
小

値
）

で
あ

り
、

2
5

0
℃

体
系

で
未

臨
界

を
維

持
す

る
場

合
に

は
、

最
低

、
第

3
列

制
御

棒
2

本
を

挿
入

す
る

必
要

が
あ

る
。

軸
固

着
に

伴
っ

て
1

次
主

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

す
る

た
め

、
1

ル
ー

プ
は

崩
壊

熱
除

去
（

強
制

循
環

）
に

使
用

で
き

な
い

。
主

冷
却

系
1

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ポ

ニ
ー

モ
ー

タ
運

転
）

に
成

功
し

た
場

合
に

は
、

崩
壊

熱
を

除
去

し
、

系
統

温
度

2
5

0
℃

で
安

全
に

保
持

で
き

る
。

P
L
O

H
S

成
功

成
功
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IC

0
5

1
次

主
循

環
ポ

ン
プ

（
1

台
）

ト
リ

ッ
プ

A
0

1
原

子
炉

安
全

保
護

系
動

作
A

0
2

制
御

棒
の

挿
入

（
成

功
：

6
本

の
う

ち
、

第
3

列
の

制
御

棒
2

本
以

上
を

挿
入

※
1

）

Ｂ
0

2
主

冷
却

系
２

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ポ

ニ
ー

モ
ー

タ
運

転
）

Ｂ
0

3
補

助
冷

却
系

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
(自

動
起

動
)

Ｂ
0

4
補

助
冷

却
系

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
(手

動
起

動
)

Ｂ
0

5
主

冷
却

系
２

ル
ー

プ
に

よ
る

自
然

循
環

除
熱

(自
動

移
行

)

③

成
功

②
④

⑤
⑥

①

失
敗

期
待

さ
れ

る
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

信
号

A
0

1
・

1
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
　

A
/B

・
1

次
冷

却
材

流
量

低
　

8
0

％
・

原
子

炉
出

口
冷

却
材

温
度

高
　

5
1

0
℃

①
：

1
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

す
る

た
め

、
安

全
保

護
系

の
動

作
に

失
敗

し
た

場
合

に
は

U
L
O

F
に

至
る

。
②

：
1

次
冷

却
系

主
循

環
ポ

ン
プ

が
ト

リ
ッ

プ
す

る
た

め
、

制
御

棒
挿

入
に

失
敗

し
た

場
合

に
は

、
U

L
O

F
に

至
る

。
③

：
主

冷
却

系
2

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ポ

ニ
ー

モ
ー

タ
運

転
）

に
成

功
し

た
場

合
に

は
、

崩
壊

熱
を

除
去

し
、

系
統

温
度

2
5

0
℃

で
安

全
に

保
持

で
き

る
。

④
：

補
助

冷
却

系
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
自

動
起

動
）

に
成

功
し

た
場

合
に

は
、

崩
壊

熱
を

除
去

し
、

系
統

温
度

2
5

0
℃

で
安

全
に

保
持

で
き

る
。

⑤
：

運
転

員
の

操
作

が
必

要
と

な
る

た
め

、
炉

心
損

傷
発

生
頻

度
へ

の
影

響
が

大
き

い
と

推
定

さ
れ

る
場

合
に

追
加

評
価

す
る

手
順

と
し

た
。

影
響

は
小

さ
い

と
推

定
さ

れ
た

た
め

、
追

加
評

価
は

実
施

し
な

か
っ

た
。

⑥
：

主
冷

却
系

2
ル

ー
プ

に
よ

る
自

然
循

環
除

熱
に

失
敗

し
た

場
合

に
は

、
崩

壊
熱

除
去

手
段

を
喪

失
す

る
た

め
、

P
L
O

H
S

に
至

る
。

図
5

-2
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IC

0
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1

次
主

循
環

ポ
ン

プ
（

1
台

）
ト

リ
ッ

プ

U
L
O

F

（
注

）
　

原
子

炉
ス

ク
ラ
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に
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冷

却
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循
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ポ
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び
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風
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が
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停
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動
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炉
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の
崩

壊
熱

除
去

機
能

を
喪

失
す

る
も
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な
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、

こ
こ

で
は
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し
な

い
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功
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過
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反

応
度
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℃
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原
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値
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Δ
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反

応
度

（
1
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℃
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）
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－

温
度

補
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反

応
度
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.0

0
5
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Δ
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1
0
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～

2
5
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℃

）
〕

に
対

し
て

、
第

3
列

制
御

棒
反

応
度

価
値

は
0

.0
1
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8

Δ
k/

k（
性

能
試

験
時

最
小

値
）

、
第

5
列

制
御

棒
反

応
度

価
値

は
0
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0
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Δ
k/

k（
性

能
試

験
時

最
小

値
）

で
あ

り
、

2
5
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℃

体
系

で
未

臨
界

を
維

持
す

る
場

合
に

は
、
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低

、
第

3
列

制
御

棒
2

本
を

挿
入

す
る

必
要

が
あ

る
。

P
L
O
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S

成
功

成
功
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因

事
象
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子
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出
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機

能
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機
能
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A
0

1
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子
炉
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全

保
護

系
動

作
A
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2

制
御

棒
の

挿
入

（
成

功
：

6
本

の
う

ち
、

第
3

列
の

制
御

棒
2

本
以

上
を

挿
入

※
1

）

Ｂ 0
1

’
主

冷
却

系
１

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ラ

ン
バ

ッ
ク

運
転

）

Ｂ 0
2

’
主

冷
却

系
１

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ポ

ニ
ー

モ
ー

タ
運

転
）

Ｂ
0

3
補

助
冷

却
系

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
(自

動
起

動
)

Ｂ
0

4
補

助
冷

却
系

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
(手

動
起

動
)

Ｂ 0
5

’
主

冷
却

系
１

ル
ー

プ
に

よ
る

自
然

循
環

除
熱

(自
動

移
行

)

③

②
④

成
功

⑤
⑥

⑦
①

失
敗

期
待

さ
れ

る
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

信
号

A
0

1
・

2
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
　

A
/B

・
2

次
冷

却
材

流
量

低
　

8
0

％
・

原
子

炉
入

口
冷

却
材

温
度

高
　

3
6

5
℃

①
：

安
全

保
護

系
の

動
作

に
失

敗
し

た
場

合
、

2
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

に
よ

り
除

熱
機

能
を

喪
失

し
た

状
態

と
な

る
た

め
、

U
L
O

H
S

に
至

る
。

②
：

③
：

④
：

主
冷

却
系

1
ル

ー
プ

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
（

ポ
ニ

ー
モ

ー
タ

運
転

）
に

成
功

し
た

場
合

に
は

、
崩

壊
熱

を
除

去
し

、
系

統
温

度
2

5
0

℃
で

安
全

に
保

持
で

き
る

。
⑤

：
補

助
冷

却
系

に
よ

る
強

制
循

環
除

熱
（

自
動

起
動

）
に

成
功

し
た

場
合

に
は

、
崩

壊
熱

を
除

去
し

、
系

統
温

度
2

5
0

℃
で

安
全

に
保

持
で

き
る

。
⑥

：
運

転
員

の
操

作
が

必
要

と
な

る
た

め
、

炉
心

損
傷

発
生

頻
度

へ
の

影
響

が
大

き
い

と
推

定
さ

れ
る

場
合

に
追

加
評

価
す

る
手

順
と

し
た

。
影

響
は

小
さ

い
と

推
定

さ
れ

た
た

め
、

追
加

評
価

は
実

施
し

な
か

っ
た

。
⑦

：
主

冷
却

系
1

ル
ー

プ
に

よ
る

自
然

循
環

除
熱

に
失

敗
し

た
場

合
に

は
、

崩
壊

熱
除

去
手

段
を

喪
失

す
る

た
め

、
P

L
O

H
S

に
至

る
。

原
子

炉
出

力
低

下
機

能

U
L
O

F

（
注

）
　

マ
ニ

ュ
ア

ル
上

は
、

２
次

主
冷

却
系

の
N

a
漏

え
い

警
報

（
2

つ
以

上
）

の
発

生
に

よ
り

、
手

動
停

止
で

あ
る

が
、

こ
こ

で
は

、
運

転
員

に
よ

る
操

作
は

介
在

し
な

い
と

す
る

。
た

だ
し

、
2

次
主

冷
却

系
の

ナ
ト

リ
ウ

ム
ド

レ
ン

は
  

  
  

  
  

 実
施

す
る

。

（
注

）
　

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
時

に
は

、
２

次
冷

却
系

主
循

環
ポ

ン
プ

及
び

主
送

風
機

が
自

動
停

止
す

る
。

自
動

停
止

が
失

敗
し

た
と

し
て

も
、

炉
心

の
崩

壊
熱

除
去

機
能

を
喪

失
す

る
も

の
で

は
な

く
、

こ
こ

で
は

考
慮

し
な

い
。

P
L
O

H
S

起
因

事
象

崩
壊

熱
除

去
機

能

プ
ラ

ン
ト

状
態

成
功

図
5
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-9

　
IC

0
6

　
2

次
主

冷
却

系
ナ

ト
リ

ウ
ム

漏
え

い

U
L
O

H
S

成
功

成
功

成
功

※
１

：
最

大
過

剰
反

応
度

0
.0

3
9

2
Δ

k
/k

（
2

5
0

℃
体

系
）

〔
＝

原
子

炉
設

置
変

更
許

可
申

請
書

記
載

値
0

.0
4

5
Δ

k
/k

（
最

大
過

剰
反

応
度

（
1

0
0

℃
体

系
）

）
－

温
度

補
償

用
反

応
度

0
.0

0
5

8
Δ

k
/k

（
1

0
0

～
2

5
0

℃
）

〕
に

対
し

て
、

第
3

列
制

御
棒

反
応

度
価

値
は

0
.0

1
9

8
Δ

k
/k

（
性

能
試

験
時

最
小

値
）

、
第

5
列

制
御

棒
反

応
度

価
値

は
0

.0
0

7
4

Δ
k
/k

（
性

能
試

験
時

最
小

値
）

で
あ

り
、

2
5

0
℃

体
系

で
未

臨
界

を
維

持
す

る
場

合
に

は
、

最
低

、
第

3
列

制
御

棒
2

本
を

挿
入

す
る

必
要

が
あ

る
。

1
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
は

2
ル

ー
プ

と
も

に
運

転
し

て
い

る
も

の
の

、
1

ル
ー

プ
に

つ
い

て
、

N
a
ド

レ
ン

が
実

施
さ

れ
る

た
め

、
崩

壊
熱

除
去

は
1

ル
ー

プ
で

実
施

す
る

。
主

冷
却

系
1

ル
ー

プ
に

よ
る

強
制

循
環

除
熱

（
ラ

ン
バ

ッ
ク

運
転

）
に

成
功

し
た

場
合

に
は

、
崩

壊
熱

を
除

去
し

、
系

統
温

度
2

5
0

℃
で

安
全

に
保

持
で

き
る

。

安
全

保
護

系
が

動
作

し
た

時
点

で
、

1
次

主
冷

却
系

は
ラ

ン
バ

ッ
ク

運
転

に
移

行
す

る
た

め
、

制
御

棒
挿

入
に

失
敗

し
た

場
合

に
は

、
U

L
O

F
に

至
る

。
な

お
、

原
子

炉
停

止
失

敗
の

際
に

1
次

主
冷

却
系

と
2

次
主

冷
却

系
で

同
時

に
除

熱
機

能
を

喪
失

す
る

場
合

は
、

短
時

間
で

炉
心

に
直

接
的

な
影

響
が

及
ぶ

点
に

留
意

し
て

U
L
O

F
と

し
て

分
類

す
る

。
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棒
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入

（
成

功
：

6
本

の
う

ち
、

第
3

列
の

制
御

棒
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を
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Ｂ
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Ｂ
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る
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動
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)
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④

成
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⑤
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①

失
敗

期
待

さ
れ

る
原

子
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ス
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A
0
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・

2
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冷
却

系
主

循
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ポ
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プ
ト

リ
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プ
　

A
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・
2

次
冷

却
材

流
量
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8
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％
・

原
子

炉
入

口
冷

却
材

温
度

高
　

3
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5
℃

①
：

安
全

保
護

系
の

動
作

に
失

敗
し

た
場

合
、

2
次

冷
却

系
主

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ
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熱
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⑤
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損
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追
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手
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。
影
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小
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追
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⑦
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熱
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℃
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注
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①
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・
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③
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運
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頻
度
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定
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合

に
追

加
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と
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た

。
影
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小
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と
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追
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っ
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６．フォルトツリーの作成 

 

  フォルトツリーは、システムのある状態に至るまでのプロセスを演繹的に同定し、その発生

確率を算出するための手法である（IREP Procedures Guide (NUREG/CR-2278)、PRA Procedures 

Guide (NUREG/CR-2300)によって推奨）。フォルトツリー手法の具体的な手順は Fault Tree 

Handbook (NUREG-0942）に定められている。本評価では、これらを参考にフォルトツリーを作

成した。 

  フォルトツリーにおいては、定義した頂上事象に対して、その直接原因を AND ゲート、OR ゲ

ート等により、基本事象（発生確率データが存在し、定量化が可能である事象）に至るまで、

順次展開する。原因の展開にあたっては、ある事象に必要十分な原因を段階的に抽出する。頂

上事象には、各起因事象のイベントツリーにおけるヘディングが該当する。フォルトツリーの

頂上事象を以下に示す。 

（1）  原子炉安全保護系動作 

（2）  制御棒の挿入 

（3） 主冷却系 2ループによるランバック運転 

（4） 主冷却系 1ループによるランバック運転 

（5） 主冷却系 2ループによるポニーモータ運転 

（6） 主冷却系 1ループによるポニーモータ運転 

（7） 主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行） 

（8） 主冷却系 1ループによる自然循環除熱（自動移行） 

（9） 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動-1 次系） 

（10） 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動-2 次系） 

（（11） 補助冷却系による強制循環除熱（手動起動-1 次系）） 

（（12） 補助冷却系による強制循環除熱（手動起動-2 次系）） 

（13） リークジャケット部健全性確保 

（14） 外管健全性確保 

（15） 安全容器健全性確保 

（16） 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作 

（17） リークジャケット仕切弁「閉」動作 

（18） 1 次補助冷却系出入口弁「閉」動作（手動） 

（19） オーバフロー系運転 

（20） 主冷却系サイフォンブレーク 

（21） 補助冷却系サイフォンブレーク 

 

本章では、各フォルトツリーのシステムやフォルトツリーの作成にあたっての前提条件等に

ついて、各ヘディング毎に 6.1～6.16 項で示す。フォルトツリー自体や解析ツールは参考資料

として、付録 CD-ROM に一式収録する。一例として、(16) 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作の

トップイベントのフォルトツリーを図 6-1 に示す。 
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 なお、作業の効率化を図るため、フォルトツリー作成にあたっては、以下の共通条件等を

定めた。 

① 附帯機器については、1式として取り扱い、附帯機器のトリップ要因まで言及しない。 

② 運転員の操作は原則期待しない。ただし、運転操作を考慮しないと妥当な評価が得ら

れない場合には必要に応じて考慮する。また、機器の復旧操作は考慮しない。 

③ 炉心での除熱失敗に関連する事象については、炉心に近い機器等から故障の影響を検

討し、必要に応じて拡大する（炉心から離れた機器の寄与割合は基本的に小さい）。 

   ④ ナトリウム漏えい位置は、機器、弁、配管とする。配管については、主配管、温度計

鞘管、その他配管の 3分類とする。また、配管長さについては、エルボ部の曲線を考

慮せず、その長さを保守的に設定する。 

⑤ フォルトツリー作成時に、重複する展開項目（故障要因）が発生しても、一つに統合

しない。ただし、名称等は統一する。 

図 6-1 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作のフォルトツリー例（トップイベント）
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⑥ 多重システムを有する機器については、機器の故障を、例えば A号機故障と B号機故

障の OR または AND で構成する。また、各号機故障は起動失敗と運転継続失敗の OR で

構成する。なお、B05:主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行）については、

展開数が多いため、Aループを代表とし、Bループには、Aループの故障率を使用する。 

⑦ 電源ケーブルのモデル化は、単線結線図をベースとする。その他のケーブルの故障率

は、接続するリレー等の故障率に含める。また、接点の故障は、対応するリレー等の

故障率に含める。 

  ⑧ ポニーモータ等、駆動電源を有する機器は電源喪失（母線単位）を展開項目として考

慮する。 

⑨ 崩壊熱除去機能のヘディングのフォルトツリーは、関連フォルトツリーを組み合わせ

ることで作成する。組み合わせを以下に示す。 

a. 主冷却系による強制循環除熱失敗 

B01 主冷却系 2ループによる強制循環除熱（ランバック運転）、B02 主冷却系 2

ループによる強制循環除熱（ポニーモータ運転）が本項目に該当する。図 6-2 に示

すように、ランバック運転失敗またはポニーモータ運転失敗のフォルトツリーと 2

次主冷却系 2ループによる自然循環除熱失敗のフォルトツリーの ORで構成される。 

B01’主冷却系 1ループによる強制循環除熱（ランバック運転）または B02’主冷

却系 1ループによる強制循環除熱（ポニーモータ運転）の場合は 1ループのみを考

慮したフォルトツリーを組み合わせる。 

b. 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動）失敗 

B03 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動）が本項目に該当する。図 6-3 に

示すように、1次系機器の自動起動失敗と 2次系機器の自動起動失敗の OR で構成さ

れる。 

c. 主冷却系による自然循環除熱（自動移行）失敗 

B05 主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行）が本項目に該当する。図

6-4 に示すように、Aループによる自然循環除熱失敗と Bループによる自然循環除

熱失敗の AND で構成される（上記⑥に記載したように、ここでは Aループを代表と

してフォルトツリーを作成する）。 

B05’ 主冷却系 1ループによる自然循環除熱（自動移行）の場合は 1ループのみ

を考慮したフォルトツリーを組み合わせる。 

⑩ フォルトツリーは解析ツール（PIRAS*））により作成する（出力は図 6-1 の形）。また、

計算機による定量化作業の省力化を図るため、基本事象に対して、機器番号や故障率

等の情報を 13 桁の英数字の組合せで構成されるイベントコード*）としてデータベース

化する。 

（*：PIRAS ユーザーガイド、イベントコードの説明及びイベントコードリストは付録

に収録） 
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B01 主冷却系 2 ループによる強制循環除熱（ﾗﾝﾊﾞｯｸ運転）失敗 

または 

B02 主冷却系 2 ループによる強制循環除熱（ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転）失敗 

1 次主冷却系 2 ループによる 

ﾗﾝﾊﾞｯｸ運転 

または 

ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転失敗 

2次主冷却系 2ループによる自然循環除熱失敗

2次主冷却系 A ループによる

自然循環除熱失敗 

2 次主冷却系 B ループによる

自然循環除熱失敗 

図 6-2 主冷却系 2 ループによる強制循環除熱失敗におけるフォルトツリー関係図 

B03 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動）失敗 

1 次補助冷却系機器の

自動起動失敗 

2 次補助冷却系機器の

自動起動失敗 

図 6-3 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動）失敗におけるフォルトツリー関係図 
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B05 主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行）失敗 

主冷却系 B ループによる自然循環除熱失敗 

1 次主冷却系 B ループに 

よる自然循環除熱失敗 

2 次主冷却系 B ループに 

よる自然循環除熱失敗 

図 6-4 主冷却系 2 ループによる自然循環除熱（自動移行）失敗におけるフォルトツリー関係図 

主冷却系 A ループによる自然循環除熱失敗 

1 次主冷却系 A ループに

よる自然循環除熱失敗 

2 次主冷却系 A ループに 

よる自然循環除熱失敗 
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６．１ 原子炉安全保護系動作 

 

   (1) 頂上事象 

    原子炉安全保護系動作失敗（動作項目は以下に示す起因事象により異なる） 

    ・正の反応度投入 

    ・1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

    ・1 次補助冷却系ナトリウム漏えい 

    ・1 次主循環ポンプ（1台）軸固着 

    ・1 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

    ・2 次主冷却系ナトリウム漏えい 

    ・2 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

    ・主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転） 

    ・外部電源喪失 

    ・手動スクラム 

 

  (2) システム記述 

      ① 機能 

      原子炉安全保護系は、原子炉の状態を監視する計装設備のうち、あらかじめ設定され

た計装設備から異常信号が発信された場合に、原子炉スクラム（制御棒の急速挿入によ

り原子炉を緊急停止させる）及びアイソレーション（格納容器隔離弁を閉じることで格

納容器を外側雰囲気と隔離し、放射性物質の漏えいを防止する）のための始動信号を出

力する機能を有する。 

 

    ② 構成 

      原子炉安全保護系動作は、トリガーとなる信号を発生させる原子炉安全保護系用検出

器（複数で構成される）、警報設定器を含む計装回路（以下、安全保護系信号）、ロジッ

ク盤、制御棒励磁回路及びアイソレーション用隔離弁を制御する補助継電器盤の動作で

構成される。ロジック盤は、同一機能を有する A系統及び B系統の独立した盤構成とし

ており、多重性を有する。原子炉安全保護系の構成を図 6-1-1 に示す。 

     

    ③ 運用 

安全保護系信号は、核計装設備またはプロセス計装設備等からの 1プロセス変数につ

き、各々独立した 1または 2～3個のトリップ接点の信号としてロジック盤に伝送され

る。ロジック盤においては、1 out of 1 または 2 out of 3、1 out of 2 のロジック回

路が構成され、ロジック回路からの出力信号により補助継電器盤内の継電器接点が動作

し、原子炉スクラムまたはアイソレーションのための始動信号を出力する。これを受け

て原子炉スクラムの場合には、制御棒保持電磁石の励磁電源が「断」となり、制御棒が

急速挿入される。 
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    ④ 成功基準 

原子炉安全保護系動作に成功するためには、以下の事項を全て満足する必要がある。 

・ 各起因事象に対応した安全保護系信号がトリガー信号としてロジック盤に正常

に出力され、かつ、2 out of 3 等の対応ロジックを満足すること。 

・  ロジック盤 A系統または B系統の回路において、入力された安全保護系信号を

正常に処理し、原子炉スクラムを始動させる信号を出力すること。 

なお、起因事象により、成功基準である安全保護信号が異なる。以下に各起因事象に

おける安全保護信号を示す。 

     a. 正の反応度投入 

・ 出力系中性子束高（2 out of 3） 

     b. 1 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・ 1 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

（ナトリウム漏えい検出器の 2 out of n により動作） 

・ 炉内ナトリウム液面低（2 out of 3） 

        c. 1 次補助冷却系ナトリウム漏えい 

・ 1 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

（ナトリウム漏えい検出器の 2 out of n により動作） 

・ 炉内ナトリウム液面低（2 out of 3） 

     d. 1 次主循環ポンプ（1台）軸固着 

・ 1 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 1 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 原子炉出口冷却材温度高（2 out of 3） 

     e. 1 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・ 1 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 1 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 原子炉出口冷却材温度高（2 out of 3） 

        f. 2 次主冷却系ナトリウム漏えい 

・ 2 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 2 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 原子炉入口冷却材温度高（2 out of 3） 

        g. 2 次主循環ポンプ（1台）トリップ 

・ 2 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 2 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 原子炉入口冷却材温度高（2 out of 3） 

        h. 主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転） 

・ 2 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B（主送風機トリップと連動） 

・ 原子炉入口冷却材温度高（2 out of 3） 
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     i. 外部電源喪失 

・ 電源喪失（1A M/C、1B M/C） 

・ 1 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 2 次主冷却系循環ポンプトリップ A/B 

・ 1 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 2 次冷却材流量低（2 out of 3） 

・ 原子炉出口冷却材温度高（2 out of 3） 

      j. 手動スクラム 

・ 手動スクラム 

・ 炉内ナトリウム液面高（2 out of 3） 

 

   (3) サポートシステム 

   ① 電源 

        交流無停電電源（6C or 6D）：ロジック盤（A系統は 6C、B 系統は 6D） 

      ※ 安全保護信号に関わる検出器、設定器、及びロジック盤については、電源喪失時

に原子炉スクラム信号を出力するように動作し、フェイルセーフの設計となってい

る。 

 

   (4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

    ① 1 次主循環ポンプ軸固着を起因事象とする原子炉安全保護系動作失敗のフォルトツ

リーについては、安全保護信号が 1次主循環ポンプトリップと同じであるため、1次主

循環ポンプトリップを起因事象とする原子炉安全保護系動作失敗のフォルトツリーと

同じとする。 

    ② 安全保護信号に係わる検出器、設定器及びロジック盤については、電源喪失時に原子

炉スクラムを動作させるフェイルセーフの設計となっている。電源喪失に伴う故障事象

は、フォルトツリー作成においては考慮しない。 

    ③ 1 次、2次冷却材流量低の安全保護信号に係わる検出器及び変換器の故障は、流量低

の信号出力の発信失敗に包絡されるため、フォルトツリー作成において考慮しない。 

    ④ 安全保護回路を構成するケーブルの断線は、回路を構成する装置、機器の故障として

取り扱う（フォルトツリー作成において、単独では考慮しない）。 

⑤ 1 次主冷却系ナトリウム漏えいを起因事象とする原子炉安全保護系動作失敗のフォ

ルトツリーにおいて、1次主冷却系循環ポンプトリップに至るナトリウム漏えい信号は、

「原子炉容器からの漏えい」と「配管からの漏えい」に分類し、別々のフォルトツリー

を作成する。 

⑥ 配管系の 1次主冷却系ナトリウム漏えいを起因事象とする原子炉安全保護系動作失

敗については、Aループを代表としてフォルトツリーを作成する。 

⑦ 1 次主冷却系ナトリウム漏えいを起因事象とする原子炉安全保護系動作において、1
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次主冷却系循環ポンプトリップに至るナトリウム漏えいのインターロックは、複数の漏

えい検出器の 2 out of n（一例：1次主冷却系 Aループ 2 out of 33）で動作するが、

フォルトツリーにおいては、保守的に 2 out of 3 とする。 

⑧ 2 次主冷却系ナトリウム漏えいを起因事象とする原子炉安全保護系動作において、2

次主冷却系循環ポンプトリップに至るインターロックは、ナトリウム漏えいに伴う 2

次主冷却系循環ポンプ内のナトリウム液面低下により動作する。 
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６．２ 制御棒の挿入 

  

    (1) 頂上事象 

制御棒挿入による原子炉スクラム失敗 

（第 3列の制御棒 4本のうち 3本が同時に挿入失敗） 

 

    (2) システム記述 

      ① 機能 

      制御棒の挿入は、原子炉安全保護系の始動信号に基づき、制御棒を炉心に急速挿入さ

せることで原子炉を緊急停止させる機能を有する（原子炉スクラム）。 

 

    ② 構成 

      制御棒の挿入は、制御棒の急速落下を開始させる保持電磁石の励磁断の過程及び制御

棒を炉心下端まで挿入する過程で構成される。 

      制御棒保持電磁石電源回路は、無停電電源から電源供給される電磁石励磁用 DC 電源

装置と保持電磁石、電源回路を「断」とするためのリレー回路等により構成される。制

御棒保持電磁石の電源回路構成について、図 6-2-1 に示す。 

制御棒を炉心下端まで挿入する過程は、保持電磁石励磁断によるアーマチュアの解放、

制御棒駆動機構におけるラッチ機構の解放、制御棒の急速落下、案内管での落下の手順

で構成される。 

 

    ③ 運用 

      制御棒の挿入（原子炉スクラム）は、原子炉安全保護系の動作により、制御棒保持電

磁石電源回路における「ロジック A系トリップ最終段リレー」または「ロジック B系ト

リップ最終段リレー」の接点が開放され、同保持電磁石の励磁電源が「断」となること

で開始される。 

 

    ④ 成功基準 

      第 3 列の制御棒 4本のうち、2本以上が挿入されること。 

 

   (3) サポートシステム 

    ① 電源 

交流無停電電源（6S）：制御棒保持電磁石励磁回路 

      ※ 保持電磁石は、励磁電源喪失時にはアーマチュアが解放され、制御棒挿入に至る

フェイルセーフの設計となっている。 

 

  (4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

    ① 制御棒を炉心下端まで挿入する過程は、上述したように複数の手順で構成されるが、
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フォルトツリー作成においては、当該過程を一式として取り扱う。 

    ②  保持電磁石励磁回路の点検信号用リレーは、点検時に人為的に投入されるため、誤操

作以外で当該リレーが問題になることはないが、フォルトツリー作成においては、点検

終了後、無励磁とした当該リレーの接点が固着したままとなることを想定する。 

    ③ 励磁電源喪失については、フェイルセーフの設計となっている。電源喪失に伴う故障

事象は、フォルトツリー作成においては考慮しない。 
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図 6-2-1 制御棒保持電磁石電源回路構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源装置（ＤＣ）
【制御棒励磁用】

制御棒
保持電磁石

AC110V
（無停電）

６Ｓ

点検用信号リレー 点検用信号リレー

ロジックB系トリップ
最終段リレー

ロジックA系トリップ
最終段リレー
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６．３ 主冷却系によるランバック運転 

 

 (1) 頂上事象 

     主冷却系 2ループもしくは 1ループの強制循環除熱(ランバック運転)失敗 

 

(2) システム記述 

     ① 機能 

1 次主冷却系は、炉心で発生した熱を主中間熱交換器に伝達する機能を有する。2

次主冷却系は、主中間熱交換器を介して 1次主冷却系と熱交換を行い、伝達された熱

を主冷却機より大気中に放散させる機能を有する。原子炉スクラム時には、1 次主冷

却系はランバック運転もしくはポニーモータ運転に移行する。これらの運転に失敗し

た場合には、自然循環運転に移行する。2次主冷却系においては、2次主循環ポンプ及

び主冷却機がトリップし、自然循環運転に移行して、崩壊熱を除去する。 

 

② 構成 

1 次主冷却系系統図を図 6-3-1 に、2 次主冷却系系統図を図 6-3-2 に示す。1 次・2

次主冷却系は、2 ループで構成され、各々50%の負荷を有する。1 ループあたり、1 次

主循環ポンプ 1 台、主中間熱交換器 1 基、2 次主循環ポンプ 1 台、主冷却機 2 基が設

置されている。 

主冷却器 1 基には、強制冷却用の空気送風機（主送風機）1 台が設置され、主送風

機の冷却空気取入口に入口ベーン、主冷却器に入口ダンパ、出口ダンパが配置され、

温度設定器により開度調整を行い、原子炉入口温度を一定に制御している（主冷却器、

主送風機、ダンパ等を総称して主冷却機と云う）。 

1 次主循環ポンプは、竪型 2 軸受の自由液面遠心ポンプで、駆動用電動機には、常

用電源(AC3.3kV)より受電している主電動機及び直流無停電電源(DC110V) より受電し

ているポニーモータがある。駆動用電動機はポンプ上部に設置され、フローコースト

ダウン時定数を長くするために設けられたフライホイールを介して、ポンプと連結さ

れている。 

1 次主循環ポンプの制御設備は、速度制御系、流量制御系及び回転数計装系に大別

される。速度制御系には、静止セルビウス方式を採用している。静止セルビウス方式

は、電動機の 2次側で発生するすべり電力(誘導起電力)をシリコン制御整流素子(SCR)

で制御し、ポンプの回転数を制御する方式である。流量制御系は 1台の流量マスター

コントローラと 2 台の流量コントローラから構成される。流量制御系は、1 次主冷却

系の電磁流量計からの実流量信号と流量マスターコントローラで設定された流量設定

値を比較し、その流量偏差をセルビウス速度制御系に送信する役割を有する。また、

回転数計装系には、電磁ピックアップ方式を採用している。 
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③ 運用 

1 次・2次主冷却系は、基本的に、常時 100%流量で強制循環運転している。2次主冷

却系の温度制御は、原子炉入口温度を常時 350℃一定に保つようにした温度設定器を

使用し、送風機入口ベーン、主冷却器入口ダンパにて送風量を調整することで実施す

る。主冷却機においては、原子炉熱出力 18MWt 以下で自然通風冷却であり、原子炉熱

出力 18MWt 以上で主送風機を起動した強制冷却を実施する。自然循環時にあっても、

温度制御方法は同様である。 

原子炉スクラム時の崩壊熱除去は、1 次主循環ポンプ主電動機のランバック制御運

転、または無停電系電源から電源供給されるポニーモータ運転により実施される。ラ

ンバック制御運転は、原子炉スクラムが外部電源喪失や 1 次主循環ポンプの故障に起

因しない場合の強制循環除熱モードである。ランバック運転への切替は、2 ループ同

時に行われる。万一、1ループが移行に失敗した場合、1次主循環ポンプは回転数差大

のインターロックにより、2台ともトリップする。2次主冷却系については、原子炉ス

クラムにより、2次主循環ポンプ、主送風機がトリップし、自然循環に移行する。 

 

④ 成功基準 

1 次・2 次主冷却系による崩壊熱除去機能を原子炉スクラム後 1440 時間（2 ヶ月）

保持する（1 次主冷却系ランバック運転）。この際、主冷却器入口ダンパは全開状態、

主送風機入口ベーンは約 9.5％までの開度制限状態で自然通風冷却が行われる。 

 

(3) サポートシステム 

      ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

1A M/C 主循環ポンプ A動力電源 P31.1-1A 

1B M/C 主循環ポンプ B動力電源 P31.1-1B 

6C 主循環ポンプ Aインターロック電源  

6D 主循環ポンプ Bインターロック電源  

7C 主循環ポンプ A直流主回路制御電源  

7D 主循環ポンプ B直流主回路制御電源  

    

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 1 次主循環ポンプ A または B ループのどちらかがランバック運転に失敗した場合、A、

B ループの回転数差大により、双方がトリップし、ポニーモータ運転に移行する。  

② 1 次主循環ポンプ流量制御系の故障は、ポンプ本体の故障に含めて、フォルトツリー

を作成する。 

③ 1 次主循環ポンプ主電動機のランバック運転移行は、原子炉起動前点検においてサイ

クル運転毎に確認している。 
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④ 1 次主冷却系の配管長を以下に示す。 

      ・炉容器出口～主中間熱交換器入口 

外径 22B、肉厚 3.0mm、全長  60m  

・主中間熱交換器出口～1次主循環ポンプ入口 

外径 20B、肉厚 3.0mm、全長 48m 

・1 次主循環ポンプ出口～炉容器入口 

外径 16B、肉厚 3.0mm、全長 60m   

      ・ドレンライン 

外径 3B、肉厚  3.0mm、全長  14m 

・ベント、サイフォンブレークライン 

外径 2B、肉厚  2.8mm、全長 18m 
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６．４ 主冷却系によるポニーモータ運転 

 

(1) 頂上事象 

      主冷却系 2ループもしくは 1ループの強制循環除熱(ポニーモータ運転)失敗 

 

(2) システム記述 

   

① 機能 

1 次主冷却系は、炉心で発生した熱を主中間熱交換器に伝達する機能を有する。2 次

主冷却系は、主中間熱交換器を介して 1 次主冷却系と熱交換を行い、伝達された熱を

主冷却機より大気中に放散させる機能を有する。原子炉スクラム時には、1次主冷却系

はランバック運転もしくはポニーモータ運転に移行する。これらの運転に失敗した場

合には、自然循環運転に移行する。2次主冷却系においては、2次主循環ポンプ及び主

冷却機がトリップし、自然循環運転に移行して、崩壊熱を除去する。 

 

② 構成 

1 次主冷却系系統図を図 6-3-1 に、2 次主冷却系系統図を図 6-3-2 に示す。1 次・2

次主冷却系統は、2 ループで構成され、各々50%の負荷を有する。1 ループあたり、1

次主循環ポンプ 1台、主中間熱交換器 1基、2次主循環ポンプ 1台、主冷却機 2基が設

置されている。 

主冷却器 1 基には、強制冷却用の空気送風機（主送風機）1 台が設置され、主送風

機の冷却空気取入口に入口ベーン、主冷却器に入口ダンパ、出口ダンパが配置され、

温度設定器により開度調整を行い、原子炉入口温度を一定に制御している。 

1 次主循環ポンプは、竪型 2 軸受の自由液面遠心ポンプで、駆動用電動機には、常

用電源(AC3.3kV)より受電している主電動機及び直流無停電電源(DC110V) より受電し

ているポニーモータがある。駆動用電動機はポンプ上部に設置され、フローコースト

ダウン時定数を長くするために設けられたフライホイールを介して、ポンプと連結さ

れている。 

1 次主循環ポンプの制御設備は、速度制御系、流量制御系及び回転数計装系に大別

される。速度制御系には、静止セルビウス方式を採用している。静止セルビウス方式

は、電動機の 2次側で発生するすべり電力(誘導起電力)をシリコン制御整流素子(SCR)

で制御し、ポンプの回転数を制御する方式である。流量制御系は 1台の流量マスター

コントローラと 2 台の流量コントローラから構成される。流量制御系は、1 次主冷却

系の電磁流量計からの実流量信号と流量マスターコントローラで設定された流量設定

値を比較し、その流量偏差をセルビウス速度制御系に送信する役割を有する。また、

回転数計装系には、電磁ピックアップ方式を採用している。 
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③ 運用 

1 次・2次主冷却系は、基本的に、常時 100%流量で強制循環運転している。2次主

冷却系の温度制御は、原子炉入口温度を常時 350℃一定に保つようにした温度設定器

を使用し、送風機入口ベーン、主冷却器入口ダンパにて送風風量を調整することで実

施する。主冷却機においては、原子炉熱出力 18MWt 以下で自然通風冷却であり、原子

炉熱出力 18MWt 以上で主送風機を起動した強制冷却を実施する。自然循環時にあって

も、温度制御方法は同様である。 

原子炉スクラム時の崩壊熱除去は、1次主循環ポンプ主電動機のランバック制御運

転、または無停電系電源から電源供給されるポニーモータ運転により実施される。ポ

ニーモータ運転は、原子炉スクラム発生原因が外部電源喪失や 1次主循環ポンプの故

障等の場合の強制循環除熱モードである。ポニーモータ運転への切替は、2ループ同

時に行われる。万一、1ループが移行に失敗した場合、残り 1ループにて、崩壊熱除

去を行う。 

 

④ 成功基準 

1 次・2次主冷却系による崩壊熱除去機能を原子炉スクラム後 1440 時間（2ヶ月）保

持する（1 次主冷却系ポニーモータ運転）。この際、主冷却器入口ダンパは全開状態、

主送風機入口ベーンは約 9.5％までの開度制限状態で自然通風冷却が行われる。 

 

(3) サポートシステム 

     ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

6C ポニーモータ Aインターロック電源  

6D ポニーモータ Bインターロック電源  

7C ポニーモータ A動力電源  

7D ポニーモータ B動力電源  

    

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 1 次主循環ポンプオイルプレッシャーユニットの故障は、ポンプ本体の故障に含めて、

フォルトツリーを作成する。 

② 1 次主循環ポンプ流量制御系の故障は、ポンプ本体の故障に含めて、フォルトツリー

を作成する。 

③ 原子炉出力運転中に 1ループの１次主循環ポンプが軸固着事故で瞬時に停止し、さら

に当該ループの逆止弁の「閉」失敗を仮定しても、残り 1ループのポニーモータ運転に

より、炉心の燃料、被覆管及び冷却材は過度に上昇することはない。 

④ 1 次主循環ポンプ主電動機のポニーモータ運転移行は、原子炉起動前点検においてサ

イクル運転毎に実施している。 
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⑤ 1 次主冷却系の配管長を以下に示す。 

・炉容器出口～主中間熱交換器入口 

外径 22B、肉厚 3.0mm、全長  60m 

       ・主中間熱交換器出口～1次主循環ポンプ入口 

外径 20B、肉厚 3.0mm、全長 48m 

・1 次主循環ポンプ出口～炉容器入口 

外径 16B、肉厚 3.0mm、全長 60m   

      ・ドレンライン 

外径 3B、肉厚 3.0mm、全長  14m  

      ・ベント、サイフォンブレークライン 

外径 2B、肉厚 2.8mm、全長  18m 
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６．５ 主冷却系による自然循環除熱（自動移行） 

 

(1) 頂上事象 

主冷却系 2ループもしくは 1ループによる自然循環除熱に失敗 

 

(2) システム記述 

① 機能 

1 次主冷却系は、炉心で発生した熱を主中間熱交換器に伝達する機能を有する。2次主

冷却系は、主中間熱交換器を介して 1次主冷却系と熱交換を行い、伝達された熱を主冷

却機より大気中に放散させる機能を有する。原子炉スクラム時には、1 次主冷却系はラ

ンバック運転もしくはポニーモータ運転に移行する。これらの運転に失敗した場合には、

自然循環運転に移行する。2 次主冷却系においては、主循環ポンプ及び主冷却機がトリ

ップし、自然循環運転に移行して、崩壊熱を除去する。 

 

② 構成 

1 次主冷却系系統図を図 6-3-1 に、2次主冷却系系統図を図 6-3-2 に示す。1次・2次

主冷却系統は、2 ループで構成され、各々50%の負荷を有する。1 ループあたり、1 次主

循環ポンプ 1 台、主中間熱交換器 1 基、2 次主循環ポンプ 1 台、主冷却機 2 基が設置さ

れている。 

主冷却器 1基には、強制冷却用の空気送風機 1台が設置され、送風機の冷却空気取入

口に入口ベーン、主冷却器に入口ダンパ、出口ダンパが配置され、温度設定器により開

度調整を行い、原子炉入口温度を一定に制御している。 

 

③ 運用 

1 次・2次主冷却系は、基本的に、常時 100%流量で強制循環運転している。2次主冷却

系の温度制御は、原子炉入口温度を常時 350℃一定に保つようにした温度設定器を使用

し、送風機入口ベーン、主冷却器入口ダンパにて送風風量を調整することで実施する。

主冷却機においては、原子炉熱出力 18MWt 以下で自然通風冷却であり、原子炉熱出力

18MWt 以上で主送風機を起動した強制冷却を実施する。自然循環時にあっても温度制御

方法は同様である。 

 

   ④ 成功基準 

1 次・2次主冷却系の自然循環による崩壊熱除去機能を原子炉スクラム後 1440 時間（2

ヶ月）保持する。この際、主冷却器入口ダンパは全開状態、主送風機入口ベーンは約 9.5％

までの開度制限状態で自然通風冷却が行われる。 
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(3) サポートシステム 

① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

3C C/C 

3D C/C  

6C 

6D 

2S 

2C 

2D 

主冷却器出口ダンパ(A ループ) 

主冷却器出口ダンパ(B ループ) 

2 次温度制御回路(A ル－プ) 

2 次温度制御回路(B ル－プ) 

A 空気圧縮機 

B 空気圧縮機 

C 空気圧縮機 

 

 

 

 

CP75-1A 

CP75-1B 

CP75-1C 

  

② 制御用圧縮空気 

系統名称 機器名称 機器番号 

2 次主冷却系計装用空気配管系統 

 〃 

圧縮空気供給設備系統 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

アキュームレータタンク A 

アキュームレータタンク B 

A 空気圧縮機 

B 空気圧縮機 

C 空気圧縮機 

除湿塔 

空気貯槽(A) 

空気貯槽(B) 

TK75.2-1A 

TK75.2-1B 

CP75-1A 

CP75-1B 

CP75-1C 

H75-2A,2B 

TK75-3 

TK75-5  

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 1 次主冷却系の自然循環除熱への移行は、人的・機械的な対応を必要としない。フォル

トツリー作成においては、1次主冷却系の自然循環除熱は成功すると仮定し、2次主冷却

系の自然循環除熱能力喪失を対象とした。 

② 2 次主冷却系統の自然循環除熱能力喪失として、冷却材の喪失、流路閉塞、温度制御系

の故障、電源系の故障を考慮する。 

③ 冷却能力喪失として、ベーン・ダンパ動作不良による冷却機能喪失及び過冷却による閉

塞を考慮する。 

④ 1 ループの冷却機能喪失があったとしても、残り 1ループで崩壊熱除去機能は十分維持

されることを考慮する。 

⑤ 圧縮空気供給設備系統では、圧縮空気喪失時の緊急遮断は手動操作にて行われるため、

単一故障による圧縮空気全喪失を考慮する。 
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６．６ 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動-1 次系） 

 

(1) 頂上事象 

   ① 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動-1 次系）失敗 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     1 次補助冷却系設備は、主冷却系設備にて炉心の崩壊熱除去ができなくなった緊急炉

心冷却時、炉容器内ナトリウム液面を下げて実施する炉内検査時、及び炉体メンテナン

スモード移行時のように炉容器内のナトリウム液面を主冷却系配管より低くする場合に

2次補助冷却系とあわせて、炉心の崩壊熱を除去する機能を有する。 

 

② 構成 

     1 次補助冷却系系統図を図 6-6-1 に示す。1次補助冷却系は 1ループの構成であり、補

助中間熱交換器、1次補助冷却系循環ポンプ（1次補助電磁ポンプ）、電磁流量計、配管

及び弁類で構成され、除熱量は約 2.6MWt である。ナトリウムは 1次補助電磁ポンプによ

り、炉容器下部プレナムに流入し、炉心を通過したナトリウムはポンプ吸込側に戻る。

ナトリウム吸込配管下端は、燃料頂部よりも下に位置し、液面低下時においても炉心の

熱除去が可能である。 

 

③ 運用 

    a. 原子炉の通常運転時には炉心の熱除去は主冷却系で行い、補助冷却系による熱除去

は行わず、1次補助冷却系内は 1次ナトリウムが定格流量の約 30％にて炉容器下部プ

レナムより炉容器上部プレナムへ逆流している。 

     b. 外部電源喪失等によりポニーモータ 2台運転による炉心崩壊熱除去運転になった状

態から、ポニーモータ 1台のトリップ信号により 1次補助電磁ポンプが自動起動し、

強制循環を開始する。 

c. 炉容器及び 1次主冷却系でナトリウム漏えいが発生し、炉容器ナトリウム液面が通

常液位より 32cm 低下した時点で 2 out of 3 の液位低下検出信号により 1次補助電磁

ポンプが自動起動し、強制循環を開始する。 

d. 1 次補助電磁ポンプは手動起動が可能であり、定格流量への流量調整も手動操作と

なる。 

 

④ 成功基準 

     1 次・2次補助冷却系強制循環による崩壊熱除去機能を原子炉スクラム後 1440 時間（2

ヶ月）保持する。 
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(3) サポートシステム 

 ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

3D P/C 

3S C/C 

7S 

〃 

6C 

7S 

〃 

3S C/C 

〃 

1 次補助冷却系循環ポンプ（1次補助電磁ポンプ） 

同ポンプ IVR 

1 次補助冷却系出口弁 

1 次補助冷却系入口弁 

補助冷却系操作回路 

サイフォンブレーク止弁 A 

サイフォンブレーク止弁 B 

サイフォンブレーク止弁 C 

サイフォンブレーク止弁 D 

EP32.1-1 

IR32.1-1 

V32.1-1 

V32.1-3 

 

V32.1-6 

V32.1-7 

V32.1-8 

V32.1-9 

 

 ② 機器の冷却 

系統名称 機器名称 機器番号 

格納容器雰囲気調整系統 

〃 

機器冷却ファン A 

機器冷却ファン B 

B84-7A 

B84-7B 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

   ① 1次補助電磁ポンプは3C P/Cより受電可能であるが、通常は3D P/Cに接続されており、

電源切替操作は手動となるため、フォルトツリー作成においては考慮しない。 

     ② 1 次補助電磁ポンプ冷却機能喪失は、機器冷却ファンから 1次電磁ポンプまでの冷却ガ

ス供給機能喪失を想定し、機器冷却ファンへの冷却ガス供給系（フレオン冷凍機、格納

容器再循環空調器、バックアップモード切替機能等）故障は、フォルトツリー作成にお

いては考慮しない。 

     ③ 1 次補助冷却系のドレン弁前後のナトリウムはフリーズさせているため、ドレン弁破損

によるナトリウム漏えい及び誤ドレンは、フォルトツリー作成においては考慮しない。 

 ④ 1 次補助冷却系統設備の強制循環機能試験はサイクル運転毎に 1回実施する。 

   ⑤ 1 次補助冷却系出入口弁及びサイフォンブレーク止弁の作動試験は施設定期検査時に

実施する。 

⑥ 1 次補助冷却系の配管長を以下に示す。 

   ・炉容器出口～1次補助電磁ポンプ入口 

外径 4B、肉厚 4.0mm、全長 27.0m           

   ・1 次補助電磁ポンプ出口～炉容器入口 

外径 3B、肉厚 4.0mm、全長 19.8m   

   ・ドレンライン 

外径 2B、肉厚 3.5mm、全長 19.9m   
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   ・ベント、サイフォンブレークライン 

外径 1B、肉厚 3.0mm、全長 18.1m  

   ・温度計鞘管（補助中間熱交換器出入口） 

外径 1/2B、肉厚 2.3mm、全長 1.2m   
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６．７ 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動-2 次系） 

 

(1) 頂上事象 

補助冷却系による強制循環除熱失敗（自動起動-2 次系） 

 

(2) システム記述 

① 機能 

2 次補助冷却系は、1次補助冷却系より補助中間熱交換器を介して伝えられた熱を大気

に放散する機能を有する。 

 

② 構成 

2 次補助冷却系系統図を図 6-7-1 に示す。2次補助冷却系は 1ループの構成であり、2

次補助冷却系循環ポンプ（2次補助電磁ポンプ）、補助冷却器、膨張タンク、配管及び弁

類、2次補助プラギング計、電磁流量計等で構成され、除熱量は約 2.6MWt である。また、

補助冷却器は、冷却器本体と冷却媒体である空気を冷却器に送り込む送風設備から構成

され、送風設備は補助送風機のほか、入口ベーン、出入口ダンパ、ダクト類及び予熱設

備を有する。2次冷却材は放射化されないため、配管は一重管構造である。 

 

③ 運用 

a. 2 次補助電磁ポンプは、誘導電圧調整器(IVR)の手動調整により通常時 100％流量

(65m3/h)で運転されている。IVR は、2次補助電磁ポンプの停止で、自動的に最小位置

に戻る。また、停電対策として、2次補助電磁ポンプ CS が入残であれば、2次補助 2S 

C/C 遮断器投入(DG 切替完了)と同時に自動起動する。ただし、IVR の自動昇圧は、補

助系自動起動信号発生時のみである。 

b. 補助冷却器は、原子炉出力上昇時の 45MWt 出力において自然通風を開始（出口ダンパ

｢全開｣、入口ダンパ｢10％開｣、補助冷却器出口 Na 温度調節計｢AUTO｣･設定｢390℃｣）す

るとともに、補助送風機を自動待機状態（CS｢自動｣）とする。入口ダンパについては、

原子炉熱出力 100MWt にて｢全開｣とする。 

c. 補助送風機は、自動待機状態において補助系自動起動信号が発生した場合に自動起動

し、除熱を開始する。また、補助系自動起動信号を除く自動起動条件が成立していれ

ば、手動起動が可能である。 

 

2 次補助冷却系において、ナトリウムは通常時にも 100％流量で循環しているが、1次

補助冷却系が逆流状態であるため、除熱は行っていない。1 次補助電磁ポンプが自動起

動した場合には、自動で補助冷却器出入口ダンパ及び入口ベーンが「開」となり、補助

送風機が自動起動し、必要な熱除去を行うことができるようになっている。 

 

 



JAEA-Technology 2009-004 

 －78－

④ 成功基準 

1 次・2次補助冷却系強制循環による崩壊熱除去機能を原子炉スクラム後 1440 時間（2

ヶ月）保持する。 

 

(3) サポートシステム 

① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

2S C/C（AC420V） 補助送風機 B32.2-1 

〃 2 次補助冷却系循環ポンプ（2次補助電磁ポンプ） EP32.2-1 

〃 同ポンプ IVR モータ IM32.2-1 

2S C/C（AC210V） 同ポンプ冷却ファン A B32.2-2A 

〃 同ポンプ冷却ファン B B32.2-2B 

〃 補助冷却器出口ダンパ DP32.2-3 

7C 2 次補助冷却系 2S C/C 制御電源  

7S 補助中間熱交換器出口止弁 V32.2-1 

〃 補助中間熱交換器入口止弁 V32.2-2 

〃 2 次補助冷却系制御電源  

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 2 次補助冷却系による強制循環除熱機能が喪失する共通要因として、2次補助電磁ポン

プ継続運転失敗、補助冷却器除熱機能喪失、冷却材ナトリウム喪失を抽出し、外部電源

喪失事象においては前述の要因に、2 次補助電磁ポンプ起動失敗、2 次補助電磁ポンプ

IVR 昇圧不可を考慮してフォルトツリーを作成する。 

② 動的機器である 2次補助電磁ポンプ及び 2次補助送風機については、それぞれの起動

失敗と継続運転失敗の要因として、制御系の動作、電源系の故障等だけでなく、本体の

故障を考慮する。 

③ 2 次補助冷却系設備の動力電源である 2 次補助冷却系 2S C/C は、通常 2C P/C から受

電されている。2D P/C からの受電も可能であるが、受電切替は手動操作となるため、フ

ォルトツリー作成においては考慮しない。 

④ 2 次補助冷却系設備の機能試験は、起動前点検毎に実施する（非常用冷却系点検にお

ける補助冷却系起動確認時の 2次補助冷却系自動起動信号の発生確認をもって、機能確

認とする）。 

⑤ 2 次補助冷却系の配管長を以下に示す。 

・補助中間熱交換器出口合流点～補助冷却器入口/補助冷却器出口～補助中間熱交換器入

口ノズル 

外径 3B、肉厚 5.5mm、全長 114.7m 

・補助中間熱交換器出口ノズル～補助中間熱交換器出口合流点 

外径 2B、肉厚 3.9mm、全長 5.3m 
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・膨張タンク～2次補助冷却系主配管接続点～2次補助充てん弁 

外径 1B、肉厚 3.4mm、全長 19.5m 

・2 次補助プラギング計内 1B 配管 

外径 1B、肉厚 3.0mm、全長 0.7m 

・ベント/ドレン配管、2次補助プラギング計出入口配管 

外径 3/4B、肉厚 2.9mm、全長 13.9m 

・2 次補助プラギング計内 3/4B 配管 

外径 3/4B、肉厚 2.5mm、全長 0.5m 

・2 次補助プラギング計出入口配管 

外径 1/2B、肉厚 2.8mm、全長 1.7m 

・2 次補助プラギング計内 1/2B 配管 

外径 1/2B、肉厚 2.5mm、全長 0.4m 

・2 次補助プラギング計内 1/2B 配管 

外径 3/8B、肉厚 2.0mm、全長 1.5m 

・補助冷却器出入口及び補助中間熱交換器出入口温度計鞘管（母管内突出し部分） 

外径 8.6mm（内径  3.6mm）、肉厚 2.5mm、全長 0.6m（150mm×4 本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



JAEA-Technology 2009-004 

 －80－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
6
-
7
-
1
 
2
次
補
助
冷
却
系
系
統
図
 

屋
外
排
気

出
口

ダ
ン

パ

補
助

冷
却

器

入
口

ダ
ン

パ

Ｍ

原
子

炉
付

属
建

屋
ド

ラ
イ
ブ
ユ
ニ
ッ

ト

入
口
ベ
ー
ン

壁

補
助

送
風

機
屋

外
吸

気

ド
ラ

イ
ブ

ユ
ニ

ッ
ト

2
次
補
助

プ
ラ
ギ

ン
グ
計

2
次
補
助

電
磁
ポ

ン
プ

電
磁

流
量

計

2
次
主

冷
却
系

Ａ

V
3
2
.
2
-
3

膨
張
タ
ン
ク

V
3
5
.
2
-
6

V
3
5
.
2
-
1
0

膨
張
タ
ン
ク
オ
ー
バ
フ
ロ
ー

２
次
補
助

ド
レ
ン

V
3
5
.
2
-
5

格
納

容
器

バ
ウ

ン
ダ

リ

V
3
2
.
2
-
1

Ｍ Ｍ
V
3
2
.
2
-
2

V
3
5.
2
-
8 補
助
中

間
熱

交
換

器

１
次
補
助
冷
却
系

V
3
2
.
2
-
5

V
3
2
.
2
-
4



JAEA-Technology 2009-004 

 －81－

６．８ リークジャケット部健全性確保 

 

(1) 頂上事象 

原子炉容器リークジャケット部の破損による原子炉容器液面保持機能の喪失 

 

(2) システム記述 

① 機能 

 1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器）が発生した場合、ナトリウムはリーク

ジャケット内に流入する。漏えいナトリウムをリークジャケット部（二重構造空間部）

に閉じ込めることによって漏えい容量を制限する機能を有する。 

 

② 構成 

 リークジャケットは原子炉容器及び原子炉容器出入口配管部で二重構造バウンダリを

形成している。 

 

③ 運用 

原子炉停止中において、予熱窒素ガスをリークジャケット部に通気させることで、原

子炉容器及び主配管を一定の温度に保持する。 

    

④ 成功基準 

通電式ナトリウム漏えい検知器により、ナトリウム漏えいを早期に検知し、ナトリウ

ム漏えい量をリークジャケット空間体積に制限し、1440 時間（2ヶ月）保持する。 

 

(3) サポートシステム 

バウンダリ構成要件としてリークジャケット仕切弁閉動作を考慮する必要がある

（「6.12 リークジャケット仕切弁「閉」動作」参照）。 

 

(4) フォルトツリー作成にあたっての仮定 

① 原子炉容器のリークジャケットは、原子炉出入口配管の 1次系冷却配管を一部含み、バ

ウンダリを構成している。 

②  原子炉容器のリークジャケットには、漏えいループを特定できるよう、漏えいナトリ

ウム流路を制御しているが、フォルトツリー作成においては考慮しない。 

③  リークジャケットはステンレス製の静的機器である。故障事象としては、経年劣化に

よる破損を想定する。 

④ リークジャケット空間体積は、4.3m3とした（下記参照）。 

原子炉容器部       2.25 m3  ホットレグ(20B)配管    0.321m3 

コールドレグ(12B)配管   1.142m3  窒素ガス入口(10B)配管   0.311m3  

窒素ガス出口(10B)配管   0.262m3  合計                4.3m3
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６．９ 外管健全性確保 

 

(1) 頂上事象 

   ① 外管健全性確保失敗（起因事象：1次主冷却系ナトリウム漏えい） 

   ② 外管健全性確保失敗（起因事象：1次補助冷却系ナトリウム漏えい） 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     1 次主冷却系及び 1 次補助冷却系統設備の機器・配管類においては、ナトリウム充て

んドレン系を除いた大部分が二重管で構成される。二重管においては、外管がナトリウ

ムのリークジャケットの役割を有する。また、原子炉停止中において、二重管アニュラ

スに予熱窒素ガスを通気することで、配管を一定の温度に保持する。 

 

② 構成 

    二重管構造を有する系統は、1次主冷却系統・主中間熱交換器・炉容器・1次補助冷却

系統であり、図 6-9-1 に 1 次主冷却系配管二重管(原子炉容器～主中間熱交換器) の構造

図を示す。 

二重管の機能は以下のとおりである。 

・内管破損によるナトリウム漏えい時のバックアップバウンダリ機能 

・ナトリウム漏えい検出機能 

・予熱窒素ガスによる予熱機能 

 

外管には保温材が設置されており、上記の機能を有するため、（通電式）ナトリウム漏

えい検出器用座及び予熱窒素ガス系接続ノズルが設置されている。 

内管及び外管はスペーサにより間隙を均等に保持する。ハンガ及び防振器取付用ラグ

は外管を貫通して内管に設置されており、当該位置では内外管が固定されるため、内外

管の熱伸び差を吸収するよう、隣接するラグ間の外管にベローズが設置されている。な

お、垂直配管部の一部にはベローズが外管自重によって伸縮することがないよう、内外

管にストッパーが設置されている。また、地震等の振動による変位を拘束するため、建

屋側と内管（防振器取付用ラグ）との間に防振器が設置されている。 

     その他、内管温度測定のための温度計用座、内管の最低水平部の真下部にはドレンノ

ズルが設置されている。 

 

③ 運用 

    原子炉運転中（予熱窒素ガスブロア停止時）は、全ての系統の二重管アニュラス部の

流路が形成され、窒素ガス圧力はリークジャケット圧力制御系により 3.43kPa～

13.24kPa の範囲で制御される。 

 



JAEA-Technology 2009-004 

 －83－

④ 成功基準 

通電式ナトリウム漏えい検知器により、ナトリウム漏えいを早期に検知し、ナトリウ

ム漏えい量を二重管アニュラス部空間体積に制限し、1440 時間（2ヶ月）保持する。 

 

(3) サポートシステム 

     なし 

 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

   ① 外管健全性確保の機能喪失要因として、配管破損のみを想定した。 

   ② 待機状態における配管破損は、リークジャケット圧力の監視及び圧力低（2.45kPa 以下）

警報の発報により検知する。 

③ 1 次主冷却系及び 1 次補助冷却系の配管長(内管)を以下に示す。外管の配管長は、内管

と同じとした。 

   a. 1 次主冷却系配管長 

・炉容器出口～主中間熱交換器入口 

外径 22B、肉厚 3.0mm、全長 60m   

     ・主中間熱交換器出口～1次主循環ポンプ入口 

外径 20B、肉厚 3.0mm、全長 48m 

     ・1 次主循環ポンプ出口～炉容器入口 

外径 16B、肉厚 3.0mm、全長 60m   

      ・ドレンライン 

外径 3B、肉厚 3.0mm、全長 14m   

      ・ベント、サイフォンブレークライン 

外径 2B、肉厚 2.8mm、全長 18m   

  b. 1 次補助冷却系配管長 

   ・炉容器出口～1次補助電磁ポンプ入口 

外径 6B、肉厚 3.0mm、全長 46.8m   

     ・1 次補助電磁ポンプ出口～炉容器入口 

外径 3B、肉厚 3.0mm、全長 19.9m   

      ・ベント、サイフォンブレークライン 

外径 2B、肉厚 2.8mm、全長 18.1m   
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番号 名  称 備 考 

① 内管(20B)  

② 外管(22B)  

③ 保温材(22B)  

④ ベローズ V1-1～8 

⑤ ラグ  

⑥ スペーサ  

⑦ ハンガ HA1.1-1～4B

⑧ ストッパー  

⑨ 防振器 DA1.1-1～7 

⑩ ナトリウム漏えい検出器用座  

⑪ 予熱窒素ガス系接続ノズル (10B) 

⑫ ドレンノズル (2B) 

⑬ 温度計用座（A）  

⑭ 温度計用座（B）  

図 6-9-1 1 次主冷却系配管二重管構造図(原子炉容器～主中間熱交換器) 
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６．１０ 安全容器健全性確保 

 

(1) 頂上事象 

安全容器の破損による原子炉容器液面保持機能の喪失 

 

(2) システム記述 

① 機能 

原子炉容器（リークジャケットを含む）が破損し、ナトリウム漏えいが発生した場合

に、安全容器の健全性を確保することで、原子炉容器内ナトリウム液面を炉心頂部よ

り高い位置に保持する機能を有する。 

 

    ② 構成 

       安全容器は、原子炉容器・遮へいグラファイトブロックを収納・保持する鋼製の円筒

状容器である。 

 

      ③ 運用 

安全容器の外側は、鋼板と遮へい用コンクリートで覆われている。鋼板とコンクリー

ト遮へい体の間に冷却用窒素ガスを通気して、遮へい用コンクリート体の温度を許容温

度以下に保持している。 

 

④ 成功基準 

原子炉容器（リークジャケットを含む）が破損し、ナトリウム漏えいが発生した場合

に、原子炉容器内ナトリウム液面を炉心頂部より高い位置に 1440 時間（2 ヶ月）保持

する。 

 

(3) サポートシステム 

安全容器の冷却は、遮へいコンクリート冷却系により実施される。ただし、遮へいコン

クリートの強制冷却機能がない場合でも。安全容器の形状維持は可能であり、本評価にお

いては、遮へいコンクリート冷却系の影響は考慮しない。 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 遮へいコンクリート冷却系により安全容器を冷却することで、炉心の崩壊熱除去は可能

であるが、運用実績が少ないこと、切替操作等は手動操作であることを勘案し、安全容

器については、形状維持による原子炉容器内ナトリウム液面保持機能のみに期待する。 

② 安全容器は鋼製の静的機器である。故障事象としては経年劣化による破損を想定する。 

③ 安全容器の主要目を以下に示す。 

・容積（内径 6400×全高 9050×板厚（円筒部：19、底板：25））：約 300m3 

（遮へいグラファイトブロック占有量：約 150m3、窒素ガス空間容量：約 19m3） 



JAEA-Technology 2009-004 

 －86－

・最高使用圧力 貫通部ベローズより上部：内圧 49kPa 外圧 98kPa 

貫通部ベローズより下部：内圧 98kPa 外圧 98kPa 

・設計温度：450℃ 
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６．１１ 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作 

 

(1) 頂上事象 

 ① 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作失敗（1次主冷却系ナトリウム漏えい） 

 ② 予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作失敗（1次補助冷却系ナトリウム漏えい） 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     予熱窒素ガス系仕切弁は、1 次冷却系予熱用窒素ガスを炉容器、主冷却系 A ループ、

主冷却系 Bループ及び１次補助冷却系のリークジャケット及び二重管アニュラス部へ通

気するため、各系統の出入口に設置されている。また、ナトリウム漏えい発生時には自

動的に「閉」となり、漏えい箇所を隔離することで、ナトリウム漏えい量を抑制する機

能を有する。 

 

② 構成 

     予熱窒素ガス系系統図を図 6-11-1 に示す。予熱窒素ガス系仕切弁は、主冷却系 Aルー

プ出/入口弁(V71-6A/46A)、主冷却系 Bループ出/入口弁(V71-6B/46B)、炉容器 Aループ

出/入口弁(V71-47A/7A)、炉容器 B ループ出/入口弁(V71-47B/7B)、補助冷却系出/入口弁

(V71-8/42)で構成される。電動駆動弁であるが、切替ハンドルにより手動操作も可能で

ある。 

 

③ 運用 

    a. 原子炉運転中（予熱窒素ガス系ブロア停止時）は、二重管アニュラス部の窒素ガス

圧力制御のため、各仕切弁を 5％「開」（微開）とし、流路を形成している。 

     b. 予熱窒素ガスブロア運転による予熱窒素ガス通気時は、入口側の弁を「全開」とし、

出口側の弁の開度調整により、各系統への通気流量を調整する。 

c. 1 次主冷却系でナトリウム漏えいが発生し、ナトリウム漏えい検出器の作動（2 out 

of n）及び 1 次主循環ポンプ A/B の低回転数検出の and 条件により当該系統の予熱窒

素ガス仕切弁が自動的に「閉」となる。 

 

④ 成功基準 

     1 次冷却系ナトリウム漏えい発生時に仕切弁が「閉」となり、ナトリウム漏えい量を

当該部空間体積に制限し、1440 時間（2ヶ月）保持する。 
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(3) サポートシステム 

   ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

3S C/C 

〃 

〃 

〃 

7S 

6C 

6D 

主冷却系 Aループ出口弁 

主冷却系 Aループ入口弁 

補助冷却系出口弁 

補助冷却系入口弁 

仕切弁インターロック制御電源 

1 次補助継電器盤 

1 次補助継電器盤 

V71-6A 

V71-46A 

V71-8 

V71-42 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① A ループを代表としてフォルトツリーを作成した。 

② 予熱窒素ガス系仕切弁の作動試験は施設定期検査時に実施する。 
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６．１２ リークジャケット仕切弁「閉」動作 

 

(1) 頂上事象 

     リークジャケット仕切弁「閉」動作失敗による原子炉容器の液面保持機能喪失 

 

(2) システム記述 

 ① 機能 

     1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器）が発生した場合、ナトリウムはリーク

ジャケット内に流入する。リークジャケット仕切弁はナトリウム漏えい発生時に自動的

に「閉」となり、ナトリウム漏えい量を抑制する機能がある。 

  

② 構成 

     リークジャケットは原子炉容器及び原子炉容器出入口配管部で二重構造バウンダリを

形成している。ナトリウム漏えい時には、漏えいナトリウムをリークジャケット部（二

重構造空間部）に閉じ込めることによって漏えい量を制限する。リークジャケット仕切

弁「閉」動作は、リークジャケット部の空間容量を保持するため、ナトリウム漏えいに

よる 1 次主循環ポンプ低回転検出信号を検知して自動的に全「閉」となるインターロッ

クを有する。 

 

 ③ 運用 

       リークジャケット仕切弁は、通常「開」であり、リークジャケットに予熱用窒素ガスを

供給する流路となる。 

   

④ 成功基準 

     1 次主冷却系ナトリウム漏えい（原子炉容器）が発生した場合に、インターロック作動

によってリークジャケット仕切弁が全「閉」となり、ナトリウム漏えい量が抑制される。 

 

(3) サポートシステム 

   ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

3S 

 

 

〃 

 

 

6C 

6D 

A ループリークジャケット仕切弁 

原子炉入口側 

原子炉出口側 

B ループリークジャケット仕切弁 

原子炉入口側 

原子炉出口側 

1 次主循環ポンプ(A)制御回路 

1 次主循環ポンプ(B)制御回路 

 

V71-7A 

V71-47A 

 

V71-7B 

V71-47B 
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(4) フォルトツリー作成にあたっての仮定 

① リークジャケット仕切弁は、ナトリウム漏えいによる自動閉止インターロックが作動

するものを対象とし、リークジャケット仕切機能を達成できる弁であっても、手動操作

を伴う場合には、当該弁を考慮しない。 

② 原子炉容器からのナトリウム漏えいが対象であり、原子炉容器及び原子炉容器出入口

配管部に設置されたナトリウム漏えい検出器を対象として、フォルトツリーを作成する。 

③ リークジャケット仕切弁は、全て電動駆動弁であり、電源供給がなくなると、弁開度

は停電前の開度に維持される。手動による開閉操作は可能であるが、フォルトツリー作

成においては考慮しない（手動操作に期待しない）。 

④ 手動操作スイッチにより、リークジャケット仕切弁の全数一括「閉」が可能であるが、

フォルトツリー作成においては考慮しない（手動操作に期待しない）。 
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６．１３ 1 次補助冷却系出入口弁「閉」動作 

 

(1) 頂上事象 

   ① 1 次補助冷却系出入口弁*）「閉」動作（手動）失敗 

（*：付録のフォルトツリー上の名称は炉容器出入口弁） 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     1 次補助冷却系系統図を図 6-6-1 に示す。1次補助冷却系ナトリウム漏えい発生時に、

1 次補助冷却系出入口弁を「閉」とすることで、ナトリウムの漏えいを抑制するととも

に、漏えい箇所を隔離する機能を有する。 

 

② 構成 

1 次補助冷却系出入口弁は電動駆動弁であり、中央制御室の制御盤操作スイッチによ

る開閉指令により動作する。自動的に「閉」または「開」となるインターロックは設置

されていない。 

 

③ 運用 

    a. 1 次補助冷却系出入口弁は、常時「開」で運用されている。 

     b. 1 次補助冷却系でのナトリウム漏えい発生時に「閉」とする。 

 

④ 成功基準 

     1 次補助冷却系ナトリウム漏えい発生時に 1次補助冷却系出入口弁を「閉」とし、1440

時間（2ヶ月）保持する。 

 

(3) サポートシステム 

   ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

7S 

〃 

6C 

1 次補助冷却系出口弁 

1 次補助冷却系入口弁 

補助冷却系操作回路 

V32.1-1  

V32.1-3 

 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 1 次補助冷却系出入口弁操作は手動により実施されるため、フォルトツリー作成にお

いては、ヒューマンエラーを想定した。 

② 1 次補助冷却系出入口弁の作動試験は施設定期検査時に実施する。 
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６．１４ オーバフロー系運転 

 

(1) 頂上事象  

1 次冷却系ナトリウム漏えい発生時に、原子炉容器ナトリウム液面を通常液位の－50mm

位置で一定に保持するため、オーバフロー系電磁ポンプの自動間欠運転により、ナトリウ

ムをオーバフロータンクから汲み上げる。これに失敗した場合、原子炉容器の液面保持機

能を喪失する。 

 

(2) システム記述 

① 機能  

オーバフロー系は、1 次冷却系ナトリウムをオーバフロータンクから汲み上げ、通常

液位にてオーバフロー状態とすることで、原子炉容器ナトリウム液面を一定に保持する

機能を有する。 

 

② 構成 

 オーバフロー系系統図を図 6-14-1 に示す。オーバフロー系は、原子炉容器からオーバ

フローしたナトリウムが流入する戻り配管、オーバフロータンクからの汲み上げ配管、

電磁ポンプ及び弁類で構成される。オーバフロー系統は、一重管構造であり、配管予熱

には電気ヒータを使用する。 

 

③ 運用 

1 次冷却系ナトリウム漏えい時には、漏えいによるナトリウムの喪失と原子炉停止に 

伴う温度低下によるナトリウムの熱収縮が重なって、原子炉容器内のナトリウム液位は

大きく低下する。ナトリウム漏えいによる原子炉スクラム時には、インターロックによ

りオーバフロー系電磁ポンプがトリップする。トリップの 10～11 分後に炉容器ナトリウ

ム液位が-50mm 以下の場合、オーバフロー系電磁ポンプが自動起動し、-50mm 位置までの

再汲み上げが実施される（以降、繰り返し）。 

なお、ナトリウム液位（通常液位の－50mm）は、再オーバフローによりオーバフロー

戻り配管に熱衝撃を与えないように設定されたものである。 

 

④ 成功基準 

 オーバフロー系によるナトリウム汲み上げにより、原子炉容器の液面保持機能を維持

する。 
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(3) サポートシステム 

 ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

3S 

4S 

6C 

6D 

6S 

1HC P/C 

2C P/C 

7C 

2D P/C 

7D 

オーバフロー電磁ポンプ 

1 次系制御電源  

原子炉容器液面計 A  

原子炉容器液面計 B 

原子炉容器液面計 C 

1 次系予熱ヒータ 

機器冷却ファン A 

制御電源 

機器冷却ファン B 

制御電源 

EP33-1 

 

LS31.1-1A 

LS31.1-1B 

LS31.1-1C 

 

B84-7A 

 

B84-7A 

 

 

② 機器の冷却 

系統名称 機器名称 機器番号 

格納容器雰囲気調整系統 

 〃 

機器冷却ファン A 

機器冷却ファン B 

B84-7A 

B84-7B 

 

 (4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

① 運転継続失敗、冷却材の喪失、流路閉塞、カバーガス閉塞、制御系の故障、電源系の

故障及びオーバフロー電磁ポンプの冷却機能喪失を考慮する。 

② オーバフロー系統は一重配管である。このため、構造上熱的影響を大きく受ける可能

性があることを考慮する。 

③ 純化系電磁ポンプを用いた緊急汲み上げは可能であるが、流路切替操作が手動となる

ため、フォルトツリー作成においては考慮しない。 

④ オーバフロー系の系統の降温率が大きいこと、漏えい時の間欠運転が停止後 10 分か

ら11分間で通常液位－50mmを下回らない限り電磁ポンプを再起動しないことを考慮す

る。 

⑤ オーバフロー系には水平配管部及び U字部があるため、ナトリウムの配管内滞留の可

能性がある。このため、配管閉塞の要因として電気ヒータの故障を考慮する。 

⑥ オーバフロー系の配管長を以下に示す。 

・炉容器オーバフローノズル（戻り配管）～オーバフロータンク入口ノズル 

外径 4B、肉厚 4mm、全長 35m 

・オーバフロータンク汲み上げノズル～炉容器入口 

外径 2B、肉厚 3.5mm、全長 54m 
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６．１５ 主冷却系サイフォンブレーク 

 

(1) 頂上事象 

 ① 主冷却系サイフォンブレーク失敗 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     1 次主冷却系サイフォンブレークは、1次主冷却系ナトリウム漏えい発生時にサイフォ

ン作用により炉容器のナトリウムが炉心頂部より低下することを防止する機能を有する。 

 

② 構成 

     主冷却系サイフォンブレーク作動時状態を図 6-15-1 に示す。1次主冷却系サイフォン

ブレークは、サイフォンブレーク配管、ナトリウム流量計及び原子炉入口逆止弁で構成

される。サイフォンブレーク配管は、1 次主冷却系コールドレグ配管最高部とオーバフ

ローカラム側ナトリウム部を接続している配管で構成され、その中間にはナトリウム流

量計が設置されている。原子炉入口逆止弁は、原子炉入口主冷却配管において、サイフ

ォンブレーク配管接続部より下流側に設置されている。オーバフローカラムのアルゴン

カバーガスは 1次主循環ポンプカバーガスと合流し、アルゴンガス呼吸ヘッダに流入す

る。 

 

③ 運用 

    a. 主冷却系定格流量運転(1538m3/h)時において、1次主冷却系コールドレグ配管の最高

部に接続されるサイフォンブレーク配管内は、常時少量のナトリウム(主冷却系流量の

0.8%程度、約 210ℓ/min)が低温側配管からオーバフローカラム側に流れる。 

     b. 1 次主循環ポンプの停止により、サイフォンブレーク配管内のナトリウム流れは停止

する。 

c. 安全容器外側の 1次主冷却系コールドレグ配管でのナトリウム漏えいの発生または、

ドレン開始により、炉容器出口ノズルのレベル以上部分にアルゴンガスが流入する。

系統内のナトリウム保有量が減少すると、配管、主中間熱交換器、1 次主循環ポンプ

内のナトリウムレベルが低下する。アルゴンガス流入により配管のサイフォン作用は

防止され、炉容器内ナトリウムレベルはほぼ出入口ノズル下端に維持される。 

 

④ 成功基準 

     1 次主冷却系ナトリウム漏えい（配管）時に、原子炉スクラム後 1440 時間（2ヶ月）

の期間において、主冷却系サイフォンブレークが要求された場合に、アルゴンガスが導

通し、サイフォンブレークする。 
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(3) サポートシステム 

    なし 

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

 ① サイフォンブレーク機能喪失要因として、配管閉塞のみを想定した。 

   ② 通常待機状態でのサイフォンブレーク配管の閉塞については、サイフォンブレーク流量

低(ナトリウム流量 25ℓ/min 以下)警報の発生により検知できる。 

   ③ サイフォンブレークの作動試験は施設定期検査時に実施される。 
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図 6-15-1 主冷却系サイフォンブレーク作動時状態図 

1次主循環

ポンプ 

オーバフロー

カラム

サイフォン 

ブレーク配管

1 次主冷却系高温側配管

1 次主冷却系低温側配管 安全容器 

炉 容 器 主中間熱交換器

アルゴンガス 

呼吸配管 
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６．１６ 補助冷却系サイフォンブレーク 

 

(1) 頂上事象 

   ① 補助冷却系サイフォンブレーク失敗 

 

(2) システム記述 

① 機能 

     1 次補助冷却系サイフォンブレークは、1次補助冷却系ナトリウム漏えい（内管、外管

同時破損）時にサイフォン作用により炉容器のナトリウムが炉心頂部より低下すること

を防止する機能を有する。 

 

② 構成 

     1 次補助冷却系サイフォンブレーク配管は、図 6-16-1 の 1 次補助冷却系系統図に示す

点線で囲んだ部分である。サイフォンブレーク配管は止弁 4個と配管で構成されている。

配管は第 1止弁以後（アルゴンガス系統側）が一重管であることを除きすべて二重管構

造である。サイフォンブレーク弁は電動弁である。また、サイフォンブレークを作動さ

せる際のアルゴンガス接続止弁（2 個）が並列に設置され、多重性を考慮した設計とし

ている。 

 

③ 運用 

    a. 以下の 4条件が成立した状態が 5秒継続した時点で 4個のサイフォンブレーク止弁

が開動作する。 

     1) 1 次主循環ポンプ A及び B低回転検出（130min－１以下） 

     2) 1 次補助冷却系ナトリウム漏えい（検出器作動 2 out of 28） 

     3) 1 次主循環ポンプポニーモータ 1台停止 

     4) 炉容器ナトリウム液面低低以下（通常液位-32cm 以下 2 out of 3） 

 

④ 成功基準 

     1 次補助冷却系ナトリウム漏えい時に、原子炉スクラム後 1440 時間（2ヶ月）の期間

において、補助冷却系サイフォンブレークが要求された場合に、アルゴンガスが導通し、

サイフォンブレークする。 
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(3) サポートシステム 

    ① 電源 

母線名称 機器名称 機器番号 

7S 

〃 

3S C/C 

〃 

6C 

サイフォンブレーク止弁 A 

サイフォンブレーク止弁 B 

サイフォンブレーク止弁 C 

サイフォンブレーク止弁 D 

補助冷却系操作回路 

V32.1-6  

V32.1-7  

V32.1-8  

V32.1-9  

 

(4) フォルトツリー作成にあたって用いた仮定 

     ① 1 次補助冷却系サイフォンブレーク止弁不作動によるサイフォンブレーク失敗は、

V32.1-6 と V32.1-8 の同時不作動または、V32.1-7 と V32.1-9 の同時不作動の組合せ

とする。 

② 1 次補助冷却系サイフォンブレーク止弁の作動試験は施設定期検査時に実施する。 
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７．事故シーケンスの定量化（炉心損傷頻度の算出） 

 

 事故シーケンスの定量化（炉心損傷頻度の算出）における基本手順を以下に示す。ここでは、

炉心損傷に至る事故シーケンスについて事故カテゴリー分類を実施し、各カテゴリー毎の事故シ

ーケンスを定量化するとともに、炉心損傷頻度の評価過程において取得できるミニマルカットセ

ット（システムの失敗等に至る基本事象の最小の組み合わせ）とその発生確率を評価し、炉心損

傷頻度に対して支配的な寄与因子を評価した。 

 

（1） 各起因事象について、「常陽」での過去の運転における類似事象等の発生実績や先行

PSA の結果等に基づき、その年間当りの発生頻度を評価する。 

（2） フォルトツリーにおける基本事象の発生確率を評価する。評価にあたっては、基本事

象に対応する機器の故障率を、原則として FBR 機器信頼性データベース（CORDS）12)に

基づいて設定するとともに、故障通報時間（機器が故障してから通報に至るまでの最大

時間（例：試験間隔））と使命時間（機器の機能が要求される最大時間）を定め、作動

要求時機能喪失確率（Unavailability）または運転継続失敗確率（Unreliability）を

評価する。 

（3） 共通要因故障（CCF：Common Cause Failure 共通原因により短期間に発生する複数

の機器故障）の発生確率を評価する（ヒューマンファクタによる共通要因故障を除く）。 

（4） ヒューマンファクタによる共通要因故障の発生確率を評価する。 

（5） 上記（2）～（4）の評価結果と、イベントツリー上のヘディング項目に対応するフォ

ールトツリーデータとから、イベントツリー上の個々の事故シーケンスに対してミニマ

ルカットセットを導出し、これを定量化することで当該事故シーケンスの発生確率を求

める（PSA 評価ツール：PIRAS（付録参照）を使用）。この事故シーケンスの発生確率に、

対応する起因事象の発生頻度（上記（1）で算出）を乗じて、当該事故シーケンスの発

生頻度が求められる。このようにして全ての事故シーケンスの発生頻度を求め、これら

を合算することでプラントの全炉心損傷頻度を算出する。 
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７．１ 起因事象の定量化 

 

起因事象の発生頻度（単位：／炉年（ry））の評価方法を以下に示す。以下の 3種類の方法によ

り算出した起因事象の発生頻度について、妥当と考えられる値を選び、起因事象の発生頻度を設

定した。 

 

・ 統計的手法による評価 ： 

α×（n+(1/2)）/ To （n:発生回数、To:運転期間、α：年間稼働率） 

    ※ To：8.1 炉年（70797.99 時間：MK-Ⅲ第 6サイクル運転終了までの運転実績） 

      α：0.6（≒300 日（60 日×5 ｻｲｸﾙ）/1.5 年（運転期間(1 年)＋定期検査期間(0.5 年)） 

・ 故障確率積み上げ法による評価： 

α×∑P （α：年間稼働率、P：機器の年間故障確率） 

※ P ：機器の年間故障確率を故障率データ（CORDS）と使命時間から算出 

      α：0.6（≒300 日（60 日×5 ｻｲｸﾙ）/1.5 年（運転期間(1 年)＋定期検査期間(0.5 年)） 

・ 先行 PSA での起因事象発生頻度に基づく評価 

「常陽」の設計を考慮した上で、妥当であれば、先行 PSA で使用された起因事象（起因

事象カテゴリー）発生頻度を使用する。 

 

起因事象発生頻度の評価結果を表 7-1-1 に示す。「常陽」の運転実績において、起因事象発生回

数が 1以上のものについては、統計的手法による評価値を採用した。一方で、発生回数がゼロの

起因事象については、統計的手法による評価では、その発生頻度が 3.7×10-2/炉年（＝0.5/8.1：

運転期間約 27 年に１回の頻度で当該起因事象が発生）となり、事象によってはその評価が過大で

あると考えられるため、より母集団が大きく現実的と考えられる先行 PSA に基づく評価値を採用

した。ただし、ナトリウム漏えいに係る起因事象（IC02-1,2,3,4 、IC03、IC06）については、先

行 PSA が対象としているプラントと「常陽」では規模が異なるため、故障確率積み上げ法による

評価値を使用した（表 7-1-2 参照）。各起因事象の発生頻度を以下に示す。 

 

 

・IC01：正の反応度投入       6.5×10-3/炉年 

・IC02-1：1 次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい（RV（出口配管上））       1.7×10-4/炉年 

・IC02-2：1 次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい（RV（出口配管下～炉心頂部）） 1.7×10-4/炉年 

・IC02-3：1 次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい（RV（炉心頂部下））       1.7×10-4/炉年 

・IC02-4：1 次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい（配管）       3.6×10-3/炉年 

・IC03：1 次補助冷却系ナトリウム漏えい       6.3×10-4/炉年 

・IC04：1 次主冷却系循環ポンプ（1台）軸固着       9.3×10-2/炉年 

・IC05：1 次主冷却系循環ポンプ（1台）トリップ       9.3×10-2/炉年 

・IC06：2 次主冷却系ナトリウム漏えい       4.3×10-3/炉年 

・IC07：2 次主循環ポンプ（1台）トリップ       1.1×10-1/炉年  
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・IC08：主冷却機（1台）故障（主送風機 3台運転）       1.1×10-1/炉年 

・IC09：外部電源喪失       9.3×10-1/炉年 

・IC10：手動スクラム       4.8×10-1/炉年 

 

発生頻度が最大となる起因事象は、IC09 外部電源喪失であった。これは、地理的・気象条件（落

雷の発生頻度）による影響とともに、「常陽」は試験研究炉であることから、商業用軽水炉と異な

り外部電源喪失発生時において運転を継続する必要性が小さく、外部電源喪失時に原子炉をスク

ラムさせる設計としていることに起因したものであることから、「常陽」の特徴を反映した結果と

なっている。その他、手動スクラム、2 次主循環ポンプトリップ、主冷却機故障の 3 つの起因事

象発生頻度が大きく、統計的手法による評価値（「常陽」運転実績に基づく評価値）が比較的大き

な値を示す傾向となった。ナトリウム漏えいに関わる起因事象では、炉容器からの漏えい

（IC02-1,2,3）と補助冷却系からの漏えい（IC03）が 10-4/炉年のオーダ、それ以外の主冷却系か

らの漏えい（IC02-4,IC06）は 10-3/炉年のオーダとなった。 
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総運転時間 70797.99 ｈｒ　＝ 8.1 ｒｙ
平均稼働率 0.6

統計的手法 故障率積み上げ法 PSA採用値

IC01：正の反応度投入 0 3.7E-02 6.5E-03 *1 6.5E-03

IC02-1：1次主冷却系ナトリウム漏えい
　　　　　　（RV（出口配管上））

0 3.7E-02 1.7E-04 *2 1.7E-04

IC02-2：1次主冷却系ナトリウム漏えい
　　　　　　（RV（出口配管下～炉心頂部））

0 3.7E-02 1.7E-04 *2 1.7E-04

IC02-3：1次主冷却系ナトリウム漏えい
　　　　　　（RV（炉心頂部下））

0 3.7E-02 1.7E-04 *2 1.7E-04

IC02-4：1次主冷却系ナトリウム漏えい（配管） 0 3.7E-02 3.6E-03 *2 3.6E-03

IC03：1次補助冷却系ナトリウム漏えい 0 3.7E-02 6.3E-04 *2 6.3E-04

IC04：1次主循環ポンプ（1台）軸固着 0 3.7E-02 9.3E-02 9.3E-02

IC05：1次主循環ポンプ（1台）トリップ 0 3.7E-02 9.3E-02 9.3E-02

IC06：2次主冷却系ナトリウム漏えい 0 3.7E-02 4.3E-03 *2 4.3E-03

IC07：2次主循環ポンプ(1台）トリップ 1 1.1E-01 - 1.8E-01 1.1E-01

IC08：主冷却機（1台）故障（主送風機3台運転） 1 1.1E-01 - - *3 1.1E-01

IC09：外部電源喪失 12 9.3E-01 - 6.6E-02 9.3E-01

IC10：手動スクラム 6 4.8E-01 - 6.9E-01 4.8E-01

*1: ”通常速度での微調整棒の引抜き”と制御棒引抜き以外の要因の合計。

*2: 配管長、系統構成等が異なることから参照せず。

*3: 該当する起因事象はなし。

起因事象発生頻度
先行PSA

表7-1-1　起因事象の発生頻度

事象発生回数起因事象
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 起因事象 構成機器 外部漏えい故障率 配管長(m)、基数 年間漏えい発生頻度(*1)

IC02-1：1次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい
　　　　　　（RV（出口配管上））

原子炉容器 3.3E-08 1 1.7E-04

IC02-2：1次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい
　　　　　　（RV（出口配管下～炉心頂部））

原子炉容器 3.3E-08 1 1.7E-04

IC02-3：1次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい
　　　　　　（RV（炉心頂部下））

原子炉容器 3.3E-08 1 1.7E-04

主循環ポンプ 3.3E-08 2 3.4E-04
主中間熱交換器 3.3E-08 2 3.4E-04
主冷却系配管 7.0E-10 180 2.2E-03 1ループ90m

温度計鞘管 0.0E+00 4 0.0E+00
その他枝管 2.1E-10 100 3.7E-04 1ループ50m

オーバフローカラム 3.3E-08 2 3.4E-04
圧力計（PX31.1-1A） 2.1E-10 20 2.2E-05 1ループ10m

3.6E-03

IC03：1次補助冷却系ナトリウム漏えい 逆止弁 9.2E-09 1 4.9E-05
電動弁 9.2E-09 1 4.9E-05
手動弁 9.2E-09 1 4.9E-05
補助冷却系主配管 2.1E-10 120 4.4E-04
その他枝管 2.1E-10 40 4.5E-05

6.3E-04

IC06：2次主冷却系ナトリウム漏えい 主循環ポンプ 3.3E-08 2 3.4E-04
主冷却系配管 7.0E-10 400 1.5E-03 1ループ200m

その他枝管 2.1E-10 400 4.5E-04 1ループ200m

主冷却器伝熱管破損 9.9E-08 4 2.1E-03
4.3E-03

(*1) : 年間発生頻度の評価では、プラントの平均稼働率として0.6を考慮した。

表7-1-2　ナトリウム漏えい起因事象の発生頻度（積み上げ法）

IC02-4：1次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ漏えい
　　　　　　（配管）
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７．２ 基本事象の定量化 

 

基本事象の定量化に必要な信頼性データおよび機器運転に関するパラメータは、機器故障率、

故障通報時間、使命時間である。本評価では、これらを以下のように設定した（詳細については、

付録参照）。 

・ 機器故障率 ：基本的に FBR 機器信頼性データベース（CORDS）により設定 

・ 故障通報時間：「常陽」における監視・点検頻度に基づき設定 

・ 使命時間  ：崩壊熱除去系 1440 時間（2ヶ月） 

非常用ディーゼル発電機 48 時間 

 

崩壊熱除去系の使命時間とは、動作可能な 1ループによる崩壊熱除去運転が要求される期間で

ある。この崩壊熱除去系の使命時間の設定にあたっては、最も厳しい想定として崩壊熱除去開始

時点において、崩壊熱除去に使えるループが 1 ループしかないような事故シーケンスに対して設

定すれば良い。「常陽」の PSA においては、先行 PSA で設定している値を参考に、十分に保守的な

値として使命時間 1440 時間（2ヶ月）を適用した。 

基本事象の定量化手順を以下に示す。対象となる基本事象は 1348 個である（評価結果について

は付録参照）。 

 

  （1） 基本事象を以下のタイプに分類する。 

      ・ UA（Unavailability）事象 ：作動要求時機能喪失 

      ・ UR（Unreliability）事象 ：運転継続失敗 

      ・ 試験アウテージ事象 ：定例試験等による供用不可 

      ・ メンテナンスアウテージ事象 ：機器故障・異常発生時保守・補修作業によ

る供用不可 

  （2） 機器故障率、故障通報時間、使命時間より、以下の式に従い、基本事象の発生確率

（失敗確率）を算出する。なお、本評価においては、試験アウテージ事象、メンテナ

ンスアウテージ事象は寄与が小さいと考え、評価には取り入れていない。 

 

・UA 事象  UA = (1/2)× λ×Ta λ：機器故障率 

                      Ta：故障通報時間 

・UR 事象    UR = 1 – exp (λ×Tm) ≒ λ×Tm（λ×Tm <<1） 

                                             λ：機器故障率 

                                             Tm：使命時間 
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７．３ 共通要因故障の定量化 

 

共通要因故障には、類似した故障メカニズム(温度、湿度、振動、照射ダスト、腐食、錆び等)

により、多重系統の故障確率が増加する事象（物理的要因による共通要因故障）、及び操作忘れ、

誤操作を含むヒューマンファクタによる多重故障（人的要因による共通要因故障）がある。ここ

では、物理的要因による共通要因故障について定量化を実施した。 

本評価では、共通要因故障を考慮せずに導出した事故シーケンスの定量化結果を基に、共通要

因故障の影響が大きいと考えられる機器グループを選定し、過去の PSA 事例を参考に共通要因故

障を考慮する機器・故障モードを抽出した。以下に、共通要因故障の定量化対象項目を示す。 

 

・ 原子炉安全保護系動作失敗 

・ 制御棒の挿入失敗 

・ 主冷却系による自然循環除熱失敗 

 

共通要因故障の定量化は、過去の PSA を参考に、MGL 法（Multiple Greek Letter 法)により実

施した。MGL 法では、機器の故障率の一定割合（β）に 2 基以上の共通要因故障が発生し、それ

らの共通要因故障のうち、ある割合（γ）で 3 基以上の故障の発生を想定し、定量化評価を実施

する。さらに、3 基以上の故障が発生した場合に、ある割合（δ）で 4 基以上の故障が発生する

ことを想定し、パラメータβ、γ、δ、・・・を定めて定量化を実施し、最終的な共通要因故障の

発生率を評価する。これらのパラメータについては、類似機器のデータ（米国軽水炉の運転経験

を基にした NUREG/CR-5497 等）や先行 PSA の結果を基にした工学的判断に基づく値を使用した。

以下に評価結果を示す。 

 

（1）原子炉安全保護系動作失敗 

   原子炉安全保護系動作失敗においては、原子炉スクラム信号出力リレーの 2重共通要因

故障（「開」失敗）、4重共通要因故障（「開」失敗）を想定した。当該リレー1台の故障発

生確率は、2.7×10-7 であり、2 重共通要因故障については、これにβ（3.59×10-2）を乗

じて、その発生確率を 9.7×10-9とした。また、4重共通要因故障については、これにβ・

γ・δ（合計 1.56×10-2）を乗じて、その発生確率を 4.2×10-9とした。 

 

（2）制御棒の挿入失敗 

   制御棒の挿入失敗においては、制御棒の挿入失敗の 3重共通要因故障（切離機構の不具

合により、原子炉停止に必要な 4本のうち、3本の制御棒の挿入に失敗）、4重共通要因故

障（切離機構の不具合により原子炉停止に必要な 4本の制御棒の挿入に失敗）及び原子炉

スクラム信号最終段リレー6重共通要因故障を想定した。 

3 重共通要因故障については、4ケースの制御棒の挿入失敗が想定される。上記(1)と同

様の手法で定量化した 1ケースあたりの共通要因故障発生確率（制御棒 1本の挿入失敗確

率×β×γ×（1-δ）/ 4-1C3-1 ＝1.57×10-5×8.8×10-2×0.9×0.1/3）は、4.14×10-8であ
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り、これにケース数の 4を乗じて、発生確率は 1.7×10-7となった。 

4 重共通要因故障の発生確率（制御棒 1 本の挿入失敗確率×β×γ×δ/ 4-1C4-1 ＝1.57

×10-5×8.8×10-2×0.9×0.9/1）は 1.1×10-6となった。 

原子炉スクラム信号最終段リレー6重共通要因故障の発生確率は、6重の共通要因故障確

率を導出するためのパラメータがなかったことから、工学的判断により 4重以上（5重、6

重、・・・）の共通要因故障確率は 4重のそれに等しいと仮定して、リレー「開」失敗の 4

重の共通要因故障確率を採用し（リレー1 台の故障確率×β×γ×δ = 2.7×10-7×1.56

×10-2）、4.2×10-9となった。 

（3）主冷却系による自然循環除熱失敗 

   主冷却系による自然循環除熱失敗においては、主冷却機ベーンの 4重共通要因故障（駆

動機構不具合による主冷却機ベーン 4基の「閉」操作失敗（ナトリウム凍結防止のための

「閉」操作失敗））を想定した。その結果、当該共通要因故障の発生確率（ベーン 1台の故

障確率×β×γ×δ＝4.9×10-7×5.0×10-2×0.5×0.5）は、6.1×10-9となった。 

 

また、表 7-3-1 に崩壊熱除去機能に関わるフォルトツリーにおいてモデル化した機器と電源系

統との関係を示す。異なるシステムであっても共通な電源系統を使用している場合、当該電源系

統の故障により、同時に機能喪失に至る。 
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表 7-3-1 フォルトツリーでモデル化した機器と電源との従属関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2S 2C 2D 3S 3C 3D 4S 6S 6C 6D ７S 7C 7D

Ａポニーモータ ○

Ｂポニーモータ ○

Ａポニーモータ制御電源 ○

Ｂポニーモータ制御電源 ○

入口ベーン開度調節器ULDU
(TIC31.2-2A-1)電源 ○

入口ダンパ開度調節器ULDU
(TIC31.2-2A-3)電源 ○

温度変換器（TX31.2-2A-1) ○

1A1出口ダンパ、1A2出口ダンパ ○

1A主冷却機、2A主冷却機　制御電源 ○

1B1出口ダンパ、1B2出口ダンパ ○

1B主冷却機、2B主冷却機　制御電源 ○

A　圧縮機　　 ○

B　圧縮機　 ○

C　圧縮機　 ○

1次補助電磁ポンプ ○

2D-P/C　制御電源 ○

機器冷却ファンA ○

機器冷却ファンB ○

2C-P/C　制御電源 ○

1次補助継電器盤　制御電源 ○

1次補助電磁ポンプコイル温度計測制御系 ○

1次補助電磁ポンプIVR モータ ○

1次主循環ポンプA低回転数検出　制御電源 ○

1次主循環ポンプB低回転数検出　制御電源 ○

炉容器液面L3時自動起動リレー(L3Y)電源 ○

炉容器液面計L3　Aチャンネル　制御電源 ○

炉容器液面計L3　Bチャンネル　制御電源 ○

2次補助電磁ポンプ ○

2S-C/C制御電源 ○

2次補助系制御電源 ○

2次補助電磁ポンプ　冷却ファン A　 ○

2次補助電磁ポンプ　冷却ファン B　 ○

補助冷却機送風機 ○

補助冷却機出口ダンパ ○

補助冷却機制御電源 ○

主冷却系ポニー
モータ運転失敗

主冷却系2ループに
よる自然循環除熱
（自動移行）失敗

補助冷却系による
強制循環除熱（自動
起動-1次系）失敗

補助冷却系による
強制循環除熱（自動
起動-2次系）失敗
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７．４ ヒューマンファクタの定量化 

 

人的要因による共通要因故障については、原子炉安全保護系信号チャンネルの共通要因校正エ

ラーを対象とした。原子炉安全保護系信号チャンネルには、ドリフトによる検出器異常を防止す

るため、校正作業が実施される。共通原因校正エラーは、同種のチャンネル間での共通要因とな

るヒューマンエラーである。 

起因事象に対して、期待できる原子炉安全保護系信号が 1種類の場合、「起因事象」×「1種類

の信号校正エラー」で原子炉安全保護系動作失敗（炉心損傷）に至る。期待できる原子炉安全保

護系信号が 1 種類である起因事象は、IC01（正の反応度投入）であり、対応する原子炉安全保護

系信号は「出力領域中性子束高」信号である。ここでは、IC01（正の反応度投入）における「出

力領域中性子束高」信号の共通原因校正エラーについて定量化した。 

共通原因校正エラーは、THERP(Technique for Human Error Rate Prediction)手法に、「常陽」

における原子炉安全保護系校正実績を考慮することで定量化した。 

THERP 手法では、ヒューマンエラー事象に含まれる人的操作を作業手順に従って展開し、その

手順ごとに失敗と成功とに分岐して順次ツリー状にリストアップし、各々の分岐に確率を与えて、

その事象の発生確率を算出する。評価条件を表 7-4-1 に示す。ここでは、「常陽」作業情報等を参

考とし、各種条件(体制、手順、頻度等)を設定した。手順書・チェックシートの準備、作業員の

構成、作業に関するチェック体制、及び Performance shaping Factor 等を考慮し、モデル化を実

施した。THERP 手法に基づき評価した共通原因校正エラー発生確率は、1チャンネルの場合で 5.0

×10-3となった。原子炉安全保護系信号は 3 チャンネルで構成されており、3 チャンネルの場合

の共通原因校正エラー発生確率は、THERP 手法での従属性の考え方に従い、4.0×10-4となった。 

「常陽」では、これまでに、原子炉安全保護系点検として設定値校正作業を計 276 回（平成 19

年 5 月時点）実施している。校正作業では、出力領域中性子束信号の 3チャンネルを校正してお

り、出力領域中性子束信号 1チャンネルあたりの校正作業の合計回数は 828 回となる。これまで

の運転経験より、校正作業に起因したトラブルはなく、設定値に大幅な逸脱が生じて、「正の反応

度投入」に相当する事象が発生した場合に原子炉スクラムに失敗する状況はなかった。 

そこで、THERP 手法により算出した 1 チャンネルあたりの校正エラーの確率分布（事前分布）

をベイズ手法により更新し、828 回のうち、エラー回数がゼロとの事実を反映させた新たな確率

分布（事後分布）を導出した。ベイズ手法とは、定性的には、ランダムな事象発生確率に根拠と

なる信念・信頼の度合を考慮して、確率を評価する手法である。この事後分布から平均値を求め、

上記の運転経験を反映した校正エラーを導出した。THERP 手法により算出した 1 チャンネルあた

りの校正エラーの確率分布は、平均値：5.0×10-3、エラーファクタ（平均値からのばらつき）5

の対数正規分布と仮定し、尤度関数として二項分布を想定し、対数正規分布を離散近似して評価

した。図 7-4-1 に評価結果を示す。図 7-4-1 に示すように、校正エラーの平均値がより小さくな

るように確率分布が更新され、本確率分布から求めた平均値は、1.4×10-3となった。3チャンネ

ルの従属エラーの発生確率は、THERP 手法での従属性の考え方に基づき、1.1×10-4（＝1.4×10-3

×0.15×0.5）となる。 
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表 7-4-1 校正エラーの評価条件 

 

項   目 条   件 

1.校正作業 

 

 

 

2.作業用手順書 

 

3.作業員 

 

4.モデル上の取扱い 

(1)手順書等自身の不良 

(2)オミッション/コミッションエラー 

(3)リカバリー 

 

 

 

(4)従属性 

 

 

 

(5) PSF (Performance Shaping Factor) 

・手順項目数 

・作業員の経験歴 

・ストレスレベル 

・タギングレベル 

 

プロセス計装系（計器）の校正 

アナログメータからの読み取りと記録 

校正後に確認検査を実施 

 

手順書とチェックリストを使用 

 

作業実施者とチェッカーの 2名 

 

 

考慮せず 

ステップ毎に展開 

2 段階を考慮 

－チェッカーによる（手順書の不使用に対し

てはなし） 

－校正後の確認検査による 

タスク間：低位 0.05 

チャンネル間：2チャンネル、中位 0.15 

        3 チャンネル、高位 0.5 

 

 

10 件以上 

2 名とも 6ヶ月以上（初心者ではない） 

適度 

最適 
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1チャンネル当たりの校正エラー確率分布
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校正エラー確率

確
率
密
度

事前分布

事後分布

図 7-4-1 1 チャンネル当たりの校正エラー確率分布 
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７．５ 事故シーケンスの定量化 

 

7.5.1 内的事象による全炉心損傷頻度の評価 

 

7.2～7.4 の評価結果を使用し、イベントツリー/フォールトツリー評価により、事故シ

ーケンスカットセットを求め、起因事象発生頻度と合わせて、内的事象を起因とする炉心

損傷頻度を算出した。 

評価結果を表 7-5-1-1 に示す。これらの評価結果から炉心損傷頻度の合計値（全炉心

損傷頻度）は 5.0×10-6/炉年となった。また、事故シーケンスの定量値を記載したイベン

トツリーを図 7-5-1-1 から図 7-5-1-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生頻度 ＵＴＯＰ
ＵＴＯＰ／
ＵＬＯＦ

ＰＬＯＨＳ ＬＯＲＬ ＵＬＯＦ ＵＬＯＨＳ
起因事象別

合計
起因事象別

割合

 ＩＣ０１ 正の反応度投入 6.5E-03 7.2E-07 8.5E-09 4.3E-10 7.2E-07 14%

 ＩＣ０２-１
1次主冷却系ナトリウム漏えい
（RV（出口配管上））

1.7E-04 1.8E-08 2.2E-10 1.8E-08 0%

 ＩＣ０２-２
1次主冷却系ナトリウム漏えい
（RV（出口配管下～炉心頂部））

1.7E-04 8.2E-08 2.2E-10 8.3E-08 2%

 ＩＣ０２-３
1次主冷却系ナトリウム漏えい
（RV（炉心頂部下））

1.7E-04 8.2E-08 7.5E-13 2.2E-10 8.3E-08 2%

 ＩＣ０２-４
1次主冷却系ナトリウム漏えい
（配管）

3.6E-03 5.8E-07 1.8E-10 4.7E-09 5.8E-07 12%

 ＩＣ０３ 1次補助冷却系ナトリウム漏えい 6.3E-04 8.7E-07 6.6E-12 8.3E-10 8.7E-07 17%

 ＩＣ０４ 1次主循環ポンプ（1台）軸固着 9.3E-02 7.1E-09 1.2E-07 1.3E-07 3%

 ＩＣ０５ 1次主循環ポンプ（1台）トリップ 9.3E-02 8.1E-09 1.2E-07 1.3E-07 3%

 ＩＣ０６ ２次主冷却系ナトリウム漏えい 4.3E-03 1.3E-07 5.6E-09 1.8E-11 1.4E-07 3%

 ＩＣ０７ 2次主循環ポンプ(1台）トリップ 1.1E-01 7.4E-09 1.4E-07 4.7E-10 1.5E-07 3%

 ＩＣ０８
主冷却機（1台）故障
（主送風機3台運転）

1.1E-01 7.4E-09 1.4E-07 4.7E-10 1.5E-07 3%

 ＩＣ０９ 外部電源喪失 9.3E-01 8.3E-08 1.2E-06 1.3E-06 26%

 ＩＣ１０ 手動スクラム 4.8E-01 3.2E-08 6.3E-07 6.6E-07 13%

7.2E-07 8.5E-09 1.9E-06 1.8E-10 2.4E-06 9.5E-10 5.0E-06 100%

14% 0% 38% 0% 47% 0% 100%同上割合

名　　　　　　　称

表7-5-1-1　炉心損傷頻度の評価

起　　因　　事　　象 炉心損傷に至る事故カテゴリー

炉心損傷に至る事故カテゴリー別合計
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IC01 正の反応度投入 A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ランバック
運転）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

6.5E-3 /ry
成功

失敗

起因事象 原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能

シーケンス記号 プラント状態
事故シーケンス

発生頻度［-/ry］

図7-5-1-1　　IC01　正の反応度投入

成功

PLOHS

UTOP/
ULOF

UTOP

B01*B02*B03*B05

/A01*A02

A01

4.3E-10

7.2E-07

8.5E-09

成功

成功

成功
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IC02
-1

1次主冷却系ナ
トリウム漏えい
（原子炉容器
（出口配管
上）：内管）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C04 オーバフロー系
運転
（ON-OFF運
転：タンク内

Na量17m
3
）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

1.7E-4/ry

成功

失敗

成功

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］プラント状態

成功

成功

2.2.E-10/A01*A02

7.2E-13

B02*B03*B05

起因事象 原子炉出力低下機能

A01

シーケンス記号

C04*B03

炉容器液面保持機能 崩壊熱除去機能

1.8E-08

PLOHS

ULOF

PLOHS

ULOF

成功

1.2E-11

図7-5-1-2　　IC02-1　1次主冷却系ナトリウム漏えい　（RV（出口配管上））

IC02
-2

1次主冷却系ナ
トリウム漏え
い（原子炉容
器（出口配管
下～炉心頂
部）：内管）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
A

リークジャ
ケット部健全
性確保

C03
A

リークジャケット
仕切弁「閉」動作
（炉容器：4.3、
A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転
（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転：炉容
器液面-5cm
保持）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

B05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

1.7E-4 /ry 成功

失敗

シーケンス記号

成功

成功

成功

PLOHS

成功

プラント状態

ULOF

PLOHS

C04*B03

C03A*B03

成功

PLOHS

PLOHS

成功

図7-5-1-3　　IC02-2　1次主冷却系ナトリウム漏えい　（RV（出口配管下～炉心頂部））

2.2E-10

7.2E-13

1.9E-10C01A*B03

/A01*A02

A01 ULOF

1.8E-08

6.4E-08

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

1.2E-11

炉容器液面保持機能起因事象

B02*B03*B05

原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能
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IC02
-3

1次主冷却系ナ
トリウム漏え
い（原子炉容
器（炉心頂部
下）：内管）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
A

リークジャ
ケット部健全
性確保

C02
A

安全容器健全
性確保

C03
A

リークジャケット
仕切弁「閉」動作
（炉容器：4.3、
A：6.2、

B：6.4m3）

C04 オーバフロー系
運転
（ON-OFF運
転：タンク内Na

量17m3）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転：炉容
器液面-5cm
保持）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

1.7E-4 /ry
成功

失敗

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

シーケンス記号

成功

プラント状態

C01A*B03

/A01*A02

A01

C01A*C02A

1.2E-11B02*B03*B05

成功

PLOHS

起因事象 原子炉出力低下機能 炉容器液面保持機能 崩壊熱除去機能

2.2E-10

7.2E-13

PLOHS

LORL

ULOF

ULOF

成功

PLOHS
C04*B03

C03A*B03

成功

成功

図7-5-1-4　　IC02-3　1次主冷却系ナトリウム漏えい 　（RV（炉心頂部下））

1.8E-08

6.4E-08

1.9E-10

7.5E-13

成功

PLOHS

IC02
-4

1次主冷却系
ナトリウム漏
えい（配管：
内管）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
B

外管健全性確保 C03
B

予熱N2ガス系仕
切弁「閉」動作
（炉容器：4.3、
　A：6.2、

　B：6.4m
3
）

C04 オーバフロー系
運転
（ON-OFF運
転：タンク内

Na量17m
3
）

C05
A

主冷却系サイ
フォンブレーク

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

3.6E-3 /ry
成功

失敗

7.8E-10

1.8E-10

シーケンス記号

B02*B03*B05

C04*B03

C03B*B03

C03B*C05A

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

3.8E-07

2.0E-07

2.4E-10

3.3E-13

A01

4.7E-09

1.5E-11

ULOF

ULOF

/A01*A02

PLOHS

成功

成功

崩壊熱除去機能起因事象 原子炉出力低下機能 炉容器液面保持機能

成功

プラント状態

成功

PLOHS

成功

PLOHS

LORL

成功

PLOHS

LORL

図7-5-1-5　　IC02-4　1次主冷却系ナトリウム漏えい 　（配管）

C01B*B03

C01B*C05A
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IC03 1次補助冷却
系ナトリウム
漏えい（配
管：内管）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

C01
C

外管健全性確保 C02
B

予熱N2ガス系仕
切弁「閉」動作
（配管0.6、

炉容器：4.3m
3
）

C03
C

1次補助冷却
系出入口弁
「閉」動作
（手動）

C04 オーバフロー系
運転
（ON-OFF運
転：タンク内

Na量17m
3
）

C05
B

補助冷却系サイ
フォンブレーク

Ｂ02’ 主冷却系1
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

↑
6.3E-4 /ry 成功

失敗

↓

図7-5-1-6　　IC03　1次補助冷却系ナトリウム漏えい

ULOF

起因事象

成功

PLOHS

LORL

原子炉出力低下機能 炉容器液面保持機能

ULOF

PLOHS

成功

LORL

成功

PLOHS

崩壊熱除去機能

プラント状態

成功

成功

PLOHS

成功

PLOHS

成功

成功

PLOHS

C02B*C03*B02'*B05

C02B*C03C*C05B

シーケンス記号

B02'*B05

C04

C02B*B02'*B05

A01

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

6.2E-07

2.5E-07

6.6E-12

成功

成功

6.3E-10

8.7E-12

C01C*C03C*C05B

/A01*A02

C01C*B02'*B05

C01C*C03C*B02'*B05

8.2E-10

2.7E-12

3.1E-11

9.3E-14

4.5E-16
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IC04 1次主循環ポ
ンプ（1台）
軸固着

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02’ 主冷却系1
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

9.3E-2 /ry

成功

失敗

成功

原子炉出力低下機能

B02'*B03*B05

成功

プラント状態

崩壊熱除去機能

/A01*A02

3.9E-10

成功

ULOF

ULOF

PLOHS

図7-5-1-7　　IC04　1次主循環ポンプ（1台）軸固着

A01

シーケンス記号
事故シーケンス

発生頻度［-/ry］

7.1E-09

1.2E-07

起因事象

IC05 1次主循環ポ
ンプ（1台）
トリップ

A01 原子炉安全
保護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

9.3E-2/ry

成功

失敗

ULOF

B02*B03*B05 8.1E-09

プラント状態

  図7-5-1-8　　IC05　1次主循環ポンプ（1台）トリップ

/A01*A02

A01

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

起因事象 原子炉出力低下機能

3.9E-10

1.2E-07

崩壊熱除去機能

PLOHS

成功

成功

ULOF

シーケンス記号

成功
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IC06 2次主冷却系
ナトリウム漏
えい

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01’ 主冷却系1
ループによる
強制循環除熱
（ランバック
運転）

Ｂ02’ 主冷却系1
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05’ 主冷却系1
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

4.3E-3 /ry

成功

失敗

   図7-5-1-9　　IC06　2次主冷却系ナトリウム漏えい

ULOHS

成功

成功

成功

ULOF

PLOHSB01'*B02'*B03*B05'

/A01*A02

起因事象

プラント状態

成功

原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能

シーケンス記号

1.8E-11A01

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

1.3E-07

5.6E-09

IC07 2次主循環ポ
ンプ（1台）
トリップ

A01 原子炉安全
保護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ランバック
運転）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

1.1E-1 /ry

成功

失敗

原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能

 図7-5-1-10　　IC07　2次主循環ポンプ（1台）トリップ

プラント状態

成功

成功

ULOF

シーケンス記号

起因事象

PLOHS

/A01*A02

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

成功

成功

7.4E-09B01*B02*B03*B05

A01

1.4E-07

4.7E-10ULOHS
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IC08 主冷却機
（1台）故障
（主送風機3
台運転）

A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ランバック
運転）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

1.1E-1 /ry

成功

失敗
/A01*A02

A01

起因事象

成功

原子炉出力低下機能 崩壊熱除去機能

シーケンス記号

成功

プラント状態

図7-5-1-11　　IC08　主冷却機（1台）故障（主送風機3台運転）

成功

成功

ULOHS

ULOF

B01*B02*B03*B05 PLOHS

1.4E-07

4.7E-10

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

7.4E-09

IC09 外部電源喪失 A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

9.3E-1 /ry

成功

失敗

B02*B03*B05

起因事象

PLOHS

シーケンス記号

崩壊熱除去機能原子炉出力低下機能

プラント状態

成功

成功

成功

8.3E-08

事故シーケンス
発生頻度［-/ry］

 図7-5-1-12　　IC09　外部電源喪失

/A01*A02

A01

ULOF 1.2E-06

3.9E-09ULOF
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IC10 手動スクラム A01 原子炉安全保
護系動作

A02 制御棒の挿入
（成功：6本の
うち、第3列の
制御棒2本以上
を挿入）

Ｂ01 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ランバック
運転）

Ｂ02 主冷却系2
ループによる
強制循環除熱
（ポニーモー
タ運転）

Ｂ03 補助冷却系に
よる強制循環
除熱
(自動起動)

Ｂ05 主冷却系2
ループによる
自然循環除熱
(自動移行)

4.8E-1 /ry

成功

失敗

＊　A01シーケンス発生時に炉心損傷に至るのは、IC10に属する起因事象の内、炉心局所閉塞（1E-3/ry）の場合のみとして、シーケンス発生頻度を評価。

  図7-5-1-13　　IC10　手動スクラム

成功

ULOF

ULOF/
ULOHS

成功

PLOHS

A01　（＊）

/A01*A02

起因事象 崩壊熱除去機能原子炉出力低下機能

シーケンス記号
事故シーケンス

発生頻度［-/ry］

成功

成功

プラント状態

B01*B02*B03*B05 3.2E-08

6.3E-07

7.3E-10
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7.5.2 支配的な事故シーケンス 

 

(1) 起因事象重要度評価 

表 7-5-1-1 に、全炉心損傷頻度に対する各起因事象の寄与割合を示す。また、各起因

事象における炉心損傷事故カテゴリーの発生頻度を合わせて示す。表 7-5-1-1 により、

「IC09:外部電源喪失」、「IC03:１次補助冷却系ナトリウム漏えい」、「IC01:正の反応度

投入」「IC10:手動スクラム」、「IC02-4:１次主冷却系ナトリウム漏えい（配管）」の寄与

割合が大きく、全炉心損傷頻度に占める割合はそれぞれ 26%、17%、14%、13%、12%とな

った。 

外部電源喪失、手動スクラムについては、起因事象の発生確率が相対的に大きいため、

全炉心損傷頻度への寄与割合が大きくなったと考えられる。1次補助冷却系ナトリウム

漏えい及び 1次主冷却系ナトリウム漏えい（配管）においては、炉心損傷頻度の支配的

な事故カテゴリーが PLOHS となっている。後述するように、当該起因事象の PLOHS にお

いては、「リークジャケット仕切弁「閉」失敗」による主冷却系・補助冷却系による除

熱失敗の事故シーケンス、及び「オーバフロー系運転失敗」による主冷却系・補助冷却

系による除熱失敗の事故シーケンスの発生確率が高く（10-5 オーダー）、これにより、

１次補助冷却系ナトリウム漏えい及び１次主冷却系ナトリウム漏えい（配管）の全炉心

損傷頻度への寄与割合が大きくなっている。また、正の反応度投入においては、炉心損

傷頻度の支配的な事故カテゴリーが UTOP となっている。当該起因事象における原子炉

安全保護系信号は、「出力領域中性子束高」の 1 信号であり、出力領域中性子束計３チ

ャンネルに対する共通要因校正エラーに起因する炉心損傷頻度が高い（10-4オーダー）

ため、正の反応度投入の全炉心損傷頻度への寄与割合が大きくなった。 

 

(2) 事故カテゴリー重要度評価 

事故カテゴリーについては、PLOHS 事象と ULOF 事象が支配的で、それぞれ 38%、47％

の寄与割合を有する。また、UTOP 事象の寄与割合は 14%である。 

 

① ULOF 事象 

「常陽」では、原子炉安全保護系インターロックとして、原子炉スクラム時に熱過

渡緩和を目的に、1次主冷却系の流量を低下させる（ランバック制御、ポニーモータ

運転等）設計としている。原子炉安全保護系動作に成功した場合、炉心流量が低下す

るが、この際に、制御棒の挿入に失敗すると ULOF 事象に至る。一例として、起因事

象 IC05:1 次主循環ポンプ（1 台）軸固着に対する当該シーケンス（/A01*A02）のミ

ニマルカットセット（事故シーケンスを成立させる基本事象の組合せ）のうち、上位

20 項を表 7-5-2-1 に示す。共通要因故障による制御棒の挿入失敗の発生確率が高く

（10-6オーダー）、これが ULOF 事象の発生頻度を大きくしている。 
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② PLOHS 事象 

PLOHS 事象においては、1次主冷却系ナトリウム漏えいに関連した起因事象（特に、

IC03:１次補助冷却系ナトリウム漏えい及び IC02-4:1 次主冷却系ナトリウム漏えい

（配管））における発生頻度が大きい。 

IC03:1 次補助冷却系ナトリウム漏えいでは、「オーバフロー系運転失敗」により主

冷却系での崩壊熱除去が不可能となり、さらに起因事象で補助冷却系による除熱不可

となっているので PLOHS になる事象（C04）、主冷却系による崩壊熱除去に失敗するシ

ーケンス（B02’* B05）が支配的となっている。炉心損傷頻度に対する基本事象の寄

与割合一覧（上位 20 事象）をそれぞれ表 7-5-2-2、7-5-2-3 に示す。C04 シーケンス

の発生確率に対しては、変圧器故障、オーバフロー電磁ポンプの故障による運転継続

失敗、オーバフロー電磁ポンプの冷却ガス供給ダクトの漏えい・閉塞等のオーバフロ

ー系の運転失敗をもたらす事象が支配的となっている。B02’* B05 では、起因事象

の1次補助冷却系ナトリウム漏えいに加えて1次主冷却系のナトリウム冷却材バウン

ダリで第 2番目のナトリウム漏えいが発生し、二重漏えいとなって原子炉容器の液位

確保に失敗し、結果的に崩壊熱除去失敗に至る場合が支配的となっている。 

IC02-4:1 次主冷却系ナトリウム漏えい（配管）では、「リークジャケット仕切弁「閉」

動作失敗」により主冷却系での崩壊熱除去が不可能となり、さらに補助冷却系による

除熱にも失敗する事故シーケンス（C03*B03）、及び「オーバフロー系運転失敗」によ

り主冷却系での崩壊熱除去が不可能となり、さらに補助冷却系による除熱失敗となる

事故シーケンス（C04*B03）の発生確率が高く（10-4オーダー）、これが PLOHS 事象の

発生頻度を大きくしている。炉心損傷頻度に対する基本事象の寄与割合一覧（上位

20 事象）をそれぞれ表 7-5-2-4、7-5-2-5 に示す。C03*B03 シーケンスでは、オーバ

フロー系と補助冷却系に関連する電源母線（3S、7S、6C、6D）の単一故障が支配的な

要因である。C04*B03 シーケンスでは、オーバフロー電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト

及び補助電磁ポンプ冷却ガス供給ダクトの漏えい・閉塞が支配的な要因である。オー

バフロー電磁ポンプ及び補助電磁ポンプで共用している冷却ガス供給ダクトライン

に漏えいまたは閉塞があると、「オーバフロー系汲み上げ運転失敗」×「補助冷却系

運転失敗」が発生し、原子炉容器ナトリウム液位が 1次主冷却系の循環運転に必要な

液位を下回るとともに、補助電磁ポンプの運転失敗により崩壊熱除去機能が喪失する。 

一方、上記以外の起因事象における PLOHS シーケンスは、全ての崩壊熱除去機能

（主冷却系による強制循環、主冷却系による自然循環、補助冷却系による強制循環）

が喪失するシーケンスであるが、10-8～10-9 のオーダとなっている。「常陽」では、

崩壊熱除去機能として主冷却系による強制循環除熱モードに加えて自然循環除熱機

能を備えているが、この自然循環モードを確立するための操作としてはナトリウム

凍結防止のためのベーンの閉操作のみで、流路の切り替え等のナトリウム弁操作や

空気冷却器のダンパの開操作等多数の機器の運転モードの変更操作を必要としない

こと、さらには主冷却系と補助冷却系が独立であることにより、B01*B02*B03*B05

または B02*B03*B05 の事故シーケンスの発生確率は非常に低い値となっている。例
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として、IC09（外部電源喪失）の B02*B03*B05 シーケンスに対する基本事象の寄与

割合一覧（上位 20 事象）を表 7-5-2-6 に示す。6C 電源母線の機能喪失と Bループで

の 2次系漏えいまたは流路閉塞事象との組み合わせ、及び 6D 電源母線の機能喪失と

Aループでの 2次主冷却系漏えいまたは流路閉塞事象との組み合わせ、そして Aルー

プと B ループの 2 次主冷却系漏えいまたは流路閉塞事象と補助電磁ポンプの機能喪

失との組み合わせが上位を占めている。6C 電源は、A ループの空気冷却器ベーン、

入口ダンパそして A主循環ポンプ回転数低検出機能の制御系電源であることから、A

ループの自然循環機能および補助冷却系の機能喪失に至る。これに B ループの自然

循環阻害要因が加わることにより、崩壊熱除去機能の喪失に至る。6C 電源はインバ

ータを介して 5C 母線から、またバックアップ用として 4C 母線の 2 系統から給電さ

れているが、6C 電源母線自身の故障は単独で 6C 電源喪失に至ることとなり、この基

本事象が上位に現れる結果となっている。6D 電源の機能喪失と A ループの自然循環

阻害要因の組み合わせについても同様な理由により、この基本事象が上位に現れる

結果となっている。 

 

③ UTOP 事象 

UTOP 事象は、正の反応度投入により発生する。炉心損傷頻度に対する基本事象の

寄与割合一覧（上位 20 事象）を表 7-5-2-7 に示す。当該起因事象における原子炉安

全保護系信号は、「出力領域中性子束高」の 1信号であり、共通要因校正エラーに起

因する炉心損傷頻度が高く（10-4オーダー）、これが UTOP 事象発生頻度を大きくして

いる。 
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合計値：3.96E-04（裾切り値：1E-20） 使命時間：1440時間

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 1.0E-04 25.1 1.0E-04 25.1 3300/220 変圧器故障 1.0E-04 +

2 6.4E-05 16.12 1.6E-04 41.22 オーバフロー電磁ポンプ運転継続失敗 6.4E-05 +

3 4.5E-05 11.33 2.1E-04 52.54 冷却ガスダクト漏洩 4.5E-05 +

4 4.5E-05 11.33 2.5E-04 63.87 冷却ガスダクト閉塞 4.5E-05 +

5 2.0E-05 4.97 2.7E-04 68.84 1HC P/C 開閉器故障 2.0E-05 +

6 2.0E-05 4.97 2.9E-04 73.81 1C-M/C 152C6 遮断器故障 2.0E-05 +

7 1.1E-05 2.77 3.0E-04 76.58 3S電源母線機能喪失 1.1E-05 +

8 1.1E-05 2.77 3.2E-04 79.36 1C電源母線機能喪失 1.1E-05 +

9 1.1E-05 2.77 3.3E-04 82.13 1HC P/C 母線機能喪失 1.1E-05 +

10 1.1E-05 2.77 3.4E-04 84.9 4S電源母線機能喪失 1.1E-05 +

11 7.4E-06 1.87 3.4E-04 86.78 V33-5故障(閉固着） 7.4E-06 +

12 6.0E-06 1.52 3.5E-04 88.3 予熱Ｎ2ガス補助系出口弁(V71-8)故障 1.9E-02 * 1号D/Gの運転継続失敗 3.1E-04 +

13 5.1E-06 1.28 3.6E-04 89.58 可変抵抗器故障 5.1E-06 +

14 4.9E-06 1.24 3.6E-04 90.82 予熱Ｎ2ガス補助系出口弁(V71-8)故障 1.9E-02 * 1号D/Gの起動失敗 2.6E-04 +

15 3.3E-06 0.83 3.6E-04 91.65 オーバフロー電磁ポンプNa漏洩 3.3E-06 +

16 2.4E-06 0.62 3.7E-04 92.26 ３φインダクションモータ故障 2.4E-06 +

17 2.3E-06 0.59 3.7E-04 92.85 漏洩検知器故障(3) 2.3E-06 +

18 1.9E-06 0.48 3.7E-04 93.33 OFFリレー11分タイマー52ST2故障 1.9E-06 +

19 1.7E-06 0.42 3.7E-04 93.75 電源絶縁トランス破損 1.7E-06 +

20 1.7E-06 0.42 3.7E-04 94.17 電源絶縁トランス破損 1.7E-06 +

表7-5-2-2  「事故シーケンスIC03 PLOHS（C04）」のミニマルカットセット（上位20項）

ミニマルカットセット

合計値：1.30E-6（裾切り値：1E-20）

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 1.1E-06 85.97 1.1E-06 85.97
３列制御棒４本の内４本が共通要
因故障により挿入失敗 1.1E-06 +

2 1.7E-07 12.74 1.3E-06 98.71
３列制御棒４本の内何れか３本が
共通要因故障により挿入失敗 1.7E-07 +

3 1.7E-08 1.29 1.3E-06 100

３列制御棒４本の内何れか３本が
スクラム信号最終段リレーの共通
要因故障（６重故障）により保持
電源遮断失敗

1.7E-08 +

4 3.9E-15 0 1.3E-06 100 3F3制御棒(CR-6)挿入失敗 1.6E-05 * 3A3制御棒(CR-1)挿入失敗 1.6E-05 * 3C3制御棒（CR-3)挿入失敗 2E-05 +

5 3.9E-15 0 1.3E-06 100 3F3制御棒(CR-6)挿入失敗 1.6E-05 * 3A3制御棒(CR-1)挿入失敗 1.6E-05 * 3D3制御棒(CR-4)挿入失敗 2E-05 +

6 3.9E-15 0 1.3E-06 100 3F3制御棒(CR-6)挿入失敗 1.6E-05 * 3C3制御棒（CR-3)挿入失敗 1.6E-05 * 3D3制御棒(CR-4)挿入失敗 2E-05 +

7 3.9E-15 0 1.3E-06 100 3D3制御棒(CR-4)挿入失敗 1.6E-05 * 3A3制御棒(CR-1)挿入失敗 1.6E-05 * 3C3制御棒（CR-3)挿入失敗 2E-05 +

8 1.2E-18 0 1.3E-06 100 3F3制御棒(CR-6)挿入失敗 1.6E-05 *
A系リレ－（SCB7A2)の接点固着
〔ＣＲ３，４スクラム点検信号
用リレーの誤動作〕

2.7E-07 *
B系リレ－（SCB7B2)の接点固着
〔ＣＲ３，４スクラム点検信号
用リレーの誤動作〕

2E-07 +

9 1.2E-18 0 1.3E-06 100
B系リレ－（SCB7B2)の接点固着
〔ＣＲ３，４スクラム点検信号用
リレーの誤動作〕

2.7E-07 *
A系リレ－（SCB7A2)の接点固着
〔ＣＲ３，４スクラム点検信号
用リレーの誤動作〕

2.7E-07 * 3A3制御棒(CR-1)挿入失敗 2E-05 .

ミニマルカットセット

表7-5-2-1 「IC05 制御棒挿入失敗(/A01*A02)」のミニマルカットセット
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合計値：9.83E-04（裾切り値：1E-20） 使命時間：1440時間

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 3.0E-04 30.21 3.0E-04 30.21 １次主冷却系Bループ主配管内管破損(  >4B) 1.5E-04 +

2 3.0E-04 30.21 5.9E-04 60.41 １次主冷却系Aループ主配管内管破損(  >4B) 1.5E-04 +

3 4.7E-05 4.77 6.4E-04 65.18 A-主中間熱交換器ケーシング破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

4 4.7E-05 4.77 6.9E-04 69.95 1次主循環ポンプオーバフロコラムB破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

5 4.7E-05 4.77 7.4E-04 74.72 1次主循環ポンプBケーシング部破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

6 4.7E-05 4.77 7.8E-04 79.49 1次主循環ポンプAケーシング部破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

7 4.7E-05 4.77 8.3E-04 84.26 B-主中間熱交換器ケーシング破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

8 4.7E-05 4.77 8.8E-04 89.03 1次主循環ポンプオーバフロコラムA破損（Na漏洩） 2.3E-05 +

9 1.5E-05 1.57 8.9E-04 90.59 １次主冷却系Aループ枝管内管破損 ( <4B) 2.5E-05 +

10 1.5E-05 1.57 9.1E-04 92.16 １次主冷却系Bループ枝管内管破損 ( <4B) 2.5E-05 +

11 1.3E-05 1.35 9.2E-04 93.51 Bループ逆止弁（V31.1-1B)Na漏洩 6.7E-06 +

12 1.3E-05 1.35 9.3E-04 94.87 １次主冷却系Bループ圧力計元弁破損（V31.1-80)Na漏洩 6.7E-06 +

13 1.3E-05 1.35 9.5E-04 96.22 １次主冷却系Aループ圧力計元弁破損（V31.1-80)Na漏洩 6.7E-06 +

14 1.3E-05 1.35 9.6E-04 97.57 Aループ逆止弁（V31.1-1A)Na漏洩 6.7E-06 +

15 1.0E-05 1.03 9.7E-04 98.6 １次主冷却系Aループ圧力計破損（PX31.1-1A)Na漏洩 5.1E-06 +

16 1.0E-05 1.03 9.8E-04 99.63 １次主冷却系Bループ圧力計破損（PX31.1-1B)Na漏洩 5.1E-06 +

17 1.1E-06 0.11 9.8E-04 99.73 2次主冷却系Aループ主配管破損（Na漏洩） 3.3E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-CHK)、
冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 8.1E-04 +

18 4.3E-07 0.04 9.8E-04 99.78 A主中間熱交換器内部破損　2次系側伝熱管流路閉塞 1.3E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-CHK)、
冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 8.1E-04 +

19 4.3E-07 0.04 9.8E-04 99.82 A-主中間熱交換器 内部破損　（１次系流路閉塞） 1.3E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-CHK)、
冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 8.1E-04 +

20 3.3E-07 0.03 9.8E-04 99.85 ２次主冷却系Aループ枝配管破損（Na漏洩） 1.0E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-CHK)、
冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 8.1E-04 +

表7-5-2-3   「事故シーケンスIC03 PLOHS（B02'*B05）」のミニマルカットセット（上位20項）

ミニマルカットセット
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合計値：5.53E-05（裾切り値：1E-20） 使命時間：1440時間

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 1.1E-05 19.91 1.1E-05 19.91 3S電源母線機能喪失 1.1E-05 +

2 1.1E-05 19.91 2.2E-05 39.82 7S電源母線機能喪失 1.1E-05 +

3 1.1E-05 19.91 3.3E-05 59.72 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

4 1.1E-05 19.91 4.4E-05 79.63 6C電源母線機能喪失 1.1E-05 +

5 1.7E-06 3.08 4.6E-05 82.71
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 *

２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失
敗） 3.8E-03 +

6 1.7E-06 3.08 4.7E-05 85.79
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

7 1.7E-06 3.08 4.9E-05 88.86
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 *

２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失
敗） 3.8E-03 +

8 1.7E-06 3.08 5.1E-05 91.94
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

9 4.9E-07 0.89 5.1E-05 92.83
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 * 補助送風機本体故障（継続運転失敗） 1.1E-03 +

10 4.9E-07 0.89 5.2E-05 93.73
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 * 補助送風機本体故障（継続運転失敗） 1.1E-03 +

11 1.2E-07 0.22 5.2E-05 93.94
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 * 伝熱管閉塞 2.7E-04 +

12 1.2E-07 0.22 5.2E-05 94.16
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 * 伝熱管閉塞 2.7E-04 +

13 1.1E-07 0.19 5.2E-05 94.35
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 * 補助送風機本体故障（起動失敗） 2.4E-04 +

14 1.1E-07 0.19 5.2E-05 94.54
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 * 補助送風機本体故障（起動失敗） 2.4E-04 +

15 9.1E-08 0.17 5.2E-05 94.7
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 *

B主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-BB?)
故障 2.1E-04 +

16 9.1E-08 0.17 5.2E-05 94.87
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 *

B主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-BB?)
故障 2.1E-04 +

17 9.1E-08 0.17 5.3E-05 95.03
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 *

A主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-AA)故
障 2.1E-04 +

18 9.1E-08 0.17 5.3E-05 95.2
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 *

A主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-AA)故
障 2.1E-04 +

19 8.8E-08 0.16 5.3E-05 95.35
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ出口弁
故障 4.5E-04 * 電磁ポンプ破損 2.0E-04 +

20 8.8E-08 0.16 5.3E-05 95.51
予熱Ｎ2ガス主冷却系Aループ入口弁
故障 4.5E-04 * 電磁ポンプ破損によるナトリウム漏洩 2.0E-04 +

表7-5-2-4   「事故シーケンスIC02-4 PLOHS（C03*B03）」のミニマルカットセット（上位20項）

ミニマルカットセット

B主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-BB)故
障

B主ポンプ低回転数検出器(NE31.1-BB)故
障
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合計値：1.06E-04（裾切り値：1E-20） 使命時間：1440時間

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 4.5E-05 42.29 4.5E-05 42.29 冷却ガスダクト閉塞 4.5E-05 +

2 4.5E-05 42.29 9.0E-05 84.58 冷却ガスダクト漏洩 4.5E-05 +

3 1.1E-05 10.36 1.0E-04 94.94 3S電源母線機能喪失 1.1E-05 +

4 1.2E-06 1.16 1.0E-04 96.1 機器冷却ファンA運転失敗 1.1E-03 * 機器冷却ファンB運転失敗 1.1E-03 +

5 3.8E-07 0.36 1.0E-04 96.46 3300/220 変圧器故障 1.0E-04 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

6 3.8E-07 0.36 1.0E-04 96.82 3300/220 変圧器故障 1.0E-04 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

7 2.4E-07 0.23 1.0E-04 97.05 オーバフロー電磁ポンプ運転継続失敗 6.4E-05 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

8 2.4E-07 0.23 1.0E-04 97.28 オーバフロー電磁ポンプ運転継続失敗 6.4E-05 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

9 1.1E-07 0.1 1.0E-04 97.38 機器冷却ファンA運転失敗 1.1E-03 * 母線1D-2D間の変圧器の機能喪失(UR) 1.0E-04 +

10 1.1E-07 0.1 1.0E-04 97.49 3300/220 変圧器故障 1.0E-04 * 補助送風機本体故障（継続運転失敗） 1.1E-03 +

11 1.1E-07 0.1 1.0E-04 97.59 母線1C-2C間の変圧器の機能喪失(UR) 1.0E-04 * 機器冷却ファンB運転失敗 1.1E-03 +

12 7.5E-08 0.07 1.0E-04 97.66 1HC P/C 開閉器故障 2.0E-05 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

13 7.5E-08 0.07 1.0E-04 97.73 1C-M/C 152C6 遮断器故障 2.0E-05 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

14 7.5E-08 0.07 1.0E-04 97.81 1C-M/C 152C6 遮断器故障 2.0E-05 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

15 7.5E-08 0.07 1.0E-04 97.88 1HC P/C 開閉器故障 2.0E-05 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

16 7.1E-08 0.07 1.0E-04 97.94 オーバフロー電磁ポンプ運転継続失敗 6.4E-05 * 補助送風機本体故障（継続運転失敗） 1.1E-03 +

17 7.0E-08 0.07 1.0E-04 98.01
7C用の負荷電圧補償装置（整流装置相
当）の機能喪失(UR) 6.3E-05 * 機器冷却ファンB運転失敗 1.1E-03 +

18 7.0E-08 0.07 1.0E-04 98.07 機器冷却ファンA運転失敗 1.1E-03 *
7D用の負荷電圧補償装置（整流装置相当）の
機能喪失(UR) 6.3E-05 +

19 4.2E-08 0.04 1.0E-04 98.11 1C電源母線機能喪失 1.1E-05 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

20 4.2E-08 0.04 1.0E-04 98.15 1C電源母線機能喪失 1.1E-05 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

表7-5-2-5   「事故シーケンスIC02-4 PLOHS（C04*B03）」のミニマルカットセット（上位20項）

ミニマルカットセット



JAEA-Technology 2009-004 

 －130－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計値：8.97E-08（裾切り値：1E-20） 使命時間：1440時間

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 1.8E-08 19.75 1.8E-08 19.75 6C電源母線機能喪失 1.1E-05 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 +

2 7.3E-09 8.1 2.5E-08 27.85
2次主冷却系Aループ主配管破損（Na漏
洩） 6.6E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

3 4.1E-09 4.53 2.9E-08 32.38
2次主冷却系Aループ主配管破損（Na漏
洩） 6.6E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

4 4.1E-09 4.53 3.3E-08 36.9
2次主冷却系Aループ主配管破損（Na漏
洩） 6.6E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

5 2.9E-09 3.28 3.6E-08 40.18
A-主中間熱交換器 内部破損　（１次系
流路閉塞） 2.7E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

6 2.9E-09 3.28 3.9E-08 43.45
A主中間熱交換器内部破損　2次系側伝熱
管流路閉塞 2.7E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

7 2.9E-09 3.28 4.2E-08 46.73 6C電源母線機能喪失 1.1E-05 *
B-主中間熱交換器 内部破損　（１次系流
路閉塞） 2.7E-04 +

8 2.2E-09 2.48 4.4E-08 49.21
２次主冷却系Aループ枝配管破損（Na漏
洩） 2.0E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

9 1.6E-09 1.83 4.6E-08 51.04
A-主中間熱交換器 内部破損　（１次系
流路閉塞） 2.7E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

10 1.6E-09 1.83 4.7E-08 52.87
A主中間熱交換器内部破損　2次系側伝熱
管流路閉塞 2.7E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

11 1.6E-09 1.83 4.9E-08 54.7
A-主中間熱交換器 内部破損　（１次系
流路閉塞） 2.7E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

12 1.6E-09 1.83 5.1E-08 56.53
A主中間熱交換器内部破損　2次系側伝熱
管流路閉塞 2.7E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

13 1.6E-09 1.74 5.2E-08 58.27 A-主中間熱交換器導管部破損 1.4E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

14 1.6E-09 1.74 5.4E-08 60.02 1A主冷却器　伝熱管破損 1.4E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

15 1.6E-09 1.74 5.5E-08 61.76 2A主冷却器　伝熱管部破損 1.4E-04 * 6D電源母線機能喪失 1.1E-05 +

16 1.2E-09 1.39 5.7E-08 63.14
２次主冷却系Aループ枝配管破損（Na漏
洩） 2.0E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

17 1.2E-09 1.39 5.8E-08 64.53
２次主冷却系Aループ枝配管破損（Na漏
洩） 2.0E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

18 1.2E-09 1.32 5.9E-08 65.84
2次主冷却系Aループ主配管破損（Na漏
洩） 6.6E-04 *

2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 補助送風機本体故障（継続運転失敗） 1.1E-03 +

19 8.7E-10 0.97 6.0E-08 66.82 2A主冷却器　伝熱管部破損 1.4E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * 電磁ポンプ故障（運転中） 3.8E-03 +

20 8.7E-10 0.97 6.1E-08 67.79 2A主冷却器　伝熱管部破損 1.4E-04 *
2次主冷却系Bループ 流路閉塞(SCSB-
CHK)、冷却材喪失(SCSB-SL)（マクロ） 1.6E-03 * ２次補助電磁ポンプ故障（継続運転失敗） 3.8E-03 +

ミニマルカットセット

 表7-5-2-6   「事故シーケンスIC09-PLOHS（B02*B03*B05）」のミニマルカットセット（上位20項）
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合計値：1.10E-4（裾切り値：1E-20）

順位 発生確率 割合(%) 累積確率 割合(%)

1 1.1E-04 100 1.1E-04 100
３列制御棒４本の内４本が共通要因故障によ
り挿入失敗 1.1E-06 +

2 4.2E-09 0 1.1E-04 100
A系、B系スクラム出力リレー共通要因故障
(4/4) 4.2E-09 +

3 1.8E-12 0 1.1E-04 100 ロジック盤A基板回路の故障 1.3E-06 * ロジック盤B基板回路の故障 1.3E-06 +

4 1.8E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

5 1.8E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

6 1.8E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

7 1.6E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

8 1.6E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

9 1.6E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

10 1.6E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

11 1.6E-12 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

12 1.6E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

13 1.4E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

14 1.4E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

15 1.4E-12 0 1.1E-04 100 検出器の故障 1.2E-06 * 検出器の故障 1.2E-06 +

16 3.6E-13 0 1.1E-04 100 ロジック盤入力リレー（SL5)の故障 2.7E-07 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

17 3.6E-13 0 1.1E-04 100 ロジック盤入力リレー（SL4)の故障 2.7E-07 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

18 3.6E-13 0 1.1E-04 100 ロジック盤入力リレー（SL6)の故障 2.7E-07 * 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 +

19 3.6E-13 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * ロジック盤入力リレー（SL4)の故障 2.7E-07 +

20 3.6E-13 0 1.1E-04 100 補助リレーユニットの故障 1.3E-06 * ロジック盤入力リレー（SL5)の故障 2.7E-07 +

ミニマルカットセット

表7-5-2-7  「IC01フロントラインシステム A01(原子炉安全保護系動作失敗)」のミニマルカットセット（上位20項）
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７．６ 事故シーケンスの定量化のまとめ 

 

高 速 実 験 炉 「 常 陽 」 に お け る 全 炉 心 損 傷 頻 度 は 5.0 × 10-6/ 炉 年 で あ り 、 IAEA 

INSAG-12(International Nuclear Safety Advisory Group)に記された炉心損傷頻度の目標値（下

記参照：停止時及び外的事象も含む値）を下回っていることを確認した。 

・ 炉心損傷頻度 10-4/炉年（既設炉に対して） 

・ 炉心損傷頻度 10-5/炉年（新設炉に対して） 

また、原子力安全委員会の安全目標専門部会が平成 18 年 3 月 28 日にとりまとめた専門部会報

告書「発電用軽水型原子炉施設の性能目標について－安全目標案に対応する性能目標案について

－」に定められた性能目標の定量的な指標値案(炉心損傷頻度：10-4/炉年：停止時及び外的事象

も含めた目安）も下回っている。 
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８．考察 

 

レベル１PSA では、炉心損傷頻度への寄与が相対的に大きいシーケンス（運転員の誤操作

や機器の故障の組合せ）を明示することが可能であり、寄与が大きいシーケンスに対して、

対策を講じることで、より効果的にプラントの安全性を向上できる。そこで、今回の評価結

果に基づき、炉心損傷頻度への寄与が大きい故障事象を抽出し、検討課題をサーベイした。 
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８．１ 故障事象の抽出 

 

  炉心損傷頻度への寄与が大きいシーケンスにおける故障事象のうち、その故障頻度を低減

することで、炉心損傷頻度を効果的に減少させることができると考えられる項目は、以下の

6項目であった。 

 

(1) 出力領域中性子束高信号の共通原因校正エラー 

炉心損傷頻度への寄与が大きい起因事象については、基本的に 2種類以上の原子炉安

全保護系の動作信号を有するが、「正の反応度投入」においては、「出力領域中性子束高」

信号の 1種類が、原子炉安全保護系の動作信号となる。そのため、「出力領域中性子束高」

信号の成否については、重要度が高い。 

 

(2) 共通原因による制御棒の挿入失敗 

原子炉出力低下（原子炉スクラム）には、①原子炉安全保護系動作、②制御棒の挿入

に成功する必要がある。本評価の結果、制御棒の挿入の失敗（共通原因故障）が原子炉

出力低下機能の喪失に係る支配的な故障要因となることを確認した。支配的な故障要因

の内訳を明確化することは困難であるが、制御棒の挿入過程における機械的な干渉によ

る失敗より、切離機構（ラッチフィンガー等）の故障による切離失敗の重要度が高いと

考えられる。 

 

(3) 6C 電源母線、6D 電源母線の単一故障 

6C 電源母線、6D 電源母線の単一故障が発生すると、主冷却系 1ループの自然循環除熱

機能とともに、補助冷却系電磁ポンプ起動信号を喪失する。この状態における除熱は、

主冷却系 1ループで実施されているため、除熱ループの機能喪失が重畳した場合、崩壊

熱除去機能を喪失する。そのため、6C 電源母線、6D 電源母線の成否については、重要度

が高い。 

 

(4) 2 次主冷却系配管のバウンダリ機能喪失 

上記(3)の故障との組み合わせで崩壊熱除去機能を喪失させる（除熱ループの機能喪失

を発生させる）。2次主冷却系配管は、1次主冷却系配管（二重構造）と異なり、一重構

造であり、1 箇所の漏えいにより当該ループの自然循環機能を喪失する。そのため、2

次系配管のバウンダリ機能の成否については、重要度が高い。 

 

(5) オーバフロー電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト及び補助電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト

の漏えい・閉塞 

1 次主冷却系・補助冷却系ナトリウム漏えいが発生した場合、オーバフロー電磁ポン

プ及び補助電磁ポンプで共用している冷却ガス供給ダクトラインに漏えいまたは閉塞が

あると、「オーバフロー系汲み上げ運転失敗」×「補助冷却系運転失敗」が発生し、原子
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炉容器ナトリウム液位が 1次主冷却系の循環運転に必要な液位を下回るとともに、補助

電磁ポンプの運転失敗により崩壊熱除去機能を喪失する。オーバフロー電磁ポンプ冷却

ガス供給ダクト及び補助電磁ポンプ冷却ガス供給ダクトの漏えい・閉塞の成否について

は、重要度が高い。 

 

(6) 外部電源喪失 

発生頻度が最も大きい起因事象であり、上記(2)と重畳して、原子炉出力低下機能喪失

の発生頻度への寄与が大きいため、その成否について、重要度が高い。 
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 ８．２ 検討課題のサーベイ結果 

   

「常陽」における今後の運転・保守管理の参考情報として、上記 8.1 において抽出した故

障事象について、炉心損傷頻度低減のための検討課題をサーベイした。なお、ここでは、実

現性には言及しないこととし、設備の改造、保守管理の重点化、代替手段の開発等の観点で、

効果的と考えられる対応策を抽出した。 

 

(1) 出力領域中性子束高信号の共通原因校正エラー 

共通原因故障が支配要因であるため、原子炉安全保護系信号の多様性を図ることで炉

心損傷頻度を効果的に低減することができる（多重性の向上（チャンネル数の増加）は

有効な対策とならない）。また、当該信号について、その重要性を考慮し、保守管理の重

点化を図ることも有効な対策である（例：①通常 2名体制で実施する校正作業を、上級

職員を加えて実施する、②スクラム設定値が変動しないことを異なる監視パラメータに

より保証する）。なお、本評価では、原子炉安全保護系信号のスクラム設定値校正作業時

の複数チャンネルの共通原因ヒューマンエラー（誤校正）が支配要因であり、校正作業

の実施頻度増加は、信号の信頼性向上の観点で効果が小さい。 

 

(2) 共通原因による制御棒の挿入失敗 

支配的な故障要因は、切離機構（ラッチフィンガー等）の故障による切離失敗と考え

られるため、切離機構の多様性を検討することで、信頼性を向上させることができる。 

 

(3) 6C 電源母線、6D 電源母線の単一故障 

補助冷却系電磁ポンプ起動信号に係る電源母線を、独立した母線に分離することで、

6C 電源母線、6D 電源母線の単一故障による主冷却系 1ループの自然循環除熱機能と補助

冷却系電磁ポンプ起動信号喪失の同時発生を防止できる。 

また、除熱ループの機能喪失が重畳した場合のアクシデントマネージメント策として、

補助冷却系の手動起動手順と主冷却系 1ループ（自然循環）の主冷却機ベーン・ダンパ

手動制御手順を開発することも、有効な対策である。 

 

(4) 2 次主冷却系配管のバウンダリ機能喪失 

2 次主冷却系配管のバウンダリ機能喪失は、上記(3)の故障との組み合わせで崩壊熱除

去機能を喪失させる（除熱ループの機能喪失を発生させる）。そのため、上記（3）につ

いて対策を講じることで、本項目の重要度を低減することができる。 

 

(5) オーバフロー電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト及び補助電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト

の漏えい・閉塞 

オーバフロー電磁ポンプ及び補助電磁ポンプで共用している冷却ガス供給ダクトライ

ンを分離・独立させることで、「オーバフロー系汲み上げ運転失敗」と「補助冷却系運転
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失敗」の同時発生を防止することができる。また、ナトリウム漏えいが限定的な場合に

あっては、原子炉容器内の冷却材温度上昇（熱源：崩壊熱）による冷却材体積膨張によ

る液位回復により、主冷却系による除熱が復旧される可能性がある。 

 

(6) 外部電源喪失 

試験研究炉である「常陽」は、発電設備を保有していないため、商業用軽水炉と異な

り、外部電源喪失が発生した場合に、原子炉をスクラムさせる設計としている。そのた

め、外部電源喪失に起因する炉心損傷頻度の寄与は、上記（2）と重畳し大きくなること

から、上記（2）について対策を講じることで、本項目の重要度を低減することができる。 
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９．結言 

 

高速実験炉「常陽」について、出力運転時における内的事象に対するレベル１PSA を実施し、

炉心損傷に至る事故シーケンスを同定するとともに、炉心損傷頻度を定量化した。以下に、主

な成果を示す。 

 

(1)  高速実験炉「常陽」における全炉心損傷頻度は5.0×10-6/炉年であり、IAEA INSAG-12

に記された炉心損傷頻度の目標値である 10-4/炉年（既設炉に対して）及び 10-5/炉年

（新設炉に対して）を下回っている。 

(2)  全炉心損傷頻度に対する各事故カテゴリーの寄与割合を調べたところ、過渡時スク

ラム機能喪失（ATWS：Anticipated Transient Without Scram)事象及び崩壊熱除去

機能喪失（PLOHS：Protected Loss of Heat Sink）事象が各々全体の約 60％及び約

40％を占めており、原子炉液位喪失（LORL：Loss of Reactor Level）事象に至る可

能性が小さいことが示された。また、起因事象としては、外部電源喪失の寄与が最

も大きく約 8 割、次いで手動スクラムが約 2 割を占めている。これは、試験研究炉

である「常陽」は商業用軽水炉と異なり、外部電源喪失発生時において、運転を継

続する必要性が小さいことから、外部電源喪失時に原子炉をスクラムさせる設計と

していることに起因する。 

(3)  炉心損傷頻度への寄与が大きいシーケンスに含まれる起因事象、機器故障並びにヒ

ューマンエラーは、「出力領域中性子束高信号の共通原因校正エラー」、「共通原因に

よる制御棒の挿入失敗」、「6C 電源母線、6D 電源母線の単一故障」、「2 次主冷却系配

管のバウンダリ機能喪失」、「オーバフロー電磁ポンプ冷却ガス供給ダクト及び補助

電磁ポンプ冷却ガス供給ダクトの漏えい・閉塞」、「外部電源喪失」であることが明

らかとなった。これらについて、炉心損傷頻度低減のための対応策を今後の運転・

保守管理における参考情報として整理した。 

 

本研究において構築した高速実験炉「常陽」のレベル１PSA 解析モデル、パラメータの推定

値、炉心損傷に至る事故シーケンス及びその発生頻度の定量結果並びに得られた結果の解釈の

全てが、高速炉の PSA 実践例として貴重な技術基盤となる。今後、「常陽」における PSA の評価

に含まれる不確かさを把握するためには、不確定性解析、感度解析等が重要となる。 
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付録（CD-ROM に収録） 

 

 付録１．フォルトツリー 

  A 原子炉出力低下機能 

     A01 原子炉安全保護系動作（全起因事象） 

     A02 制御棒の挿入（6本のうち、第 3列の制御棒 2本以上を挿入）（全起因事象） 

   

C 炉容器液面保持機能 

        C01 リークジャケット部健全性確保（IC02-2～3） 

外管健全性確保（IC02-4,IC03） 

     C02 安全容器健全性確保（IC02-3） 

予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作（IC03） 

     C03 リークジャケット仕切弁「閉」動作（IC02-2～3） 

予熱窒素ガス系仕切弁「閉」動作（IC02-4） 

1 次補助冷却系出入口弁「閉」動作（手動）（IC03） 

     C04 オーバフロー系運転（IC02,IC03 共通） 

     C05 主冷却系サイフォンブレーク（IC02-4） 

補助冷却系サイフォンブレーク（IC03） 

   

B 崩壊熱除去機能 

     B01 主冷却系 2ループによる強制循環除熱（ﾗﾝﾊﾞｯｸ運転）（IC01,IC07,IC08,IC10） 

      B01’主冷却系 1ループによる強制循環除熱（ﾗﾝﾊﾞｯｸ運転）(IC06) 

     B02 主冷却系2ループによる強制循環除熱（ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転）(IC01,IC02,IC05,IC07～IC10) 

     B02’主冷却系 1ループによる強制循環除熱（ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転）（IC03,IC04,IC06） 

     B03 補助冷却系による強制循環除熱（自動起動）(IC03 を除く全起因事象) 

B05 主冷却系 2ループによる自然循環除熱（自動移行）（IC06 を除く全起因事象) 

B05’主冷却系 1ループによる自然循環除熱（自動移行）（IC06） 

 

付録２．フォルトツリー解析ツール（PIRAS） 

 

 付録３．イベントコード 



　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
透 (b) （数字 ）

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

（第8版，2006年改訂）

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと

を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン C s A
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

磁 束 密 度 テ ラ Wb/m kg s A
イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
光 束 ルーメン lm cd sr(c) cd
照 度 ルクス lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

組立量 ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）





<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




